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ウラン鉱山跡措置において市民の合意を得るためには、地域社会との間で十分なリスクコミュ

ニケーション（以下、「RC」という）を行う必要がある。本研究は、地域社会の意識等に基づい

てウラン鉱山の跡措置における RC 手法を構築するための基礎的な知見として、①一般・産業廃

棄物の最終処分および、ウラン鉱山、原子力等関連施設に係る RC について過去の事例を比較調

査し、今後ウラン鉱山の跡措置における RC で適切と考えられる RC 活動項目を検討すること、

②一般廃棄物の最終処分、および放射性廃棄物の最終処分についてアンケート調査を行い、市民

のリスク認知や信頼感の状況を把握することを目的とする。 
事例調査の結果、計画内容や事業者への信頼を得るためには情報公開・情報提供は必須である

事が示された。ただし、情報は提供するだけでなく、その読み方を同時に伝えなければならない。

次に、計画への住民参加手法については、一般・産業廃棄物に関するケースでも、ウラン鉱山、

原子力等関連施設に関するケースでも、合意形成にいたった事例からは、事業者対住民という対

立関係を回避するため、事業のできるかぎり早い段階で、諮問委員会や市民委員会等、住民が計

画に参加できる機会を設けることが重要であることが示された。その前提条件として、事業自体

の安全性を証明することと、「地域のまちづくりに永続的にプラスになる」事業のあり方を十分

検討することが必須である。 
アンケート調査結果では、放射性廃棄物について、健康や環境への影響を心配している人が非

常に多いことが示された。また、危険、怖い、など、感覚的な忌避感を感じている人も非常に多

いことが示された。特に、事故時の適切な対策や情報公開に関する信頼感は非常に低く、信頼で

きないと回答した人が対策については 6 割を超え、情報公開については 7 割近くにのぼる。これ

ら行政に対する信頼感に関する質問項目は、国の環境基準、最新の環境技術、事故時の行政の適

切な対策、事故時の適切な情報公開はほとんどの産業廃棄物の処分場、および放射性廃棄物の処

分場のリスク認知と有意な相関を示しており、リスク認知の向上のためには行政に対する信頼感

の向上が不可欠であることが示唆された。   
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To obtain public understanding on the uranium mining sites reclamation at Ningyo-toge 
Environmental Engineering Center, it is necessary to conduct appropriate Risk 
Communication (RC). In this study, to discuss the appropriate Risk communication method 
on the uranium mining sites reclamation, comparative investigation of risk communication 
cases which concern the siting of solid waste management facilities and nuclear facilities, and 
questionnaire survey on the risk perception of landfill were conducted. As a result of 
comparative investigation, information disclosure and the information supplement are 
important factor to obtain public trust on the siting plan and developer (government and 
company). However, it is necessary not only to offer information but also to foster information 
literacy at the same time. In the cases of best practice on consensus-building toward siting of 
facilities, there was suggestion that is important to set up the public participation 
opportunity at an early planning stage to avoid adversary relationship between stakeholders. 
As assumption of the public participation, it is necessary the safety assurance of the siting 
plan and regional development plan cover a long period. As a result of questionnaire survey, 
It was shown that the almost people worried about health and the environmental impact of 
radioactive waste; moreover, there are a lot of ratios of the peoples who felt a dangerous and 
scary sensuously. Public trust on government was very low, Over 60 percent does not trust 
“countermeasures at the accident” and nearly 70 percent does not trust “the information 
disclosure at the accident”. Questions concern on public trust: countermeasures at the 
accident, information disclosure at the accident, environmental standard, and environmental 
technology show significant correlation with risk perception of landfill site.  
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1. はじめに 

ウラン鉱山の跡措置にあたっては、ウラン等の天然放射性核種を含む、鉱山活動で発生した鉱

さいや捨石について恒久的対策を施す必要があり、この対策については周辺の地域社会に受入れ

られることが重要である。地域社会の受容を得た跡措置を進めるためには、地域社会との間で十

分なリスクコミュニケーション（以下、「RC」という）を行い、関係者間での信頼関係を構築す

るとともに、ウラン鉱山の跡措置に対する合意形成を図っていくことが重要である。一方、鉱さ

いや捨石の恒久的対策と同様の行為で、実際に地表における措置が行われている一般・産業廃棄

物の最終処分では、関係者間との RC の実績が既に得られているものもあり、これらの事例をも

とにしたウラン鉱山の跡措置における RC 手法の構築は有効と考えられる。 
本研究は、地域社会の意識等に基づいてウラン鉱山の跡措置における RC 手法を構築するため

の基礎的な知見として、①一般・産業廃棄物の最終処分および、ウラン鉱山、原子力等関連施設

に係る RC について過去の事例をまとめ、今後ウラン鉱山の跡措置における RC で適切と考えら

れる RC 活動項目を検討すること、②一般廃棄物の最終処分、および放射性廃棄物の最終処分に

ついてアンケート調査を行い、市民のリスク認知や信頼感の状況を把握することを目的とする。 
 

2. 一般・産業廃棄物、およびウラン鉱山、原子力等関連施設に係る RC事例調査・解析 

2.1. 調査の目的 

本調査ではこれまでに行われた一般廃棄物・産業廃棄物の最終処分、およびウラン鉱山、原子

力等関連施設に係る RC 事例（ウラン鉱山跡措置に係わる RC 事例は少ないため、同様に放射性

物質を扱う原子力等施設全般の RC 事例も含める）について、 
① それぞれ事業に係るRC活動に要求される一般事項の抽出 
② ウラン鉱山の跡措置および人形峠のサイト特性を考慮した、一般・産業廃棄物処分事業

のRC活動事例において、ウラン鉱山の跡措置のRC活動として反映できる事例およびそ

こから導かれる注意事項等の抽出 
③ ウラン鉱山、原子力等関連施設に関する事業において適切と考えられるRC活動項目の検

討 
をすることを目的とする。 
 
2.2. 調査の手法 

廃棄物の最終処分等に係る RC 活動について、一般・産業廃棄物に関するもの 26 件と、ウラ

ン鉱山、原子力等関連施設に関するもの 16 件について過去の事例をまとめたものを付録 1 に示

す。それぞれの事例について、処分場建設計画が始まった年代、計画開始からの概要、住民の反

対理由、コミュニケーションツール(手法）、効果、課題、合意形成がなされたか否か等について

整理した。 
このうち合意形成の観点から、住民の反対理由と、コミュニケーション手法について一般・産

業廃棄物、ウラン鉱山、原子力等関連施設それぞれについて一般的な傾向を把握し、また合意に

至ったケース、至らなかったケースを解析することで、RC 活動に要求される一般事項の抽出を

行った。 
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2.3. 調査結果 

2.3.1. 住民の反対理由 

一般・産業廃棄物に係る事例における住民の反対理由をまとめたものを表 2.3-1 に、ウラン鉱

山、原子力等関連施設に関するものを表 2.3-2 に示す。一般・産業廃棄物処分に関する反対理由

がはっきりしているケースでは、一つのケースで複数の反対理由があるところが多かった。内容

は用地選定やコミュニケーションプロセスに対する不信感、人の健康や環境への影響、廃棄物処

理技術、原子力技術等への不信感、行政や事業者への不信感、カネミ油症やチェルノブイリ等の

過去の事故や事件等、さまざまなものがある。その内容を分類・集計した結果を図 2.3-1、図 2.3-2
に示す。一廃・産業廃棄物では、最も多かったのが用地選定やコミュニケーションプロセスに対

する不信感で、ウラン鉱山、原子力等関連施設では、人間の健康や環境への影響が多かった。ウ

ラン鉱山、原子力等関連施設に対しては、一般・産業廃棄物よりなじみが薄く、一般の人は知ら

ない・分からない未知の対象に対して不安を抱いているという傾向が伺える。 
 

表 2.3-1 一般・産業廃棄物処分に係る RC 活動における住民の反対理由一覧(1/2) 
事例 年代 住民の反対理由 

豊島における産業廃棄物不法処分の事例１） 1970
住民の意思とは関係なく、産業廃棄物処理業者の進出 
国立公園内に廃棄物処分場をつくること 
住民の苦情を黙殺 

オロノゴ・ドゥエンエグ鉱業地域土壌汚染サイ

トの浄化１） 
1977 反対はしていない。懸念のみ。 

武蔵野市ごみ焼却場建設２） 1978 用地選定の不透明性 
愛知県 藤前干拓処分場３） 1981 諫早干潟の渡り鳥が激減した前例。 

熊本市における地域コミュニケーション１） 1985
年輩者が事業者に対して半信半疑であり、事業者が他県の出身

であったことから、「よそ者」と認識 

岩手県江刺市の産業廃棄物処理施設の建設 4) 1986 江刺市は「産廃銀座」と称されるほど、廃棄物の不法投棄や安

定型処分場での不適正処理などの事故が多発 

オーストラリアでの PCB 処理施設建設 1) 1987
建設予定地を住民に知らせないままに決定。 
PCB 高温焼却には技術的な問題 

バルンケミカル社の有害廃棄物焼却施設建設 5) 1989 TRI の排出上位にランクイン。 環境 NGO からの圧力 
Ｊ県Ｊ郡広域連合Ｋ最終処分場の事例 1) 1989 行政側の独断で用地を選定 

Ａ市における廃棄物処理施設和解訴訟 1) 1990

Ｂ工業が操業していた安定型処分場に廃棄物焼却施設の設置を

予定していることがマスコミ報道を通じて地域住民に伝わった

から 
第 3 次総合計画の中で「みどりあふれる快適生活都市」を掲げ

て環境政策を重視 

韓国首都圏での廃棄物埋立施設建設 1) 1990
周辺道路拡張等を内容とした当初の事業計画の変更への不満を

抱いていた 
事業系一般廃棄物の受け入れ。 

狛江市ビン・缶リサイクルセンター建設 2) 1991
用地選定プロセスが不透明 
騒音や安全性への懸念 

御嵩町における産業廃棄物処理処分施設計画 1) 1991
町は同地区が国定公園の特別地区に指定されており、近くに水

源があることから処理処分施設設置は不適当 

日の出町二ツ塚処分場 3) 1991
汚水漏れの発覚 
情報公開を拒否された。 

韓国での廃棄物処理施設増設 1) 1991
増設計画が当初の焼却施設条件と異なること 
既存焼却施設の公害問題 と公害防止策への不信感 

静岡県浜北市の一般廃棄物最終処分場の建設 6) 1993 万が一の不測の事故が生じた場合の有害化学物質の漏出 
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表 2.3-1 一般・産業廃棄物処分に係るRC活動における住民の反対理由一覧(2/2) 
事例 年代 住民の反対理由 

長野県阿智村の管理型最終処分場立地 1) 1996 十分な話し合いがない 

G 市における安定型最終処分場 1) 1996
新興団地の住民へは説明が十分に行われないまま建設 
排水から「黒い水」 住民側の立ち入り検査により・BOD 値

超過 ・悪臭 ・安定５品目以外の散乱 

滋賀県 彦根広域一般廃棄物最終処分場 3) 1996

(1)上流域は矢倉川の水源地で、大半の住民が下流に住み耕作用

水も依存 
(2)仏生寺断層があり地震時に処分場破壊による被害は必至 
(3)住民の近くを通る搬入路での交通事故の多発 
(4)貴重な動植物、製鉄遺跡や山城の保護 

宮崎県鶯沢町家電リサイクルプラント 7) 1997

未知なものが持ち込まれる、過疎だからこそ、リスクのあるも

のが持ち込まれるのではないか」といった懸念が存在 
ダイオキシン類問題が話題になっていたこともあり、ダイオキ

シン類の大気中への排出に対する不安 
ニセコ町一般廃棄物最終処分場の建設 8) 1998 周囲の環境汚染（大気や土壌）の恐れあり 

三重県四日市市のガス化溶融炉建設 8) 1999
センター側の対応への不信感 
突然の立地選定。 

北九州市における PCB 処理施設 1) 2000
カネミ油症の被害はまだ続いており、その被害を理解しなけれ

ば PCB 処理の安全性に対する認識は不十分である 

 
表 2.3-2 ウラン鉱山、原子力等関連施設に係る RC 活動における住民の反対理由一覧 

事例 年代 住民の反対理由 

岩手県滝沢村 
医療 RI 廃棄物処理施設立地の事例 9) 
事業者：RI 協会 

1980
事業者の秘密主義的な進め方 

風評被害に対する懸念 

2001
RI 協会への不信感 
－前回の施設の強行的な建設 
－前回約束の製薬会社の進出がない 

山口県上関町 
上関原子力発電所立地の事例 10),11) 
事業者：中国電力 

1982
環境への影響（スナメリなど希少生物に与える影響） 

原発の安全性 

ハンガリー 
中低レベル放射性廃棄物処分場立地の事例 12) 
事業者：国 

1983
当初候補地 
なぜ自分たちが受入れなければならないか 
健康被害 

ポーランド 
既存放射性廃棄物貯蔵所操業の事例 13) 
事業者：国 

1988 情報隠蔽による事業者への不信感 

アメリカ 
Moab 製錬場の施設跡措置計画の事例 14),15) 
事業者：民間⇒国 

1993

河川の汚染による健康被害への懸念 

未来の土地利用 

景観 

アルゼンチン Ezeiza Radioactive Waste 
Management Area(EMA)の処分場操業の事例
16) 
事業者：National Atomic Energy Commission

2001
NGO、環境団体からのサイト周辺帯水層の汚染情報。 

チェルノブイリ事故による恐怖 

スロベニア 
中低レベル放射性廃棄物処分場立地の事例 17) 2004 住民関与が不十分 
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図 2.3-1 住民の反対理由（一般・産業廃棄物） 

 
 

 

0 2 4 6

用地選定やコミュニケーションプロセスに
対する不信感

人間の健康や環境への影響

原子力技術等への不信感

行政や事業者への不信感

過去の事故や事件

 
図 2.3-2 住民の反対理由（ウラン鉱山、原子力等関連施設） 

 
2.3.2. リスクコミュニケーション手法 

 上記の反対理由に対して行われたコミュニケーション手法と、そのタイプの分類を一般・産業

廃棄物について表2.3-3に、ウラン鉱山、原子力等関連施設については表2.3-4に示す。コミュニケ

ーション手法は諮問委員会や市民委員会、パブリックミーティング等、市民の意見を計画に反映

させる手法、説明会やニュースレター、Web、メディア等による情報提供手法、見学会や実証実

験、教育プログラム等のより深い理解を得るための方策や、住民によるモニタリング組織の形成、

コンサルタント等の介入、事業者のトップの積極的な関与、イベントや祭の手伝い・寄付などの
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事業者による地域との交流、地域の理解を得るための補償金・地域振興等、様々な手法があった。

そうしたコミュニケーションタイプの件数を一般・産業廃棄物について図 2.3-3に、ウラン鉱山、

原子力等関連施設について図 2.3-4に示す。一般・産業廃棄物では、一番多くの事例で行われて

いたのが専門家や行政、市民が参加する諮問委員会や市民委員会の設置である。次に多かったの

が住民説明会等による情報の提供、パンフレットや広報誌による情報提供である。第三者の専門

家や市民の計画への参加、という手法が、一般・産業廃棄物ではかなり一般的であることがわか

る。ウラン鉱山、原子力等関連施設では。ニュースレター・Web等による情報提供が一番多く、

見学会・実証実験等の取り組みも次に多く見られた。原子力発電という広範囲の公共性を持つ事

業に対して、まずは広く知ってもらうための取り組みが多いと言える。また、一般・産業廃棄物

ではみられなかった、小規模のパブリックミーティングや公聴会によって市民の意見を聞くとい

う取り組みがいくつか見られた。一般・産業廃棄物と比較して，多かった取り組みは他には補償

金・地域振興策やメディアの活用などがあり、これも広範囲の公共性を持つという事業の特性か

らくるものと考えられる。全体的に、一般・産業廃棄物に係るRCは地域住民との密接なコミュニ

ケーションを指向し、ウラン鉱山・原子力等関連施設に係るRCは広く一般に向けてのコミュニケ

ーションに重点を置く傾向があると考えられる。 
 

表 2.3-3 リスクコミュニケーション手法とその分類（一般・産業廃棄物）(1/3) 

事例 年代 コミュニケーション手法 コミュニケーション 
手法のタイプ 

豊島における産業
廃棄物不法処分の

事例 1) 
1970 

・事業内容を説明するパンフレットを直島町民に全戸配布 ニュースレター・Web 等
による情報提供 

・建設反対の立場に立った直島漁協に対しては、風評被害対策の基
金創設や、緊急融資制度も提示 補償金・地域振興 

オロノゴ・ドゥエ

ンエグ鉱業地域土
壌汚染サイトの浄
化 1) 

1977 

・各利害関係者（市民・行政・企業）が参加する Community Advisory 
Group(CAG:コミュニティ諮問グループ）を構成、2 ヶ月に一度の

会合 
・技術顧問を採用 

諮問委員会・市民委員会

・浄化プロジェクトの推進には住民の参加が必要であることから、
EPA は、情報提供と住民の疑問に応える機会を設けた。 住民説明会 

・CAG の会合を新聞やテレビで報道（公開討論） メディアの活用 
・市民の健康に関する健康教育プログラムを開発 教育プログラム 

武蔵野市ごみ焼却
場建設 2) 1978 

・住民説明会を 8 回開催 住民説明会 

・クリーンセンター建設特別市民委員会 
・最終決定は市民委員だけで決定 
・審議過程の議事録等をすべて市民に公開 
・まちづくり委員会 

諮問委員会・市民委員会

愛知県 藤前干拓
処分場 3) 1981 特になし。人工干潟の造成という代替案で強行 なし 

熊本市における地
域コミュニケーシ

ョン 1) 
1985 

・場内の地下水で水草や蛍、ヤマメの養殖し、ほたる祭りやヤマメ

を食べる 見学会・実証実験等 

・老年の世代には社長自らコミュニケーションを図る トップの積極的関与 
・迷惑を掛けたという話を聞けば、即日訪問 
・地区の代表と日頃からコミュニケーションを図る 

日常の密接なコミュニケ

ーション 

・若い世代には、社長の次の世代が地域のソフトボール大会等に参
加、商品を分担 

イベントや祭りの手伝
い・寄付等 
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表 2.3-3 リスクコミュニケーション手法とその分類（一般・産業廃棄物）(2/3) 
事例 年代 コミュニケーション手法 コミュニケーション 

手法のタイプ 

岩手県江刺市の産

業廃棄物処理施設
の建設 4) 

1986 

・最終処分場の視察 見学会・実証実験等 

・市長と自区民の産廃施設をめぐる懇談会 
・地元住民に対処に開かれた第１回の説明会で、県関係者には出席

要請を行わず説明役をつとめ、地元の同意を前提に計画を推進 
住民説明会 

川に浸出水を流入させない方法をとる付帯決議 高度な環境対策 

オーストラリアで
のPCB処理施設建

設 1) 
1987 

独立委員会の設置 諮問委員会・市民委員会

独立委員会によるパブリックヒアリング・説明会、 住民説明会 

情報の普及 ニュースレター・Web 等

による情報提供 

バルンケミカル社

の有害廃棄物焼却
施設建設 5) 

1989 
地域参加グループの結成。  諮問委員会・市民委員会

コンサルタントの介入 コンサルタント等の介入

 トップマネジメントの積極的関与 トップの積極的関与 

Ｊ県Ｊ郡広域連合
Ｋ最終処分場の事

例 1) 
1989 

「安全で、安心できる施設の設置」を表明、関係者らによる話し合
い 住民説明会 

水面下での交渉：行政担当者と当該地区の住民が親戚同士・友人同

士、連絡なしに地区代表の自宅を訪れる（年に数回）、住民側も独
自に学習 

日常の密接なコミュニケ
ーション 

民間コンサル会社の協力 コンサルタント等の介入

施設に関わる事項について「すべてオープンにする」という基本理

念 
ニュースレター・Web 等

による情報提供 

Ａ市における廃棄

物処理施設和解訴
訟 1) 

1991 

県産業廃棄物協会がＢ工業の考え方をＡ市に説明するなど仲介 コンサルタント等の介入

・4 者協議会を開催 
・Ｃ地区住民に対する説明会が 3 回開催される予定で日時も決ま
っていた マスコミ報道により不可能 

住民説明会 

韓国首都圏での廃
棄物埋立施設建設
1) 

1990 
・環境部と組合は住民が立ち上げた対策委員会との実務協議会を設
置 諮問委員会・市民委員会

・住民モニタリング（昼夜の廃棄物搬入状況と処理過程） 住民によるモニタリング

狛江市ビン・缶リ
サイクルセンター
建設 2) 

1991 

・「一般廃棄物処理基本計画策定委員会」を設置 
・関連情報を包み隠さず提示 
・専門家部会は２つの候補地を公平に評価し、施設イメージを作成
し、委員全員が具体的なイメージをもって議論できるように配慮 

諮問委員会・市民委員会

御嵩町における産
業廃棄物処理処分

施設計画 1) 
1991 

・産業廃棄物処理場調査研究特別委員会を設置 諮問委員会・市民委員会

・町の動きは「広報みたけ」において掲載され、「ガラス張りの町
政」を実行するべく、情報公開 

ニュースレター・Web 等
による情報提供 

・県は、調整案の趣旨を説明するため、要請があれば積極的に説明
へ出向いた① 

日常の密接なコミュニケ
ーション 

日の出町二ツ塚処
分場 3) 1991 なし なし 

韓国での廃棄物処

理施設増設 1) 1991 
①住民と自治体間での積極的な懇親会・協議会（1 年 5 ヶ月間） 
②住民支援協議会の発足 諮問委員会・市民委員会

環境モニター制度導入 住民によるモニタリング

静岡県浜北市の一
般廃棄物最終処分
場の建設 6) 

1993 

・平成 9 年からの 3 年間だけで 120 回を超える説明会を開催した
（個別説明は含まず） 住民説明会 

・静岡県廃棄物処理施設生活環境影響評価専門委員会設置 諮問委員会・市民委員会
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表 2.3-3 リスクコミュニケーション手法とその分類（一般・産業廃棄物）(3/3) 

事例 年代 コミュニケーション手法 コミュニケーション 
手法のタイプ 

長野県阿智村の 
管理型最終処分場
立地 1) 

1996 

・住民、行政、事業者が情報交換 情報提供 
・全戸に対する配布物、回覧物、広報誌） 

ニュースレター・Web 等

による情報提供 
・説明会の開催、学習会 住民説明会 
見学会の継続的な開催、 見学会・実証実験等 

説明会での公聴、陳情・公開質問状 諮問委員会・市民委員会

社会的環境アセスメント その他 

G 市における安定
型最終処分場 1) 1996 

 

搬入物の分別の徹底 

 

住民の操業への立ち会い 

 

施設の公
開性の確保  

 

排水の管理 など 住民によるモニタリング

排水処理施設を設置 高度な環境対策 
滋賀県 彦根広域

一般廃棄物最終処
分場 3) 

1996 なし なし 

宮崎県鶯沢町家電
リサイクルプラン
ト 7) 

1997 

・パートナーシップ委員会の設立 
・住民による早期の参加機会の確保 諮問委員会・市民委員会

・早期の情報開示がされた② 情報提供 
・デモプログラムの提案⑤ 見学会・実証実験等 

ニセコ町一般廃棄
物最終処分場の建
設 8) 

1998 

・広報誌や町民講座などを通じて、ごみと住民の暮らしとの関わり
といった基本的な情報からリサイクルの手法、最終処分の考え方な

どについて、時間をかけてわかりやすく伝えることに重点を置いた

ニュースレター・Web 等
による情報提供 

・「まちづくり懇談会・まちづくりトーク」の場を活用し、計画の

構想段階から住民に意見表明の場を持つ 住民説明会 

・公募委員を加えた検討委員会の開催 諮問委員会・市民委員会

三重県四日市市の
ガス化溶融炉建設
8) 

1999 講演会。「法的手続きにしたがって・・・」の繰り返し ほぼなし 

北九州市における
PCB 処理施設 1) 2000 

・北九州市 PCB 処理安全性検討委員会を設置、「北九州市 PCB 処
理安全性検討委員会報告書」を公表 諮問委員会・市民委員会

市民への説明会を 101 回開催 住民説明会 
PCB 処理情報センターの設置、ファックスや Web サイトによる
意見募集と情報公開 

ニュースレター・Web 等
による情報提供 

 
表 2.3-4 リスクコミュニケーション手法とその分類（ウラン鉱山、原子力等関連施設）(1/3) 

事例 年代 コミュニケーション手法 コミュニケーション手
法のタイプ 

スウェーデン 
高レベル放射性廃
棄物処分場立地の
事例 18) 
事業者：民間（SKB) 

1980 

・放射性廃棄物処分場立地に関する環境影響評価への関係者の参加 諮問委員会・市民委員会

・地域住民への説明会 住民説明会 
・施設見学会 見学会・実証実験等 

・広報誌、web による広報 ニュースレター・Web
等の情報提供 

地元の学校に放射性廃棄物管理を行う職員を 2 名配置 教育プログラム 
岩手県滝沢村 
医療RI廃棄物処理
施設立地の事例 9) 
事業者：RI 協会 

1980 

・地権者への説明会 
・村主催の説明会 住民説明会 

・地域振興策 
 －RI 医薬品工場建設（未実施） 補償金・地域振興 

ハンガリー 
中低レベル放射性
廃棄物処分場立地

の事例 12) 
事業者：国 

1983 

・説明会 
・プロジェクトと立地に関する情報連絡会 住民説明会 

・メディアを通したプロジェクトの広報 ニュースレター・Web
等の情報提供 

・原子力発電所（廃棄物の発生場所）や既存の処分施設への見学会、
従業員との対話 見学会・実証実験等 

・監視および情報提供を行う組織を周辺自治体で設立 住民によるモニタリン
グ 
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表 2.3-4 リスクコミュニケーション手法とその分類（ウラン鉱山、原子力等関連施設）(2/3) 
事例 年代 コミュニケーション手法 コミュニケーション手

法のタイプ 

フィンランド 
高レベル放射性廃

棄物処分場立地の
事例 18) 
事業者：民間

（Posiva) 

1986 

・放射性廃棄物処分場立地に関する環境影響評価への関係者の参加 諮問委員会・市民委員会

・地域住民への説明会 住民説明会 
・施設見学会 見学会・実証実験等 

・広報誌、web による広報 ニュースレター・Web
等の情報提供 

・地元高校で放射性廃棄物管理に関する教育を実施 教育プログラム 
・地域振興策 
 －高齢者向け施設建設資金の貸与 
 －放射性廃棄物管理施設の固定資産税の増収 
 －ポシヴァ社本社の地元への移転 

補償金・地域振興 

ポーランド 
既存放射性廃棄物
貯蔵所操業の事例
13) 
事業者：国 

1988 

・ミーティング、公聴会による情報の公開 パブリックミーティン

グ・公聴会 
・講義、セミナーによる情報の公開 教育プログラム 
・インフォメーションセンターによる公衆への情報提供（環境レポ
ート、新聞記事、テレビ映像など） 

ニュースレター・Web
等の情報提供 

・貯蔵所の運営の安全性に関する会合（地方議員）や放射性安全に
関する委員会の開催 諮問委員会・市民委員会

アメリカ 
Moab 製錬場の施
設跡措置計画の事
例 14) 15) 
事業者：民間⇒国 

1993 

・パブリックミーティング 
・形式ばらない意見交換会 
・小規模グループの会合への参加（招待された時） 

パブリックミーティン
グ・公聴会 

・定期的なニュースレターの発行 
・ハイウェイ沿いに簡易広報施設の設置 

ニュースレター・Web
等の情報提供 

・ニュースメディア、利害関係者へのニュースリリース 
・地方紙にパブリックミーティングの結果、イベントなどを掲載 メディアの活用 

・地域の学校教育のサポート 
・環境、科学フェアへの参加及びサポート 教育プログラム 

カナダ 
Port Hope Area に
おける閉鎖される

放射性廃棄物処分
場の事例 19) 20) 
事業者：国 

1999 

・ワークショップ、オープンハウスによる意見交換 パブリックミーティン
グ・公聴会 

・跡地利用について 18 ヶ月かけて利害関係者に跡地利用のベネフ
ィットに関する説明会の実施 住民説明会 

・（施設オプション：A)教育+娯楽、B)庭園＋教育＋スポーツ、C)
ランドマーク） 補償金・地域振興 

・ニュースレターの発行(情報提供、ワークショップ等の開催案内、
質問の回答など） 

ニュースレター・Web
等の情報提供 

ベルギー 
低レベル廃棄物処

分場立地の事例 21) 
事業者：国 

1999 
・パートナーシッププロジェクト 
 －フォーラムの開催 
 －住民参画での共同した処分場の計画立案 

諮問委員会・市民委員会

日本 
高レベル放射性廃

棄物処分場立地の
事例 22)23) 
事業者：NUMO 
  

2000 

・新聞広告 
・TVCM 
・地層処分に関する TV 番組 

メディアの活用 

・高レベル放射性廃棄物地層処分模型展示車を使った説明 
・電力会社の PR 施設での情報提供 見学会・実証実験等 

  ・フォーラム及びシンポジウムの開催 
・国、NUMO、電力会社等 web ページからの情報提供 

ニュースレター・Web
等の情報提供 

アルゼンチン
Ezeiza 
Radioactive 
Waste 
Management 
Area(EMA)の処分

場操業の事例 16) 
事業者：National 
Atomic Energy 
Commission 

2001 

・学校、民間団体など地域社会と討議 パブリックミーティン

グ・公聴会 

・Ezeiza 原子力センターに招待 見学会・実証実験等 
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表 2.3-4 リスクコミュニケーション手法とその分類（ウラン鉱山、原子力等関連施設）(3/3) 
事例 年代 コミュニケーション手法 コミュニケーション手

法のタイプ 

岩手県滝沢村 
医療RI廃棄物処理
施設立地の事例 9) 
事業者：RI 協会 

2001 

・施設公開(年 1 回） 見学会・実証実験等 

・地域有識者、住民対象説明会 住民説明会 

・公開討論会 パブリックミーティン
グ・公聴会 

カナダ 
低レベル廃棄物処
分及び中間レベル
の深地層貯蔵施設

計画の事例 24) 
事業者：民間
（OPG) 

2002 

・新聞広告（週 1 度） メディアの活用 
・説明会（キーとなるステークホルダー、議員、批判的なグループ） 住民説明会 

・プロジェクト会報の住民への送付（一部の会報は全住民へ） ニュースレター・Web
等の情報提供 

・建設を支持するかどうかの地元住民への意識調査 パブリックミーティン
グ・公聴会 

・地域振興策 
 －廃棄物管理施設での新たな雇用の提供、資産価値の保全 
 －原子力に関する中核的研究拠点の構想 

補償金・地域振興 

チェコ 
貯蔵･処分施設立地
の事例 25) 
事業者：国 

2003 

・インフォメーションセンターの設置(サイトの歴史等、インター
ネット接続） 
・インターネットによる情報提供 

ニュースレター・Web
等の情報提供 

・RAWRA、廃棄物発生者、自治体関係者からなる委員会 諮問委員会・市民委員会

・スイス、ドイツ、スェーデンの地下研究施設の見学会 見学会・実証実験等 
・RAWRA ロゴ入りの日用品の配布（鉛筆、T シャツなど） 教育プログラム 

新潟県柏崎市 
柏崎刈羽原子力発
電所操業の事例
26)27) 

事業者：東京電力 

2003 

・HP、広報誌による柏崎刈羽原発の情報、他の地域の原子力施設

の情報等の提供 
ニュースレター・Web
等の情報提供 

・自治体、東京電力との意見交換 パブリックミーティン
グ・公聴会 

スロベニア 
中低レベル放射性

廃棄物処分場立地
の事例 17) 

2004 

・無料教材の配布（学校、公共図書館） 
・地方自治体関係者へのプレゼンテーション 教育プログラム 

・web メールによる直接伝達 ニュースレター・Web
等の情報提供 

・ジャーナリストへのプレゼンテーション メディアの活用 
・廃棄物貯蔵施設の公開 見学会・実証実験等 

福井県美浜町 
美浜発電所操業の

事例 28) 
事業者：関西電力 

2004 

・オピニオンリーダー、各種団体等への訪問 
・地元各戸訪問 

日常の密接なコミュニ
ケーション 

・県内の学校へ出前教室 教育プログラム 
・報道関係者説明会 
・CATV による広報 メディアの活用 

・役員と立地町との対話の場を設定し、情報交換や意見交換の実施

・技術系社員も対話の場に参加 
・地元の意見、要望を基に、対話を実施 

パブリックミーティン
グ・公聴会 

・地元の意見、要望を基に地元支援を実施 補償金・地域振興 
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0 2 4 6 8 10 12 14

諮問委員会・市民委員会

住民説明会

ニュースレター・Web等による情報提供

見学会・実証実験等

コンサルタント等の介入

住民によるモニタリング

日常の密接なコミュニケーション

高度な環境対策

トップの積極的な関与

イベントや祭りの手伝い・寄付等

教育プログラム

補償金・地域振興

メディアの活用

 
図 2.3-3 リスクコミュニケーション手法の件数（一般・産業廃棄物） 
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イベントや祭りの手伝い・寄付等

教育プログラム

補償金・地域振興

メディアの活用

 
図 2.3-4 リスクコミュニケーション手法の件数（ウラン鉱山、原子力等関連施設） 

 
2.3.3. 合意に至ったケース、至らなかったケースの特徴 

(1) 合意に至らなかったケース 

【一般・産業廃棄物に係る事例】 
合意に至らなかったケースは３件ある。Ａ市における廃棄物処理施設和解訴訟1)では、Ａ県Ａ市

で、Ｂ工業が操業していた安定型処分場に廃棄物焼却施設の設置を予定していることがマスコミ

報道を通じて地域住民に伝わり、事業者と住民が敵対する事態に発展した。その後、Ａ市は市環

境保全条例を改正し、それに基づいて事業者へ計画廃止を勧告したことなどから、互いに反発し
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て事業者と市、住民組織による訴訟の応酬となってしまった。この混乱の最大の要因は、説明会

の開催がなかったという手続き的な問題と、事業者が住民等の要望を聞く態度を示さなかったと

いう2点である。 
日の出町二ツ塚処分場のケース3)では、1984年に谷戸沢処分場が満杯となるために1991年に二

ツ塚処分場が計画された。しかし、1992年に遮水シートの補修跡を市民団体が発見し、汚水漏れ

疑惑が発覚。谷戸沢からの汚水漏れ疑惑に関する水質データ公開を2億円の罰金を払ってまで処分

組合が拒んだことに端を発し、住民らが水源地での処分場計画の見直しを求めて94年11月、処分

場内の約460の土地を共有するトラスト運動を開始した。結局、都収用委員会の裁決によって強制

収用という結果になった。処分場の建設にあたっては徹底した安全性の確保と情報公開、関係住

民の合意と納得が不可欠である。力ずくで住民を押さえつけたとしても問題は解決せず、矛盾を

拡大するだけとなってしまうことが示された。 
愛知県藤前干拓処分場建設計画のケース3)では、1981年名古屋港港湾計画で西1区を処分場用地

に選定された後、1994年環境影響評価調査開始され、1996年市などが｢処分場建設による環境へ

の影響は小さい｣とする環境影響評価準備書を公表した。1998年、市アセス審査委員が｢環境への

影響は明らか｣とする答申を提出したのに対し名古屋市は人口干潟を造成することを条件に埋立

を実行に移そうとした。しかし、環境庁から人工干潟では現環境の維持は難しいとの見解が発表

されたこともあり、名古屋市は藤前干潟の埋立を断念することになった。環境アセスメントとい

う手続きさえ法定どおりに踏めば計画を遂行できると考えた名古屋市に対して、市民が本当の意

味での環境影響の評価と保全を求め、それを国が後押しした結果になっている。 
以上の３件のケースからは、①情報公開の重要性と、②計画への住民の参加の機会を設けるこ

と、そしてそれらのリスクコミュニケーションを円滑に行うための方策として③事業者が住民の

話を聞く態度を示し、真摯な態度で住民に接することが重要であることが示された。 
【ウラン鉱山、原子力等関連施設に関する事例】 

合意にいたらなかったケースは2件で、いずれも日本国内の事例である。岩手県滝沢村医療RI
廃棄物処理施設立地の事例9)では、 RI協会が2001年にすべてのRI廃棄物を処理するため処理施設

の増設を村に申込み、施設公開や地域有識者・住民を対象とした説明会、公開討論会等を行った

が、村は住民の計画への不安、前回の施設誘致時のように賛成派と反対派で二分することを避け

るため、2002年に拒否の回答を行った。住民の主な反対理由としては、前回の施設の強行的な建

設、前回約束の製薬会社の進出がない等によるRI協会への不信感等が挙げられる。コミュニケー

ションがうまくいかなかった理由としては、RI廃棄物の管理、処分の国策が決まっていない中、

RI協会は安全性の説明に苦慮したこと、判断を求められる自治体に立地の可否の明確な判断基準

がないなど、科学的な判断をするためのサポート体制がなかったことが挙げられる。その根本に

は意見交換の機会が少ない、という問題があり、全体として双方が主張する状況で留まっていた。 
もう一つは、高レベル放射性廃棄物処分場立地の事例29)である。2000年、高レベル放射性廃棄物

の最終処分に関する法律が公布されると共に実施主体の原子力発電環境整備機構（NUMO)が設立

され、事業の最初のステップである文献調査を行う地域を2002年から全国の市町村を対象に公募

をしている。2007年、高知県東洋町で誘致検討がなされたが、反対派の運動によって出直し町長

選が行われ、反対派の町長が誕生し、計画が頓挫した。NUMOによる高レベル放射性廃棄物の最

終処分場の公募に関しては、これまで他に13の自治体で誘致検討等の動きが明らかになり、いず
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れも断念している。NUMOは新聞広告、TVCM、地層処分に関するTV番組、フォーラム及びシ

ンポジウムの開催、高レベル放射性廃棄物地層処分模型展示車を使った説明、電力会社のPR施設

での情報提供、国、NUMO、電力会社等webページからの情報提供等、広く国民に対して多角的

な情報提供を行ってきた。にもかかわらず自治体が誘致を検討する時点で強い反対運動が起こる

点に、原子力関連施設への国民の不安や不信感の根強さが反映されているといえる。 
 
(2) 合意に至ったケース 

では、合意に至ったケースではどのような対応がなされていたのか。一般・産業廃棄物、ウラ

ン鉱山、原子力等関連施設それぞれに特徴的なケースを挙げてまとめた。 
【一般・産業廃棄物に係る事例】 
① 情報公開・情報提供 

廃棄物処理施設建設での情報公開・情報提供は、用地選定計画、環境アセスメント、施設整備

計画等の計画の段階から、実際の施設建設と施設運用の段階までそれぞれの段階で求められる。

計画段階での情報公開の手法としては、諮問委員会や市民委員会を導入しているところはその討

議過程を全てオープンにするというやり方をとっているケースが多く、中には協議の様子をメデ

ィアで中継するという手法をとっているところもあった。また、市民への情報提供手法としては

説明会の開催と質疑応答、学習会・全戸に対する配布物、回覧物、広報誌等の活用が一般的であ

る。 
情報公開・情報提供に特徴のあるケースとしては北九州市におけるPCB 処理施設1)が挙げられ

る。2000年12月、国はPCB を早期に処理するために北九州市に対してPCB 処理施設設置に関す

る申し入れを行った。これを受けて北九州市は、2001年2 月24日、独自に「北九州市PCB 処理

安全性検討委員会」を設置し、市民への説明会を101 回開催するとともに、ファックスやWeb サ
イトによる意見募集を行った。同委員会では、2001年8月に北九州市におけるPCB 処理事業を行

う場合のあり方についてまとめた「北九州市PCB 処理安全性検討委員会報告書」を公表している。

このケースでは早期の情報公開と情報提供、そして住民からの意見の吸い上げが積極的に行われ、

それにより市民の考えが処理への反対から「PCB の処理は地球環境保全に重要であり、次世代に

負の遺産を押しつけないという意義がある。積極的に処理を進めるべきである」というものに変

わってきたとされる 
② 計画への住民参加／行政・事業者・住民のパートナーシップ 

計画への住民参加については、計画初期から計画への住民参加の機会を設けているケースと、

はじめは計画策定を事業者のみで行い、その後住民からの要請により住民参加型の委員会を設置

するケースがある。前者の例で特徴的なものとしてはオロノゴ・ドゥエンエグ鉱業地域土壌汚染

サイトの浄化計画1)とニセコ町一般廃棄物最終処分場の建設計画8)が挙げられる。 
オロノゴ・ドゥエンエグ鉱業地域土壌汚染サイトの浄化計画では、はじめに各利害関係者（市

民・行政・企業）が参加するCommunity Advisory Group(CAG:コミュニティ諮問グループ）を

構成し、2ヶ月に一度の会合が行われ、CAGの会合は新聞やテレビで報道（公開討論）された。

浄化プロジェクトの推進には住民の参加が必要であることから、EPAは積極的な情報提供と住民

の疑問に応える機会を設けた。また、市民の健康に関する健康教育プログラムを開発し、市民の

健康不安にも答えている。その結果、有効性が立証されていない最新技術の導入が提案され、地
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域はこれを受け入れた。地域住民が早い段階で意思決定プロセスに参加可能となり、その過程も

すべてオープンにされたので市民は何が議論されているかを知ることができ、利害関係者内での

信頼関係構築が可能となった。ニセコ町一般廃棄物最終処分場の建設のケースでは、立地場所の

選定段階から基本的に全ての情報の公開を原則とし、透明性の高い計画作りを進められた。しか

し、周囲の環境汚染（大気や土壌）の恐れありということから、建設予定地決定後、周辺住民・

環境・廃棄物問題に詳しい外部者・予定地周辺に別荘地を持つ不動産会社等の反対運動が行われ

た。だが、説明会や広報誌、町民講座などを通じて、ごみと住民の暮らしとの関わりといった基

本的な情報からリサイクルの手法、最終処分の考え方などについて、時間をかけてわかりやすく

伝え、また「まちづくり懇談会・まちづくりトーク」の場を活用して計画の構想段階から住民に

意見表明の場を持ち、公募委員を加えた検討委員会の開催することで、行政と住民の情報共有を

はかり、住民自身が政策決定に責任を持って参加する状況を作り出した。処分場に国からの補助

金では設置できない屋根を取り付けるなど環境対策にも重点をおき、その結果住民の理解を得る

ことに成功し、建設に至った。 
住民からの要請により住民参加型の委員会を設置する事例では特徴的なケースとして武蔵野市

ごみ焼却場建設2)と、狛江市ビン・缶リサイクルセンター建設2)のケースが挙げられる。武蔵野市

の事例では1978年に市長が市民プール地へのごみ焼却場建設計画を突然発表した後、市は住民説

明会を8回開催したが、住民側は用地選定の不透明性を理由に反対し、選定の見直しと住民参加を

要求した．しかし市長は住民の要求に応じず、市民との対立が激化した．新しく代わった市長は

問題解決のため、1980年に「クリーンセンター建設特別市民委員会」を発足させた．さらにその

後、市民参加による「まちづくり委員会」が設立された．クリーンセンター建設特別市民委員会

での最終決定は市民委員だけで決定され、その審議過程の議事録等をすべて市民に公開すること

で市と市民との信頼関係の構築が図られた。まちづくり委員会において住民の懸念や関心に配慮

したリスクコミュニケーションとリスク評価が行われ、ごみ焼却建設に対して最終的には住民の

合意を得ることができた。狛江市ビン・缶リサイクルセンター建設のケースでは、一般廃棄物処

理基本計画策定委員会という委員会が設置され、関連情報は包み隠さず提示され、専門家部会は

２つの候補地を公平に評価し、施設イメージを作成し、委員全員が具体的なイメージをもって議

論できるように配慮を行った。また武蔵野市の事例では最終的な決定は市民委員が行ったが、狛

江市の事例では市民委員らは最終的な選定を専門家部会に委ねている。いずれのケースでも、計

画に住民が参加できる機会を設けることで、事業を推し進める行政・事業者対住民という対立関

係から脱し、廃棄物問題を共に考えるパートナーとしての協調関係にシフトするという効果がみ

とめられる。 
また、宮崎県鶯沢町家電リサイクルプラント建設計画7)では、立地に対して否定的な反応を示す

住民に対して、パートナーシップ委員会の設立により計画への早期の住民参加を図り、さらにデ

モプラントを作って地域住民に安心感を持ってもらう方策をとって事業者と住民の信頼関係およ

び共通認識の構築に成功した。その結果住民と事業者の対話は「環境をキーワードにした町づく

りの中核として家電リサイクル事業はどうあるべきか？」という議論へと発展し、住民が事業を

ポジティブにとらえ、その方向性を事業者と共に検討することが可能となった。 
 Ｊ県Ｊ郡広域連合Ｋ最終処分場の事例1)では、最初に行政が独断で用地を決め、その後に説明会

を始めたことで住民の反感を買い、また計画途中で日出町の最終処分場の汚水漏れ事故があった
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ためにさらに交渉がいっそう難航し、対話が困難となった。その後廃棄物問題に関する情報が豊

富になり、処理技術の向上が図られる一方で、処分場建設のための交渉が再開された。「より安

全で、安心できる施設の建設」を前提に、住民側からは農業用水に処理水を直接排水しない方法

などが要求として突き付けられた。これらの内容を行政が真摯に受け止め、コンサルタントとも

情報交換しながら、当時前例がないクローズドシステムによる全国初となる最終処分場の導入を

決定した。このケースでは、時間をかけて行政側が説明を行ったことによって次第に両者が歩み

寄り、住民側と行政側が一緒になって廃棄物処理のあり方を研究し、冷静に論議する環境が整っ

ていった。また行政側がコンサルタントの協力をあおいで分かりやすい情報提供や説明を行い、

住民側の意見を抽出する工夫もされている。この事例のように、行政や事業者と市民が歩み寄り、

よりよい施設づくりという共通の目標のために話し合える土俵を作ること、そして互いをパート

ナーと認め合い、互いの意見を尊重することが、合意形成への数少ない道であるといえる。 
 

全体として、合意に至ったケースでは積極的な情報公開が行われ、計画への住民参加も形だけ

の物ではなく、良い計画のために市民と事業者で「共に考える」土壌が形成されている事例が目

立つ。 

【ウラン鉱山、原子力等関連施設に関する事例】 
ウラン鉱山、原子力等関連施設に関する事例において適正なリスクコミュニケーションのもと合

意形成がなされたと判断されるのは3件だった。その共通点としては、すべてのケースで立地選定

のプロセスが公開されていたこと、そして住民参加の機会が設けられていたこと、明確な地域振

興策が提示されたこと等が挙げられる。それぞれ特徴的な事例についてまとめた。 
①情報公開・情報提供 

情報公開について特に特徴的だったのは、計画中途から立地選定手法を見直し、立地プロセス

の公開に踏み切ったハンガリーの中低レベル放射性廃棄物処分場立地の事例12)である。1983年、

国はOfaluを候補地とし、調査活動を開始した。候補地周辺で説明会を行ったが、意思決定のプロ

セス（地元の意思に関係なく計画が進められた）の面で地元地域から反対を受けたため公衆への

対応の間違いを悟り、方針を改め、国内で予備調査を実施した後、候補となりうるそれぞれの自

治体へのオファーから始めた。その後、国はプロジェクトと立地に関する情報連絡会を設置し、

メディアを通したプロジェクトの広報、原子力発電所（廃棄物の発生場所）や既存の処分施設へ

の見学会や従業員との対話、監視および情報提供を行う組織を周辺自治体で設立等を行った。そ

うしたコミュニケーションの結果、数箇所の候補地から賛成の意を受け、自治体からの立地同意

を獲得し、地域の住民の大多数が支持を得てBataapatiに立地が決まった。これは、計画途中から

でも立地プロセスを公開することに方針転換することで、市民の信頼を得ることができるという

好例である。 
②住民参加／行政・市民とのパートナーシップ 
 ベルギー低レベル廃棄物処分場立地の事例 21) は、放射性廃棄物・核物質管理庁

（ONDRAF-NIRAS)が1994年に処分可能な国内の98の地域について報告書を出したが、全ての

地域の議会から拒絶の意向が示される、という失敗から始まる。その後ONDRAF-NIRASは地方

のステークホルダーと共同して、専門的な研究を行うパートナーシッププロジェクトを計画し、

1999～2003年の間に予備調査に興味を示した3自治体が参加を申し出た。パートナーシッププロ
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ジェクトではフォーラムの開催、住民参画での共同した処分場の計画立案が行われ、そのうち2
自治体で計画が承認された。パートナーシップを結んだデッセル自治体では計画において、次の

条件が満たされれば、処分場を受け入れるとしている。A.デッセル持続性基金の設立、環境計画

への参加など、地域社会にプラスがあること。B.処分の最終段階まで、放射性廃棄物管理に対す

る透明性の確保、原子力に関する中核的拠点としての機能維持および雇用確保などが確約される

こと。以上のような地域の要望を共に検討する場を設けることで、市民の理解を得ることに成功

している。 
フィンランドの高レベル放射性廃棄物処分場立地の事例18)では、1986年より原子力会社（TVO

社)によって5地域で予備調査が開始され、1993年には4地域が候補地点として提案された。1995
年、原子力会社によって、処分を行うPosiva社が設立され、候補地点の環境影響評価が行われた。

環境影響評価には関係者が参加し、その他にも地域住民への説明会、施設見学会、広報誌、web
による広報、地元高校で放射性廃棄物管理に関する教育プログラム等のコミュニケーションが行

われ、地域振興策としては、高齢者向け施設建設資金の貸与、放射性廃棄物管理施設の固定資産

税の増収、ポシヴァ社本社の地元への移転等が図られた。1999年にはOlkiliotoを候補地点として

申請後、市議会、政府、国議会によって承認され(2001年）、2003年から地下研究施設の建設が

開始された。この事例では、放射性廃棄物処分場立地に関する環境影響評価に地域の関係者が参

加している、というところに特徴がある。また、立地決定に係るワークショップにおいて住民参

加の機会確保が十分に与えられ、地域の要望を計画に反映させることができた。その一方で、処

分の代替案に対する情報が少なかった、資金面で反対派が独自の専門家を雇用できなかった等の

課題が指摘されているが、結果として高レベル放射性廃棄物処分場としては世界で初めて、自治

体及び国から処分場立地の同意を獲得することに成功している。 
全体として、合意に至ったケースでは産業廃棄物のケースと同様、積極的な情報公開と住民参

加が行われていた。またそれに加えて、明確な地域振興策、それも還元施設を作って終わり、と

いうものではなく、原子力に関する中核地点としての機能維持や雇用確保、そして事業者本社の

地域への移転等、永続的に地域に利益が生じる振興策が地域発意で提示されているというのが特

徴である。 
 
2.4. ウラン鉱山跡措置におけるより適切な RC 活動の検討 

 ウラン鉱山跡措置におけるより適切な RC 活動について、情報公開・提供手法、計画への住民

参加手法、地域振興策等についてについて検討した。 
(1) 情報公開・情報提供手法 

一般・産業廃棄物、およびウラン鉱山、原子力等関連施設に関するケースにおいては、計画内

容や事業者への信頼を得るためには情報公開・情報提供は必須である。計画の当初から情報は公

開し、諮問委員会や市民委員会の討議過程は全てオープンにすること、また情報提供手法は説明

会の開催、学習会・全戸に対する配布物、回覧物、広報誌等を活用し、また同時にファックスや

Web サイトによる意見募集も行うことが望ましいと考えられる。ただし、情報は提供するだけ

でなく、その読み方を同時に伝えなければならない。特にウラン鉱山、原子力等関連施設に関し

ては、一般・産業廃棄物よりも市民のなじみが薄く、知らない・分からないという理由で不安や

不信感を抱かれる可能性が高い。まず第 1 に中学・高校レベルでも理解できる教育プログラムを
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開発し、より広く一般に実施することでウラン鉱山、原子力等関連施設について理解してもらう

ことが重要であり、その上で住民が合理的な判断ができるよう、専門家によるサポートも必要で

あると考えられる。安全性については、鶯沢町のリサイクルプラントの事例のようにデモプラン

ト等によって事業自体の安全性を明確に証明することも有効であろう。ウラン鉱山跡地の場合は、

鉱さいや捨石を外部に運び出す場合とそのまま埋め戻す場合のリスク比較 30)等が必要であろう

と思われる。 
(2) 計画への住民参加手法 

一般・産業廃棄物に関するケースでも、ウラン鉱山、原子力等関連施設に関するケースでも、

合意形成にいたった事例では、事業者対住民という対立関係を回避するため、事業のできるかぎ

り早い段階で諮問委員会や市民委員会等、住民が計画に参加できる機会を設けることが有効であ

ることが示された。そして住民による計画への主体的参加を実現するには、事業の安全性につい

て十分理解してもらうこと、そして住民が事業の方向性を事業者と共に検討することが「地域に

プラスになる」と考えられるような事業のあり方を十分検討しておくことが前提条件となる。 
(3) 地域振興策 

多くの地域住民に事業をポジティブにとらえてもらう方策としては、まちづくりのワークショ

ップを開催するなどして住民が求めるメリットを事前に把握し、それを事業のなかに組み込むこ

と、そして、そのメリットが永続的なものであることが重要である。原子力に関する中核的拠点

としての機能の維持、および雇用確保などが確約されることが望ましいが、ウラン鉱山跡地の場

合は今後施設の閉鎖に向けた取り組みが行われているため、そうした施策は選択外である。ベル

ギー低レベル廃棄物処分場立地の事例の様に、地域の環境問題に取り組む基金の設立し、その永

続的な運用というあり方が現実的であると考えられる。 
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3. 地域社会の認知様式に関する調査・解析 

3.1. 調査目的 

一般廃棄物の最終処分場とウラン鉱山の廃棄物対策に対する住民のリスク認知や信頼感の状況

を把握し、今後さらに実質的な調査を行うための基礎データとする。 
 
3.2. 調査手法 

【調査対象】 
岡山市、津山市、鏡野町、旧吉永町の各 250 世帯 

【調査手法】 
・ 電話帳による無作為抽出（必要回答数100名として、約40%の回収率を想定し、各市町村

250世帯を抽出） 
・ 回収率を上げるため、一つの封筒に2通のアンケート調査票を入れ、ご家族の方の回答も

お願いした。 
・ 郵送によるアンケート配布・回収 

【アンケート調査項目】 
・ リスク認知：施設の危険性の認知 
・ 技術に対する信頼感（環境基準、リスク管理技術への信頼） 
・ リスク管理者に対する信頼感（情報公開、誠実さ、事故時の対応等） 
・ 産業廃棄物・放射性廃棄物へのイメージ 

【アンケート解析の作業項目】 
① データのクリーニング 
・ 回答項目が少なすぎるサンプルの除外 
② 単純集計の項目 
・ 個人属性（年齢・性別・家族構成・職業） 
・ 各質問項目の回答割合 
・ 産廃・放射性廃棄物のイメージ一覧（エクセルで並び替え・カウント） 
③ 平均値の差の検定 
・ 個人属性（年齢・性別・家族構成・職業） 
・ 市町村別の割合 
④ 単相関比較 
・ リスク認知と他の項目の比較 
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3.3. 調査結果 

3.3.1. 有効回答率と個人属性 

(4) 有効回答率 

各市町村の回答数と、回答項目の半数以上が空欄のサンプルを除外した有効回答数を表 3.3-1
に示す。全体の有効回答率は 53.7％だった。 

 
表 3.3-1 回答数と有効回答率 

市町村名 回答数 有効回答数 
有効回答率 

（％） 

岡山市 130 123 49.2

津山市 120 120 48

鏡野町 148 144 57.6

吉永町 156 150 60

計 554 537 53.7

 
(5) 個人属性 

① 年齢 

 回答者の年齢ヒストグラムを図 3.3-1に示す。60-70代の回答者が48%、40-50代が33%と年配

の回答者が多く、これは電話帳を用いたサンプリングをおこなったためと考えられる。 

2

7

33
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10
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20
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40
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20代以下 20-30代 40-50代 60-70代 80代以上

％

 
図 3.3-1 回答者の年齢ヒストグラム 

 

② 男女比 

 回答者の男女比の表を表 3.3-2に示す。男性53.6%、女性43.6％と男性が女性に比べて有意に多

かった。これも電話帳によるサンプリングをおこなったためと考えられる。 
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表 3.3-2 回答者の男女比 

 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 累積ﾊﾟｰｾﾝﾄ

有効 男性 288 53.6 55.2 55.2

女性 234 43.6 44.8 100.0

合計 522 97.2 100.0
欠損値 システム欠損

値 15 2.8

合計 537 100.0
検定統計量 

 性別 

ｶｲ2乗 5.586a

自由度 1
漸近有意確率 .018
a. 0 ｾﾙ (.0%) の期待度数は 
5 以下です。必要なｾﾙの度数
の最小値は 261.0 です。 

 
③ 未婚・既婚 

回答者の未婚・既婚の比の表を表 3.3-3に示す。回答した人のうち既婚率は93%と非常に高か

った。回答者の平均年齢が60.52歳と高かったのが要因と考えられる。 
 

表 3.3-3 回答者の未婚・既婚の比 

 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ 有効ﾊﾟｰｾﾝﾄ 累積ﾊﾟｰｾﾝﾄ

有効 未婚 35 6.5 6.9 6.9

既婚 472 87.9 93.1 100.0

合計 507 94.4 100.0
欠損値 システム欠損

値 30 5.6

合計 537 100.0

 

④ 職業 

回答者の職業ヒストグラムを図 3.3-2に示す。職業では主婦、会社員、自営業の順に多かった。 
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図 3.3-2 職業のヒストグラム 

 

⑤ 家族構成 

回答者の家族人数のヒストグラムを図3.3.3に示す。2人暮らしが34.5%と最も多く、子供が独立

した後の夫婦二人暮らしのケースが多いと推測される。平均の子供人数は1.36人だった。 
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図 3.3-3 家族人数のヒストグラム 
 

 

全体の平均をとると、平均年齢が60.52歳、平均家族人数3．44人、平均子供人数1．36人であ

った。 
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3.3.2. 質問項目の集計 

以下に各質問の集計結果を示す。 
【Q1】 

図 3.3-4 に Q１の回答の割合を、表 3.3-4 に統計量を示す。我々の生活に係る様々なリスク要

因のうち、深刻な影響を与えると思っている人が半数以上だったのは焼却炉からのダイオキシン

だった。やや影響を与えると思っている人を加えると、9 割以上にのぼる。一般廃棄物中の有害

物質と産業廃棄物中の有害物質が健康に深刻な影響をあたえる、やや与えると答えた人は 8 割を

超えており、放射性物質を扱う施設からの放射線についても 8 割弱にのぼっている。その一方で

自然の放射線が健康に影響を与えると答えている人はその半分以下の 3 割程度だった。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Q16焼却炉からのダイオキシン

Q13タバコの副流煙

Q15ディーゼル車の排気ガス

Q19一般廃棄物中の有害物質

Q110産業廃棄物中の有害物質

Q11野菜の農薬

Q113放射性物質を扱う施設からの放射線

Q14食品添加物

Q18高圧電線の電磁波

Q17水道水中の塩素

Q12携帯電話の電磁波

Q114クリアランス制度による再生品

Q112レントゲンの放射線

Q111自然の放射線

深刻な影響を与える

やや影響を与える

どちらともいえない

あまり影響を与えない

全く影響を与えない

図 3.3-4 身近なリスクが人の健康に悪い影響を与えているかどうかの認識 
表 3.3-4  Q1 の統計量 

  度数 欠損値 平均値 最頻値 標準偏差 分散

Q11 野菜の農薬 531 6 1.91 1 0.98 0.96 
Q12 携帯電話の電磁波 513 24 2.60 2 0.95 0.91 
Q13 タバコの副流煙 531 6 1.68 1 0.79 0.62 
Q14 食品添加物 530 7 1.86 2 0.78 0.61 
Q15 ディーゼル車の排気ガス 522 15 1.64 2 0.69 0.48 
Q16 焼却炉からのダイオキシン 532 5 1.51 1 0.79 0.62 
Q17 水道水中の塩素 533 4 2.46 2 0.91 0.82 
Q18 高圧電線の電磁波 521 16 2.53 3 0.94 0.89 
Q19 一般廃棄物中の有害物質 530 7 1.75 1 0.84 0.70 
Q110 産業廃棄物中の有害物質 535 2 1.40 1 0.66 0.43 
Q111 自然の放射線 529 8 3.01 3 1.05 1.10 
Q112 レントゲンの放射線 533 4 2.63 2 0.94 0.88 
Q113 放射性物質を扱う施設からの放射線 530 7 1.97 2 0.95 0.90 
Q114 クリアランス制度による再生品 430 107 2.81 3 1.02 1.04 

Q1. 私たちの暮らしに身近なリスクについてお聞きします。以下のそれぞれのリスクが私た

ちの健康に悪い影響を与えていると思いますか？  
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【Q2】もし以下の処分場があなたの家の近く（半径 500ｍ以内）に作られた場合、あなたの健康

に悪い影響を与えると思いますか？ 
図 3.3-5 に Q2 の回答の割合を、表 3.3-5 に統計量を示す。産業廃棄物の処分場については、

深刻な影響を与えると思うと答えた人が安定型で 28%、管理型で 33%、遮断型で 39%と、処理

物の有害性に比例してリスク認知が高まる傾向がみられた。低レベル放射性廃棄物の処分場につ

いては、深刻な影響を与えると答えた人が素堀トレンチ処分で 48％、コンクリートピット処分で

38%、余裕深度処分で 38%だった。この場合、処理物の有害性ではなく、処理物と生活圏との近

さにリスク認知が左右されているのではないかと推測される。高レベル放射性廃棄物の地層処分

が深刻な影響を与えると答えた人は 41%で、素堀トレンチ処分より少なかった。影響を与える、

または深刻な影響を与えると答えた人は、すべての処分場形式で 6 割以上であり、処分場の立地

に忌避感を覚えるであろう人の割合が多いことが示された。 
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深刻な影響を与える
やや影響を与える
どちらともいえない
あまり影響を与えない
全く影響を与えない

図 3.3-5 産業廃棄物処分場・放射性廃棄物処分場それぞれのリスクについての回答割合 
 

表 3.3-5 Q2 の統計量 

  
有効 欠損値 平均値 最頻値

標準 

偏差 
分散 

Q21 産業廃棄物の安定型処分場 530 7 2.32 2 1.11 1.24 

Q22 産業廃棄物の管理型処分場 525 12 2.07 2 0.98 0.96 

Q23 産業廃棄物の遮断型処分場 527 10 2.03 1 1.05 1.10 

Q24 放射性廃棄物の素掘りトレンチ処分場 517 20 1.84 1 0.98 0.96 

Q25 放射性廃棄物のコンクリートピット処分場 520 17 2.00 1 1.01 1.02 

Q26 放射性廃棄物の余裕深度処分場 521 16 2.10 1 1.09 1.18 

Q27 放射性廃棄物の地層処分場 520 17 2.04 1 1.07 1.14 

 

Q2. もし以下の処分場があなたの家の近く（半径 500ｍ以内）に作られた場合、あなたの健康

に悪い影響を与えると思いますか？ 
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【Q3】行政や報道機関に対する信頼感について、あなたの気持ちにあてはまるところに○をつけ

てください。 
図 3.3-6 に Q3 の回答の割合を、表 3.3-6 に統計量を示す。Q31、Q32 では国が定める環境基

準と、現在の環境対策技術について、Q33、Q34 では事故時の行政による対策と情報公開の適切

さについて、Q35 と Q36 と Q37 では情報ソースに関する信頼感をそれぞれ聞いている。結果、

Q33、Q34 の事故時における行政の対策や、情報公開の適切さについての信頼感が最も低かった。

信頼できないと答えた人が全体で 6 割を超えており、そのうち全く信頼できないと答えた人は対

策で 25%、情報公開で 29％にのぼった。また、情報ソースに関する質問では、信頼できないと

答えた人の割合が最も大きかったのはタレントや有名人が司会する報道番組だった。 
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 図 3.3-6 行政や報道機関に対する信頼感についての回答割合 

 
表 3.3-6  Q3 の統計量 

 有効 欠損値 平均値 最頻値 分散 

Q31 国が定める環境基準 529 8 3.18 4 1.13 

Q32 環境対策技術 530 7 3.09 4 1.17 

Q33 事故時の行政による適切な対策 530 7 3.73 4 1.02 

Q34 事故時の行政による適切な情報公開 528 9 3.84 4 1.01 

Q35 報道機関の報じるニュース 529 8 3.08 3 1.04 

Q36 タレントや有名人が司会する報道番組のニュース 530 7 3.48 3 0.91 

Q37 知り合いや友人から聞いた情報 531 6 3.26 3 0.83 

 
 
 
 

Q3.  行政や報道機関に対する信頼感について、あなたの気持ちにあてはまるところに○をつ

けてください。 

JAEA-Research 2008-086

－23－



【Q４】.「産業廃棄物」と聞いて、イメージする言葉を３つ挙げてください。 
 全ての回答を、その内容から環境・健康への影響、廃棄物に対する印象、廃棄物の種類･排出源、

廃棄物の処理・処分手法、行政・業者・市民の責任等、有害物質の種類、公害や環境問題事例の

７つのカテゴリに分けて集計した。図 3.3-7 に集計結果を、表 3.3-7 に回答数が多い単語を示す。

その結果、最も多かったのが環境・健康への影響に関連する回答だった。最も多かった回答は不

法投棄で、全体の 10％を占めた。産業廃棄物に関しては、これまで起こった不法投棄事件が人々

の印象に強く残っていることが示された。次に、環境汚染、汚い、危険、ダイオキシン、と続き、

産業廃棄物について人々がイメージする言葉は、ネガティブなものが多くを占めていた。それぞ

れのカテゴリごとに回答数の多かった順のグラフを付録 2 に示す。 
 

0 5 10 15 20 25 30 35

環境・健康への影響等

廃棄物に対する印象

廃棄物の種類・排出源等

廃棄物の処理・処分手法

行政・業者・市民の責任等

有害物質の種類

公害や環境問題事例

その他

％

産業廃棄物へのイメージ(n=1268)

 

図 3.3-7 産業廃棄物へのイメージ（カテゴリ別） 
 

表 3.3-7 回答数上位１０(産業廃棄物) 
 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ
不法投棄 132 10.4
環境汚染 66 5.2
汚い 66 5.2
危険 56 4.4
ダイオキシン 54 4.3
水質汚染 38 3.0
リサイクル 31 2.4
健康影響 30 2.4
建設・建築廃材 29 2.3
環境破壊 24 1.9  
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【Q５】.「放射性廃棄物」と聞いて、イメージする言葉を３つ挙げてください。 
 全ての回答を、その内容から環境・健康への影響、廃棄物に対する印象（危険・怖い等）、廃棄

物の種類･排出源、放射性物質の種類、過去の事件･事故、廃棄物の処理・処分手法、施設･場所等、

行政・業者・市民の責任等の７つのカテゴリに分けて集計した。その結果、最も多かったのが環

境・健康への影響に関連するもので、ほぼ同率だったのが廃棄物に対する危険・怖い等の印象で

ある。図 3.3-8 にカテゴリ別の集計結果を、表 3.3-8 に回答数が多かった単語を示す。最も多か

った回答は「危険」で、全体の 9%程度だった。次に原子力発電、健康への影響、怖い、ガン等

が続いた。また、それぞれのカテゴリごとに回答数の多かった順のグラフを付録 2 に示す。 
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図 3.3-8 放射性廃棄物へのイメージ（カテゴリ別、n=1153） 

 
表 3.3-8 回答数上位１０(放射性廃棄物) 

 度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

危険 104 9.0
原子力発電 100 8.7
健康への影響 73 6.3
怖い 50 4.3
ガン・白血病・発ガン性物質 43 3.7
環境汚染 42 3.6
処理・処分が大変 39 3.4
被爆・放射能汚染 31 2.7
ウラン 30 2.6
原爆・広島・長崎 21 1.8  

 
3.3.3. リスク認知の平均値の差の検定 

(1) 個人属性 

Q２で聞いた産業廃棄物の処分場および放射性廃棄物の処分場が家の近くに立地した場合のリ

スク認知について、年齢、性別、未婚・既婚の別、職業別で差がみられるかどうか平均値の差の

検定を行った。 
① 年齢 

年齢を 10-29 歳、30-49 歳、50-69 歳、70-89 歳、90 歳以上のグループに分けて分散分析を行

ったところ、産業廃棄物の安定型処分場と放射性廃棄物の素堀トレンチ処分場以外のすべての処
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分場で有意差がみられた。図3.3-9から図 3.3-11に、放射性廃棄物のコンクリートピット処分場、

余裕深度処分場、地層処分場の年齢別のリスク認知の平均値を示す。値の高低はあるものの、ど

の処分場においても 30-49 歳のグループのリスク認知が一番高く、年齢が上がるに従ってリスク

認知が低くなっていく傾向であるのが分かる。このうちどのグループ間に有意差があるのかを多

重比較によって確認したところ、30-49 歳のグループが、70-89 歳のグループより有意にリスク

認知が高かった。リスク認知が一番低い 90 歳以上との有意差がみられなかったのは、このグル

ープの回答人数が 3 人と非常に少なかったためである。 
 

 

図 3.3-9 年齢別：コンクリートピット処分場のリスク認知の平均値 
（深刻な影響を与える１－どちらともいえない３－全く影響を与えない５） 

 

 

図 3.3-10 年齢別：余裕深度処分場のリスク認知の平均値 
（深刻な影響を与える１－どちらともいえない３－全く影響を与えない５） 
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図 3.3-11 年齢別：地層処分場のリスク認知の平均値 
（深刻な影響を与える１－どちらともいえない３－全く影響を与えない５） 

 
② 性別 

性別についてｔ検定を行ったところ、放射性廃棄物のコンクリートピット処分（t=1.65, p<.05）
と余裕深度処分(t=2.99, p<.01)で、女性のリスク認知が有意に高いことが示された(図 3.3-12）。 

未婚・既婚の別でｔ検定を行ったところ、リスク認知に有意差は見られなかった。ただし、既

婚率 90%を超えるサンプルで未婚の回答者が少なすぎたためという可能性もある。 
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図 3.3-12 性別：有意差のみられた平均値 

（深刻な影響を与える １－どちらともいえない３－全く影響を与えない５） 

③ 職業 

職業間の差について分散分析を行って、産業廃棄物の遮断型処分場と、放射性廃棄物の余裕深

度処分場および地層処分場で有意差が見られた。（遮断型処分場：F=3.482、余裕深度処分場

F=2.853、地層処分場 F=2.859、いずれも p<.01）。それぞれの処分場の平均値のグラフを図 3.3-13
と図 3.3-14 に示す。どちらの処分場とも、「その他」の人たちのリスク認知が低い傾向がうかが

える。多重比較でどの職業間で差がみられたかを確認したところ、遮断型処分場、余裕深度処分
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場そして地層処分のいずれも「その他」のグループが「会社員」および「パート・アルバイト」

のグループよりリスク認知が有意に低いことが示された。職業によっては年齢の影響がある可能

性があることから、職業別の年齢の平均値グラフを図 3.3-15 に示した。その他の平均年齢は 70
歳近くと高く、職業別のリスク認知と年齢のトレンドも一致していることから、年齢が影響して

いる可能性は捨てきれない。また、男女比については、その他のグループと会社員のグループの

男女比はほぼ同じであることからその影響はないと考えられる。 

 
図 3.3-13 職業別：余裕深度処分のリスク認知の平均値比較 
（深刻な影響を与える １－どちらともいえない３－全く影響を与えない５） 

 

図 3.3-14 職業別：地層処分場のリスク認知の平均値 
（深刻な影響を与える １－どちらともいえない３－全く影響を与えない５） 

 

図 3.3-15 職業別：年齢の平均値 
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(2) 個人の産業廃棄物・放射性廃棄物へのイメージ 

① 産業廃棄物へのイメージ 

産業廃棄物のイメージについて、カテゴリ別にリスク認知に差があるかどうか分散分析を行っ

たところ（その他は解析から除いた）、産業廃棄物の遮断型処分場と、放射性廃棄物の余裕深度処

分場および地層処分場で有意差が見られた。（遮断型処分場：F(7,440)=2.346，トレンチ処分場：

F(7.434)=2.629、コンクリートピット処分場 F(7,435)=2.358、地層処分場 F(7,437)=2.649、いず

れも p<.05）。各処分場のイメージカテゴリ別のリスク認知の平均値のグラフを図 3.3-16～図 
3.3-19 に示す。どの処分場でも、「環境・健康への影響等」のリスク認知が高いという傾向は同

じであった。多重比較でどのカテゴリ間で有意な差がみられたかを確認したところ、遮断型処分

場とコンクリートピット処分場では「環境・健康への影響等」が「廃棄物の種類・排出源等」よ

りリスク認知が高く、トレンチ処分場では「環境・健康への影響等」が「有害物質の種類」より

リスク認知が高く、そして地層処分場では「環境・健康への影響等」と「廃棄物に対する印象」

が「行政・業者・市民の責任等」よりリスク認知が高いことが示された。 
 

 
図 3.3-16 イメージカテゴリ別：産業廃棄物の遮断型処分場のリスク認知の平均値 

 

 

図 3.3-17 イメージカテゴリ別：放射性廃棄物の素堀トレンチ処分場のリスク認知平均値 
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図 3.3-18 イメージカテゴリ別：放射性廃棄物のコンクリートピット処分場のリスク認知平均値 
 

 

図 3.3-19 イメージカテゴリ別：放射性廃棄物の地層処分場のリスク認知平均値 
 

② 放射性廃棄物へのイメージ 

放射性廃棄物のイメージについて、カテゴリ別に処分場のリスク認知に差があるかどうか分散

分析を行ったところ（その他は解析から除いた）、産業廃棄物の処分場では有意差がみられず、ま

た、放射性廃棄物では素堀トレンチ処分場と余裕深度処分場で有意差が見られた（素堀トレンチ：

F(7,412)=2.198, 余裕深度： F(7,414)=2.152，それぞれ p<.05）。それぞれ平均値のグラフを図 
3.3-20、図 3.3-21 に示す。「行政・業者・市民の責任」のカテゴリのリスク認知が突出して低い

ことがわかる。多重比較でどのカテゴリ間で差がみられたかを確認したところ、素堀トレンチ処

分場では「過去の事件・事故」、余裕深度処分場では「廃棄物に対する印象」が「行政・業者・市

民の責任等」よりリスク認知が任意に高かった。放射性廃棄物と聞いて、その管理責任等につい

て思いを巡らす人が、過去の事故や漠然としたイメージを持つ人よりもリスク認知は低いという

事が分かった。 
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図 3.3-20 イメージカテゴリ別：素堀トレンチ処分場のリスク認知平均値 

 
図 3.3-21 イメージカテゴリ別：放射性廃棄物の余裕深度処分場のリスク認知平均値 

 
(3) 市町村 

 回答者の住む市町村別に処分場のリスク認知に差があるかどうか分散分析を行ったところ、産

業廃棄物処分場の全ての形式において１％水準で有意差がみられ、一方、放射性廃棄物処分場で

は有意差はみられなかった。（安定型処分場：F(3,526)=2.911，管理型処分場：F(3,521)=4.841，
遮断型処分場:F(3,523)=3.579，いずれも p<.01）図 3.3-22～図 3.3-24 にそれぞれの平均値を示

す。吉永町は全ての処分場形式で最もリスク認知が高かった。多重比較でどの市町村間に差が見

られたかを確認したところ、安定型処分場と遮断型処分場では吉永町が鏡野町よりリスク認知が

高く、管理型処分場では吉永町が岡山市と鏡野町よりリスク認知が高かった。吉永町では 90 年

代後半に産業廃棄物処分場の立地をめぐって反対運動が巻き起こったことがあり、その影響が今

も続いていると考えられる。 
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図 3.3-22 市町村別：産業廃棄物安定型処分場のリスク認知の平均値 
（深刻な影響を与える １－どちらともいえない３－全く影響を与えない５） 
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津山市
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図 3.3-23 市町村別：産業廃棄物 管理型処分場のリスク認知の平均値 

（深刻な影響を与える １－どちらともいえない３－全く影響を与えない５） 
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図 3.3-24 市町村別：産業廃棄物 遮断型処分場のリスク認知の平均値 

（深刻な影響を与える １－どちらともいえない３－全く影響を与えない５） 
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3.3.4. 信頼感の平均値の差の検定 

(1) 個人の産業廃棄物・放射性廃棄物へのイメージ 

① 産業廃棄物へのイメージ 

 産業廃棄物のイメージについて、カテゴリ別に Q31-Q34 の信頼感に差があるかどうか分散分

析を行ったところ、有意な差は示されなかった。 
② 放射性廃棄物へのイメージ 

 放射性廃棄物のイメージについて、カテゴリ別に Q31-Q34 の信頼感に差があるかどうか分散

分析を行ったところ、Q34 「事故時の行政による適切な情報公開」で有意差が見られた

（F(7,421)=2.042）。イメージカテゴリ別の信頼感の平均値を図 3.3-25 に示す。このうち、多重

比較でどのカテゴリ間で有意な差がみられたかを確認したところ、遮断型処分場とコンクリート

ピット処分場では「環境・健康への影響等」が「廃棄物の種類・排出源等」よりリスク認知が高

く、トレンチ処分場では「環境・健康への影響等」が「有害物質の種類」よりリスク認知が高く、

そして地層処分場では「環境・健康への影響等」と「廃棄物に対する印象」が「行政・業者・市

民の責任等」よりリスク認知が高いことが示された。 

 
図 3.3-25 イメージカテゴリ別：事故時の行政による適切な情報公開 に係る信頼感  
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(2) 単相関比較－リスク認知と他の項目の比較－ 

処分場のリスク認知と他の信頼関係に関する項目の比較を表3.3-9に示す。国の環境基準（Q3-1）、
最新の環境技術（Q3-2）、事故時の行政の適切な対策（Q3-3）は関する信頼感は、すべてのタイ

プの産業廃棄物の処分場、および放射性廃棄物の処分場のリスク認知と有意な相関を示した。事

故時の行政の適切な情報公開（Q3-4）に関する信頼感は、産廃の安定型処分場を除いた全てのタ

イプの処分場のリスク認知と有意な相関を示している。これは廃棄物処分場に関する既存の報告

31)と一致する結果である。一方、情報ソースに関する信頼感は、処分場のリスク認知とはほとん

ど相関を示さなかった。 
表 3.3-9 処分場のリスク認知と各種信頼感との関係 

相関係数

  Q2-1 Q2-2 Q2-3 Q2-4 Q2-5 Q2-6 Q2-7 Q3-1 Q3-2 Q3-3 Q3-4 Q3-5 Q3-6 Q3-7

Q2-1 
産廃 
安定型処分場 

Pearson の相関係数 1.000 .770** .606** .591** .550** .521** .523** -.147** -.110* -.121** -.065 -.023 .024 .064

有意確率 (両側)  .000 .000 .000 .000 .000 .000 .001 .011 .006 .140 .596 .576 .142

N 530 525 525 516 518 520 519 523 524 524 522 523 524 525

Q2-2 
産廃 
管理型処分場 

Pearson の相関係数 .770** 1.000 .847** .641** .705** .645** .646** -.191** -.199** -.198** -.168** -.074 .017 .036

有意確率 (両側) .000  .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .092 .696 .409

N 525 525 522 513 515 516 515 519 520 520 517 518 519 520

Q2-3 
産廃 
遮断型処分場 

Pearson の相関係数 .606** .847** 1.000 .586** .698** .679** .635** -.207** -.209** -.209** -.175** -.109* .002 .009

有意確率 (両側) .000 .000  .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .013 .958 .838

N 525 522 527 515 519 519 517 521 522 522 519 520 522 522

Q2-4 
放射性廃棄物 
素掘りトレンチ 
処分場 

Pearson の相関係数 .591** .641** .586** 1.000 .802** .592** .570** -.168** -.124** -.187** -.216** -.043 -.088* .035

有意確率 (両側) .000 .000 .000  .000 .000 .000 .000 .005 .000 .000 .337 .048 .434

N 516 513 515 517 514 514 513 511 512 512 509 510 511 512

Q2-5 
放射性廃棄物 
コンクリートピット 
処分場 

Pearson の相関係数 .550** .705** .698** .802** 1.000 .770** .718** -.233** -.187** -.240** -.230** -.073 -.057 .037

有意確率 (両側) .000 .000 .000 .000  .000 .000 .000 .000 .000 .000 .098 .194 .399

N 518 515 519 514 520 517 515 514 515 515 512 513 515 515

Q2-6 
放射性廃棄物 
余裕深度処分場 

Pearson の相関係数 .521** .645** .679** .592** .770** 1.000 .865** -.231** -.200** -.215** -.174** -.085 -.051 .044

有意確率 (両側) .000 .000 .000 .000 .000  .000 .000 .000 .000 .000 .054 .244 .323

N 520 516 519 514 517 521 517 515 516 516 513 514 516 516

Q2-7 
放射性廃棄物 
地層処分場 

Pearson の相関係数 .523** .646** .635** .570** .718** .865** 1.000 -.210** -.180** -.240** -.212** -.080 -.047 .033

有意確率 (両側) .000 .000 .000 .000 .000 .000  .000 .000 .000 .000 .069 .292 .461

N 519 515 517 513 515 517 520 514 515 515 512 513 514 515

Q3-1 
国の環境基準 

Pearson の相関係数 -.147** -.191** -.207** -.168** -.233** -.231** -.210** 1.000 .736** .588** .562** .352** .305** .224**

有意確率 (両側) .001 .000 .000 .000 .000 .000 .000  .000 .000 .000 .000 .000 .000

N 523 519 521 511 514 515 514 529 529 529 526 527 528 529

Q3-2 
最新の環境技術 

Pearson の相関係数 -.110* -.199** -.209** -.124** -.187** -.200** -.180** .736** 1.000 .534** .510** .376** .298** .228**

有意確率 (両側) .011 .000 .000 .005 .000 .000 .000 .000  .000 .000 .000 .000 .000

N 524 520 522 512 515 516 515 529 530 530 527 528 529 530

Q3-3 
事故時の行政の 
適切な対応 

Pearson の相関係数 -.121** -.198** -.209** -.187** -.240** -.215** -.240** .588** .534** 1.000 .749** .461** .372** .301**

有意確率 (両側) .006 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000  .000 .000 .000 .000

N 524 520 522 512 515 516 515 529 530 530 527 528 529 530

Q3-4 
事故時の行政の 
情報公開 

Pearson の相関係数 -.065 -.168** -.175** -.216** -.230** -.174** -.212** .562** .510** .749** 1.000 .481** .403** .339**

有意確率 (両側) .140 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000  .000 .000 .000

N 522 517 519 509 512 513 512 526 527 527 528 526 527 528

Q3-5 
報道機関のニュース 

Pearson の相関係数 -.023 -.074 -.109* -.043 -.073 -.085 -.080 .352** .376** .461** .481** 1.000 .648** .459**

有意確率 (両側) .596 .092 .013 .337 .098 .054 .069 .000 .000 .000 .000  .000 .000

N 523 518 520 510 513 514 513 527 528 528 526 529 528 529

Q3-6 
タレントが司会の 
ニュース 

Pearson の相関係数 .024 .017 .002 -.088* -.057 -.051 -.047 .305** .298** .372** .403** .648** 1.000 .530**

有意確率 (両側) .576 .696 .958 .048 .194 .244 .292 .000 .000 .000 .000 .000  .000

N 524 519 522 511 515 516 514 528 529 529 527 528 530 530

Q3-7 
知り合いや友人 
からの情報 

Pearson の相関係数 .064 .036 .009 .035 .037 .044 .033 .224** .228** .301** .339** .459** .530** 1.000

有意確率 (両側) .142 .409 .838 .434 .399 .323 .461 .000 .000 .000 .000 .000 .000  

N 525 520 522 512 515 516 515 529 530 530 528 529 530 531
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3.4. リスク認知の向上、および行政に対する信頼性向上のための検討  

処分場の立地に伴う健康影響についての質問では、影響を与える、または深刻な影響を与える

と答えた人はすべての処分場形式で 6 割以上を占め、人々の処分場へのリスク認知が高いことが

確認された。また、放射性廃棄物に対するイメージについての質問では、放射性廃棄物について

健康や環境への影響を心配している人が非常に多く、また、危険・怖いなど、感覚的な忌避感を

感じている人も非常に多いことが確認された。以上の結果から、リスクコミュニケーションの第

1 の段階として、まずは放射性廃棄物とは何なのか、そのリスクや・リスク管理の概念および処

分技術等についてより一層の普及・啓発が必要であり、そのためには広く一般向けの分かりやす

い教育プログラムが必要であると考えられる。第 2 の段階として放射性廃棄物の処理・処分に係

る意志決定を行う際は、人々がリスクをどの程度受容するか・どの程度管理するかについて合理

的な判断をするために、より詳しい、正確な情報が必要となる 32)。その場合情報を提供する主体

の信頼感が非常に重要になるが、今回のアンケート調査では、行政に対する市民の信頼感がかな

り低い状態であることが確認された。特に事故時の適切な対策や情報公開に関する信頼感は非常

に低く、信頼できないと回答した人が事故時の対策（Q3-3）については 6 割を超え、情報公開

（Q3-4）については 7 割近くにのぼった。これら行政に対する信頼感に加え、国の環境基準（Q3-1）、
最新の環境技術（Q3-2）といった信頼感に関する質問項目は、ほとんどの産業廃棄物の処分場、

および放射性廃棄物の処分場のリスク認知と有意な相関を示しており、リスク認知の向上のため

には国の基準や環境技術、そして行政に対する信頼感の向上が不可欠であることも確認された。 
ウラン鉱山跡措置の場合は、扱う廃棄物のリスクが非常に低く、その運用形態からも事故が起

こる可能性が非常に低い。万が一自然災害等で覆土が無くなってもそのリスクはほぼ問題ないレ

ベルと想定される。この場合、リスク管理等に関する普及・啓発や施設見学会等によるコミュニ

ケーション手法によって、基準や環境技術に係る信頼はある程度向上できると考えられる。一方、

事故時の行政の対応への信頼については、これまでの原子力関連事故での対応の遅れや情報隠し

の印象に阻害される可能性は高い。そうした場合、①住民が施設の運営状況を随時把握できる監

視システムを導入し、運営の透明化を図ること、②何らかの問題が起こった場合を想定した対応

マニュアルを作成して問題の重大性に応じた対応をあらかじめ明示すること、③環境修復等の対

応を取るために必要な費用を積立金・環境汚染賠償責任保険等によって担保すること、等の措置

よって信頼を担保する方策が有効であると考えられる。こうした様々な措置を総合的に実施する

ことで、住民の信頼が高まり、リスク認知も緩和され、ひいては住民の理解も高まることが期待

される。 
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4. まとめ 

一般・産業廃棄物に関する RC 事例と、ウラン鉱山、原子力等関連施設に関する RC 事例につ

いて項目別に整理・解析し、その結果からウラン鉱山跡措置におけるより適切な RC 活動に関し

て、情報公開・提供手法、計画への住民参加手法、地域振興策等について検討した。また、地域

社会の認知様式に関する調査・解析のためのアンケート調査を実施し、一般廃棄物と放射性廃棄

物の処分場に対する住民の受容意識・リスク認知の状況を把握した。 
 ウラン鉱山跡措置におけるより適切な RC 活動に関しては、事例調査から、計画内容や事業者

への信頼を得るためには情報公開・情報提供は必須である事が示された。ただし、情報は提供す

るだけでなく、その読み方を同時に伝えなければならない 31)。特にウラン鉱山、原子力等関連施

設に関しては、一般・産業廃棄物よりも市民のなじみが薄く、知らない・分からないという理由

で不安や不信感を抱かれる可能性が高く、分かりやすい教育プログラムの開発や専門家によるサ

ポートも必要であると考えられる。次に、計画への住民参加手法については、一般・産業廃棄物

に関するケースでも、ウラン鉱山、原子力等関連施設に関するケースでも、合意形成にいたった

事例からは、事業者対住民という対立関係を回避するため、事業のできるかぎり早い段階で、諮

問委員会や市民委員会等、住民が計画に参加できる機会を設けることが重要であることが示され

た。事業自体の安全性を証明することと、住民が事業の方向性を事業者と共に検討し、「地域のま

ちづくりに永続的にプラスになる」事業のあり方を十分検討することが重要である。 
アンケート調査結果では、放射性廃棄物について、健康や環境への影響を心配している人が非

常に多いことが示された。また、危険、怖い、など、感覚的な忌避感を感じている人も非常に多

く、今まで以上に放射性廃棄物のリスクや・リスク管理の概念、それに係る処分技術等について

わかりやすい説明が必要であることが示された。特に事故時の適切な対策や情報公開に関する信

頼感は非常に低く、信頼できないと回答した人が対策については 6 割を超え、情報公開について

は 7 割近くにのぼった。これら行政に対する信頼感に関する質問項目は、国の環境基準（Q3-1）、
最新の環境技術（Q3-2）、事故時の行政の適切な対策（Q3-3）、事故時の適切な情報公開（Q3-4）
はほとんどの産業廃棄物の処分場、および放射性廃棄物の処分場のリスク認知と有意な相関を示

しており、リスク認知の向上のためには行政に対する信頼感の向上が不可欠であることが示唆さ

れた。 
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事
例

年
代

概
要

住
民

の
タ

イ
プ

住
民

の
立

場
住

民
の

行
動

住
民

の
属

性
住

民
の

反
対

理
由

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ツ

ー
ル

(手
法

）
効

果
合

意
形

成
課

題
備

考
参

考
文

献

1
長

野
県

阿
智

村
の

管
理

型
最

終
処

分
場

立
地

19
9
6

長
野

県
阿

智
村

で
は

、
地

権
者

た
ち

の
意

思
と

し
て

管
理

型
最

終
処

分
場

を
誘

致
す

る
こ

と
と

な
り

、
1
99

6
 

年
か

ら
財

団
法

人
長

野
県

廃
棄

物
処

理
事

業
団

(以
下

、
事

業
団

)が
事

業
主

と
な

り
地

元
へ

の
折

衝
が

開
始

さ
れ

た
。

阿
智

村
で

は
、

「
社

会
環

境
ア

セ
ス

メ
ン

ト
」
と

銘
打

ち
、

処
分

場
計

画
に

つ
い

て
学

識
経

験
者

の
知

見
を

も
と

に
、

住
民

、
行

政
、

事
業

者
が

情
報

提
供

と
意

見
交

換
を

行
い

、
モ

デ
ル

ケ
ー

ス
と

な
る

よ
う

計
画

の
見

直
し

が
進

め
ら

れ
た

。

条
件

型
条

件
付

き
賛

成
陳

情
・
要

望
地

元
住

民
そ

の
他

の
住

民
（漁

協
）

・
十

分
な

話
し

合
い

が
な

い
・
漁

民
や

住
民

の
反

対

・住
民

、
行

政
、

事
業

者
が

情
報

交
換

→
情

報
提

供
・情

報
提

供
（
説

明
会

の
開

催
、

学
習

会
・見

学
会

の
継

続
的

な
開

催
、

全
戸

に
対

す
る

配
布

物
、

回
覧

物
、

広
報

誌
）①

・説
明

会
で

の
公

聴
、

陳
情

・
公

開
質

問
状

・社
会

的
環

境
ア

セ
ス

メ
ン

ト
②

①
処

分
場

の
必

要
性

を
認

識
し

、
特

に
優

良
な

処
分

場
を

見
学

し
た

こ
と

で
処

分
場

に
対

す
る

認
識

が
大

き
く
変

わ
り

、
安

全
性

の
確

保
を

重
視

す
る

よ
う

に
な

っ
た

。
②

社
会

環
境

ア
セ

ス
メ

ン
ト

で
は

、
そ

の
反

対
派

の
意

見
を

積
極

的
に

取
り

入
れ

つ
つ

、
学

識
経

験
者

の
知

見
を

含
め

て
、

事
業

団
の

計
画

の
見

直
し

を
迫

る
こ

と
と

な
っ

た
。

反
対

派
の

意
見

に
よ

っ
て

何
が

問
題

で
あ

る
か

に
気

付
か

せ
、

各
主

体
が

議
論

し
学

習
し

て
い

く
た

め
に

重
要

な
意

味
を

持
つ

も
の

で
あ

っ
た

。

合
意

・
 住

民
が

社
会

的
環

境
ア

セ
ス

メ
ン

ト
に

議
論

を
預

け
て

、
自

ら
積

極
的

に
意

思
表

示
す

る
こ

と
を

避
け

て
し

ま
い

、
住

民
相

互
の

議
論

が
停

滞
し

た
一

因
と

な
っ

た
。

・
 一

般
住

民
の

傍
聴

は
少

な
く
、

委
員

会
の

議
論

が
住

民
の

意
思

形
成

の
判

断
材

料
と

し
て

、
適

切
に

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
さ

れ
た

か
疑

問
が

残
っ

た
。

・
 影

響
を

受
け

る
流

域
住

民
に

つ
い

て
、

一
連

の
合

意
形

成
の

過
程

か
ら

排
除

さ
れ

て
い

た
た

め
、

こ
れ

ら
の

地
域

住
民

は
反

対
の

意
志

を
強

め
た

。
・
ビ

ジ
ネ

ス
マ

ン
な

ど
の

参
加

し
や

す
い

夜
や

週
末

に
開

催
す

る
な

ど
の

工
夫

と
努

力
が

欠
け

て
い

た

計
画

段
階

で
の

「
社

会
環

境
ア

セ
ス

メ
ン

ト
」の

導
入

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

2
豊

島
に

お
け

る
産

業
廃

棄
物

不
法

処
分

の
事

例
19

7
0

香
川

県
土

庄
町

豊
島

に
、

産
業

廃
棄

物
処

理
業

者
が

1
9
70

 年
代

後
半

か
ら

1
9
90

 年
に

か
け

て
、

不
法

投
棄

を
続

け
た

。
19

9
0
年

1
2
月

、
知

事
は

産
業

廃
棄

物
の

撤
去

等
の

措
置

命
令

を
発

し
た

が
、

膨
大

な
産

業
廃

棄
物

が
そ

の
ま

ま
放

置
さ

れ
る

こ
と

と
な

っ
た

。
こ

れ
に

対
し

て
住

民
43

8
 

名
は

、
1
99

3
 年

1
1
月

1
1 

日
、

公
害

調
停

の
申

請
を

行
い

、
中

間
合

意
が

成
立

し
た

。
県

の
提

案
に

よ
り

豊
島

の
隣

に
あ

る
直

島
に

施
設

を
設

置
し

処
理

す
る

こ
と

が
直

島
で

受
け

入
れ

ら
れ

た
。

対
立

型
（豊

島
）

条
件

型
（直

島
）

絶
対

反
対

（
豊

島
）

条
件

付
き

賛
成

（
直

島
）

産
業

廃
棄

物
処

理
場

の
建

設
差

し
止

め
を

求
め

る
民

事
訴

訟
を

高
松

地
裁

に
提

起
（
豊

島
）

地
元

住
民

・
住

民
の

意
思

と
は

関
係

な
く
、

産
業

廃
棄

物
処

理
業

者
の

進
出

・
国

立
公

園
内

に
廃

棄
物

処
分

場
を

つ
く

る ・
住

民
の

苦
情

を
黙

殺

・事
業

内
容

を
説

明
す

る
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
を

直
島

町
民

に
全

戸
配

布
・建

設
反

対
の

立
場

に
立

っ
た

直
島

漁
協

に
対

し
て

は
、

風
評

被
害

対
策

の
基

金
創

設
や

、
緊

急
融

資
制

度
も

提
示

施
設

予
定

地
周

辺
は

緑
の

な
い

地
域

で
あ

り
、

説
明

会
も

平
穏

に
行

わ
れ

、
特

に
環

境
問

題
に

関
す

る
混

乱
も

な
く
、

辛
い

選
択

で
は

あ
っ

た
が

、
県

と
連

絡
会

と
は

情
報

公
開

を
通

じ
て

理
解

し
て

も
ら

う
よ

う
す

る
な

ど
、

技
術

検
討

委
員

会
の

努
力

も
功

を
奏

し
た

と
い

え
る

。

合
意

な
し

・
排

出
事

業
者

が
産

業
廃

棄
物

処
理

業
者

を
安

易
に

選
択

し
、

県
が

悪
質

な
産

業
廃

棄
物

処
理

業
者

を
適

正
に

管
理

す
る

こ
と

が
で

き
な

か
っ

た
・
国

の
法

律
や

制
度

に
全

面
的

な
見

直
し

を
か

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
ほ

ど
、

そ
の

後
の

廃
棄

物
行

政
全

般
に

強
烈

な
イ

ン
パ

ク
ト

を
与

え
る

事
件

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

3
御

嵩
町

に
お

け
る

産
業

廃
棄

物
処

理
処

分
施

設
計

画
19

9
1

1
9
91

年
8
月

、
御

嵩
町

へ
寿

和
工

業
に

よ
る

産
業

廃
棄

物
処

理
施

設
の

設
置

計
画

が
伝

え
ら

れ
た

が
、

町
は

環
境

衛
生

及
び

環
境

保
全

上
問

題
が

あ
る

と
の

見
解

を
岐

阜
県

へ
示

し
た

。
そ

の
後

、
県

よ
り

計
画

実
現

に
向

け
た

検
討

の
要

請
を

受
け

、
町

は
寿

和
工

業
か

ら
協

力
費

を
受

け
る

協
定

を
同

社
と

締
結

し
た

後
、

設
置

計
画

の
受

け
入

れ
を

表
明

し
た

。
1
9
95

 年
9
 月

、
地

方
紙

に
よ

り
こ

の
協

定
の

存
在

が
明

ら
か

に
な

っ
た

こ
と

か
ら

、
町

に
よ

る
計

画
の

調
査

が
開

始
さ

れ
た

。
一

方
、

設
置

反
対

派
へ

の
脅

迫
行

為
が

行
わ

れ
る

よ
う

に
な

り
、

柳
川

町
長

が
重

傷
を

負
っ

た
。

こ
れ

を
機

に
住

民
の

中
で

処
分

場
計

画
に

対
す

る
反

対
姿

勢
が

強
く

な
り

、
1
9
97

年
6
月

2
2日

、
設

置
計

画
の

是
非

を
問

う
住

民
投

票
が

行
わ

れ
,投

票
率

8
7
.5

％
,賛

成
24

4
2票

(1
9
%)

・
反

対
1
03

7
3票

(8
1
％

)と
い

う
結

果
が

示
さ

れ
た

。

対
立

型
絶

対
反

対

計
画

反
対

が
柳

川
町

長
を

擁
立

し
、

当
選

。
処

理
処

分
施

設
設

置
に

対
す

る
民

意
を

問
う

住
民

投
票

条
例

制
定

と
実

施

地
域

住
民

、
Ｎ

Ｇ
Ｏ

・
町

は
同

地
区

が
国

定
公

園
の

特
別

地
区

に
指

定
さ

れ
て

お
り

、
近

く
に

水
源

が
あ

る
こ

と
か

ら
処

理
処

分
施

設
設

置
は

不
適

当

・産
業

廃
棄

物
処

理
場

調
査

研
究

特
別

委
員

会
を

設
置

・町
の

動
き

は
「広

報
み

た
け

」に
お

い
て

掲
載

さ
れ

、
「
ガ

ラ
ス

張
り

の
町

政
」を

実
行

す
る

べ
く
、

情
報

公
開

・県
は

、
調

整
案

の
趣

旨
を

説
明

す
る

た
め

、
要

請
が

あ
れ

ば
積

極
的

に
説

明
へ

出
向

い
た

①

①
町

及
び

特
に

「住
民

投
票

を
成

功
さ

せ
る

会
」を

非
常

に
憤

慨
さ

せ
る

こ
と

に
な

っ
た

。

非
合

意

・
「議

会
の

機
能

不
全

」に
よ

る
間

接
民

主
制

へ
の

疑
念

・
県

に
よ

る
適

切
で

な
い

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
・
主

体
に

よ
り

提
供

さ
れ

る
情

報
内

容
の

違
い

・
盗

聴
・暴

力
事

件
等

に
も

発
展

・
自

由
に

議
論

を
交

わ
す

機
会

を
妨

げ
、

意
見

の
異

な
る

主
体

間
で

の
対

立
構

造
を

増
徴

さ
せ

た

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

産
業

廃
棄

物
に

関
す

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
事

例
(1

/
10

)

「
産

業
廃

棄
物

に
関

す
る

事
例

」
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事
例

年
代

概
要

住
民

の
タ

イ
プ

住
民

の
立

場
住

民
の

行
動

住
民

の
属

性
住

民
の

反
対

理
由

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ツ

ー
ル

(手
法

）
効

果
合

意
形

成
課

題
備

考
参

考
文

献

5
熊

本
市

に
お

け
る

地
域

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
19

8
5

熊
本

市
に

あ
る

産
業

廃
棄

物
処

理
処

分
事

業
者

は
、

産
業

廃
棄

物
事

業
者

の
信

頼
の

失
墜

を
重

く
受

け
止

め
、

事
業

活
動

の
た

め
に

は
地

域
住

民
や

行
政

と
の

信
頼

関
係

の
確

立
が

欠
か

せ
な

い
こ

と
を

認
識

し
、

日
常

的
に

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

図
っ

て
き

て
い

る
。

事
業

所
は

住
民

が
い

つ
で

も
訪

問
で

き
る

状
況

に
し

て
お

り
、

責
任

と
緊

張
感

を
も

っ
て

取
り

組
む

こ
と

が
で

き
て

お
り

、
地

域
の

信
頼

を
得

て
処

分
事

業
か

ら
さ

ら
に

リ
サ

イ
ク

ル
事

業
へ

の
展

開
が

進
め

ら
れ

て
い

る
。

ま
た

、
産

業
廃

棄
物

の
受

け
入

れ
管

理
が

厳
し

く
徹

底
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
搬

入
業

者
へ

の
教

育
効

果
も

現
れ

て
き

て
い

る
。

事
業

者
間

、
行

政
、

議
会

な
ど

と
の

学
習

会
や

意
見

交
換

を
通

じ
た

業
界

全
体

と
し

て
の

底
上

げ
が

図
ら

れ
て

い
る

。

対
立

型
→

条
件

型
反

対
か

ら
地

域
住

民

・
年

輩
者

が
事

業
者

に
対

し
て

半
信

半
疑

で
あ

り
、

事
業

者
が

他
県

の
出

身
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

「
よ

そ
者

」と
認

識

・
場

内
の

地
下

水
で

水
草

や
蛍

、
ヤ

マ
メ

の
養

殖
し

、
ほ

た
る

祭
り

や
ヤ

マ
メ

を
食

べ
る

①
・
老

年
の

世
代

に
は

社
長

自
ら

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

図
る

②
・
若

い
世

代
に

は
、

社
長

の
次

の
世

代
が

地
域

の
ソ

フ
ト

ボ
ー

ル
大

会
等

に
参

加
、

商
品

を
分

担
②

・
迷

惑
を

掛
け

た
と

い
う

話
を

聞
け

ば
、

即
日

訪
問

③
・
地

区
の

代
表

と
日

頃
か

ら
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
図

る
③

①
安

全
で

一
目

で
わ

か
る

②
地

区
代

表
者

が
太

鼓
判

を
押

す
形

で
地

域
の

住
民

の
理

解
を

得
る

た
め

に
、

住
民

へ
説

明
を

行
う

ま
で

に
③

早
期

問
題

解
決

合
意

賃
貸

住
宅

に
住

ん
で

都
市

部
へ

通
勤

す
る

自
治

会
に

入
ら

な
い

人
が

増
え

、
地

域
住

民
の

中
で

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
が

取
り

に
く
く
な

っ
て

き
て

い
る

。

同
社

の
よ

う
な

考
え

方
や

取
り

組
み

は
、

今
後

の
産

業
廃

棄
物

処
理

業
界

に
と

っ
て

重
要

で
あ

る
が

、
他

社
で

も
同

様
に

当
て

は
め

て
実

行
で

き
る

と
は

言
い

切
れ

ず
、

か
え

っ
て

同
業

者
か

ら
煙

た
が

れ
る

可
能

性
も

あ
る

が
、

日
本

の
産

業
の

健
全

な
発

展
及

び
適

正
な

産
業

廃
棄

物
処

理
事

業
者

を
育

成
す

る
た

め
に

、
よ

り
多

く
の

事
業

者
と

共
有

す
べ

き
考

え
方

、
取

り
組

み
で

あ
る

と
い

え
る

。

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

産
業

廃
棄

物
に

関
す

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
事

例
(2

/
1
0)

・処
理

及
び

運
搬

な
ど

に
お

い
て

ど
の

よ
う

な
リ

ス
ク

が
生

じ
、

リ
ス

ク
を

ど
の

よ
う

に
低

減
す

る
か

に
つ

い
て

、
専

門
家

と
市

民
、

行
政

、
事

業
者

が
情

報
を

共
有

し
て

、
地

域
で

ど
の

よ
う

に
リ

ス
ク

を
受

け
入

れ
、

ど
う

対
応

す
る

か
を

考
え

る
こ

と

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

20
0
0

・
カ

ネ
ミ

油
症

の
被

害
は

ま
だ

続
い

て
お

り
、

そ
の

被
害

を
理

解
し

な
け

れ
ば

P
C

B
処

理
の

安
全

性
に

対
す

る
認

識
は

不
十

分
で

あ
る

・
猛

毒
の

P
C

B
 を

日
本

17
 県

の
広

域
か

ら
持

ち
込

み
大

量
処

理
す

る
施

設
を

響
灘

に
建

設
す

る
こ

と

・
北

九
州

市
P

C
B

処
理

安
全

性
検

討
委

員
会

を
設

置
し

、
市

民
へ

の
説

明
会

を
10

1
 回

開
催

、
「
北

九
州

市
P

C
B

 
処

理
安

全
性

検
討

委
員

会
報

告
書

」
を

公
表

・
フ

ァ
ッ

ク
ス

や
W

eb
サ

イ
ト

に
よ

る
意

見
募

集
と

情
報

公
開

①
・
情

報
公

開
と

リ
ス

ク
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
関

し
て

は
、

次
の

よ
う

に
北

九
州

市
P

C
B

 処
理

監
視

委
員

会
と

(仮
称

)P
C

B
 処

理
情

報
セ

ン
タ

ー
の

設
置

②

①
市

民
の

考
え

が
、

「
P

C
B

 
の

処
理

は
地

球
環

境
保

全
に

重
要

で
あ

り
、

次
世

代
に

負
の

遺
産

を
の

こ
な

さ
い

と
い

う
意

義
が

あ
る

。
積

極
的

に
処

理
を

進
め

る
べ

き
で

あ
る

」
と

い
う

も
の

に
変

わ
っ

て
き

た
と

さ
れ

る
②

「市
民

等
の

関
係

者
の

協
働

に
よ

っ
て

リ
ス

ク
を

低
減

す
る

こ
と

」
が

目
的

で
あ

る
と

意
識

が
変

化

進
行

中

国
は

、
P

C
B

 を
早

期
に

処
理

す
る

た
め

に
2
00

0
年

12
月

、
北

九
州

市
に

対
し

て
P

C
B

 処
理

施
設

設
置

に
関

す
る

申
し

入
れ

を
行

っ
た

。
こ

れ
を

受
け

て
北

九
州

市
は

、
20

0
1年

2
 

月
に

安
全

性
、

情
報

公
開

性
等

を
確

保
す

る
こ

と
を

前
提

と
し

て
、

国
が

準
備

作
業

に
取

り
か

か
る

こ
と

を
了

解
し

た
。

市
で

は
2
0
01

年
2
 月

2
4

日
、

独
自

に
「北

九
州

市
P

C
B

 処
理

安
全

性
検

討
委

員
会

」を
設

置
し

、
市

民
へ

の
説

明
会

を
1
0
1 

回
開

催
す

る
と

と
も

に
、

フ
ァ

ッ
ク

ス
や

W
e
b 

サ
イ

ト
に

よ
る

意
見

募
集

を
行

っ
て

き
て

い
る

。
同

委
員

会
で

は
、

20
0
1

年
8
月

に
「
北

九
州

市
P

C
B

 処
理

安
全

性
検

討
委

員
会

報
告

書
」
を

公
表

し
、

北
九

州
市

に
お

け
る

P
C

B
 処

理
事

業
を

行
う

場
合

の
あ

り
方

に
つ

い
て

ま
と

め
た

。
市

は
、

市
民

と
の

対
話

及
び

委
員

会
報

告
書

を
踏

ま
え

て
、

20
01

年
9
月

に
処

理
事

業
を

受
け

入
れ

る
こ

と
を

発
表

し
た

。
環

境
事

業
団

が
事

業
主

体
と

な
っ

て
2
0
03

年
度

中
の

施
設

建
設

を
行

い
、

近
隣

1
7
県

の
P

C
B

 を
1
0 

年
間

で
処

理
す

る
、

い
わ

ば
広

域
処

理
を

実
施

す
る

計
画

と
な

っ
て

い
る

。
今

後
の

施
設

設
置

に
向

け
た

具
体

的
な

検
討

が
進

め
ら

れ
る

。
2
00

1
年

2
月

1日
に

は
、

学
識

経
験

者
と

公
募

を
含

め
た

市
民

代
表

か
ら

な
る

「北
九

州
市

P
C

B
 処

理
監

視
委

員
会

」
を

設
置

し
、

施
設

の
計

画
、

建
設

、
操

業
の

監
視

を
行

う
こ

と
と

し
て

い
る

。

対
立

型
と

協
調

型
の

混
在

基
本

的
に

は
反

対
協

調
話

し
合

い
の

努
力

地
域

住
民

北
九

州
市

に
お

け
る

P
C

B
 処

理
施

設
4
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事
例

年
代

概
要

住
民

の
タ

イ
プ

住
民

の
立

場
住

民
の

行
動

住
民

の
属

性
住

民
の

反
対

理
由

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ツ

ー
ル

(手
法

）
効

果
合

意
形

成
課

題
備

考
参

考
文

献

6
Ａ

市
に

お
け

る
廃

棄
物

処
理

施
設

和
解

訴
訟

19
9
0

Ａ
県

Ａ
市

で
、

Ｂ
工

業
が

操
業

し
て

い
た

安
定

型
処

分
場

に
廃

棄
物

焼
却

施
設

の
設

置
を

予
定

し
て

い
る

こ
と

が
マ

ス
コ

ミ
報

道
を

通
じ

て
地

域
住

民
に

伝
わ

り
、

事
業

者
と

住
民

が
敵

対
す

る
事

態
に

発
展

し
た

。
そ

の
後

、
Ａ

市
は

市
環

境
保

全
条

例
を

改
正

し
、

そ
れ

に
基

づ
い

て
事

業
者

へ
計

画
廃

止
を

勧
告

し
た

こ
と

な
ど

か
ら

、
互

い
に

反
発

し
て

事
業

者
と

市
、

住
民

組
織

に
よ

る
訴

訟
の

応
酬

と
な

っ
た

。
1
99

7
 年

4
 月

16
 日

、
Ａ

高
裁

の
仲

裁
に

よ
っ

て
Ｂ

工
業

と
市

側
が

金
銭

に
よ

る
和

解
に

合
意

し
、

事
件

発
生

か
ら

7 
年

、
訴

訟
か

ら
5 

年
の

泥
仕

合
が

終
止

し
た

。

対
立

型
→

条
件

型
住

民
が

事
業

者
を

提
訴

地
域

住
民

・
Ｂ

工
業

が
操

業
し

て
い

た
安

定
型

処
分

場
に

廃
棄

物
焼

却
施

設
の

設
置

を
予

定
し

て
い

る
こ

と
が

マ
ス

コ
ミ

報
道

を
通

じ
て

地
域

住
民

に
伝

わ
っ

た
か

ら ・
第

3
次

総
合

計
画

の
中

で
「み

ど
り

あ
ふ

れ
る

快
適

生
活

都
市

」を
掲

げ
て

環
境

政
策

を
重

視

・
4者

協
議

会
を

開
催

し
た

り
、

県
産

業
廃

棄
物

協
会

が
Ｂ

工
業

の
考

え
方

を
Ａ

市
に

説
明

す
る

な
ど

仲
介

・
Ｃ

地
区

住
民

に
対

す
る

説
明

会
が

3 
回

開
催

さ
れ

る
予

定
で

日
時

も
決

ま
っ

て
い

た
→

マ
ス

コ
ミ

報
道

に
よ

り
不

可
能

な
し

・説
明

会
の

タ
イ

ミ
ン

グ
は

慎
重

に
図

ら
な

け
れ

ば
な

ら
な

い

・
提

訴
の

応
酬

と
な

り
、

事
態

は
泥

沼
化

・
住

民
側

と
の

見
解

が
食

い
違

い
・
、

混
乱

の
最

大
の

要
因

は
、

説
明

会
の

開
催

が
な

か
っ

た
と

い
う

手
続

き
的

な
問

題
と

、
事

業
者

が
住

民
等

の
要

望
を

聞
く
態

度
を

示
さ

な
か

っ
た

こ
と

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

7
武

蔵
野

市
ご

み
焼

却
場

建
設

19
7
8

1
97

8
年

武
蔵

野
市

長
は

突
然

，
市

民
プ

ー
ル

地
へ

の
ご

み
焼

却
場

建
設

計
画

を
発

表
し

た
．

発
表

後
，

市
は

住
民

説
明

会
を

8
回

開
催

し
た

が
，

住
民

側
は

用
地

選
定

の
不

透
明

性
を

理
由

に
反

対
し

，
選

定
の

見
直

し
と

住
民

参
加

を
要

求
し

た
．

し
か

し
，

市
長

は
住

民
の

要
求

に
応

じ
ず

，
市

民
と

の
対

立
が

激
化

し
た

．
新

し
く
代

わ
っ

た
市

長
は

問
題

解
決

の
た

め
，

1
9
80

年
に

「ク
リ

ー
ン

セ
ン

タ
ー

建
設

特
別

市
民

委
員

会
」
を

発
足

さ
せ

た
．

さ
ら

に
そ

の
後

，
市

民
参

加
に

よ
る

「
ま

ち
づ

く
り

委
員

会
」

が
設

立
さ

れ
た

．

条
件

型
条

件
付

き
賛

成

選
定

の
見

直
し

と
住

民
参

加
を

要
求

地
域

住
民

・
用

地
選

定
の

不
透

明
性

・
住

民
説

明
会

を
8
回

開
催

・
ク

リ
ー

ン
セ

ン
タ

ー
建

設
特

別
市

民
委

員
会

① ・
最

終
決

定
は

市
民

委
員

だ
け

で
決

定
②

・
審

議
過

程
の

議
事

録
等

を
す

べ
て

市
民

に
公

開
③

・
ま

ち
づ

く
り

委
員

会
④

①
②

③
市

と
市

民
と

の
信

頼
関

係
の

構
築

④
住

民
の

懸
念

や
関

心
に

配
慮

し
た

リ
ス

ク
・コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

と
リ

ス
ク

評
価

合
意

・突
然

の
建

設
地

発
表

後
の

説
明

会
は

無
意

味

h
tt

p:
//

to
ka

ic
3
.f
c

2
w

eb
.c

o
m

/
rc

/
rc

1
6
.h

tm
l

8
狛

江
市

ビ
ン

・
缶

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
建

設
19

9
1

狛
江

市
は

東
京

都
内

に
あ

っ
て

人
口

7
万

人
、

面
積

6
．

4k
㎡

と
い

う
全

国
で

3
番

目
に

小
さ

い
市

で
あ

り
、

廃
棄

物
処

理
は

す
べ

て
他

地
域

の
施

設
に

依
存

し
て

い
ま

す
。

自
前

の
廃

棄
物

処
理

施
設

は
保

有
で

き
な

い
も

の
の

、
廃

棄
物

量
を

減
ら

す
こ

と
が

必
要

で
あ

り
、

市
内

に
リ

サ
イ

ク
ル

セ
ン

タ
ー

を
建

設
し

よ
う

と
の

認
識

が
市

民
の

間
に

高
ま

り
ま

し
た

。
市

の
意

識
調

査
で

は
9
割

以
上

の
市

民
が

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
建

設
に

賛
成

し
て

い
ま

し
た

。
こ

れ
を

受
け

て
1
99

1年
市

議
会

は
市

有
地

の
一

つ
を

建
設

地
に

選
定

し
、

住
民

説
明

会
が

開
始

さ
れ

ま
し

た
。

し
か

し
、

建
設

地
（準

工
業

地
区

）
が

第
一

種
住

専
地

区
と

保
育

園
に

隣
接

し
て

い
た

こ
と

か
ら

騒
音

や
安

全
性

へ
の

懸
念

が
出

さ
れ

た
上

に
、

決
定

プ
ロ

セ
ス

が
不

透
明

で
あ

る
と

い
う

理
由

か
ら

周
辺

住
民

は
強

く
反

対
し

ま
し

た
。

住
民

説
明

会
は

3
回

目
か

ら
ボ

イ
コ

ッ
ト

さ
れ

る
事

態
に

な
り

ま
し

た
。

対
立

型
絶

対
反

対
住

民
説

明
会

は
3
回

目
か

ら
ボ

イ
コ

ッ
ト

地
域

住
民

・
騒

音
や

安
全

性
へ

の
懸

念
が

出
さ

れ
た

上
に

、
決

定
プ

ロ
セ

ス
が

不
透

明

・
「一

般
廃

棄
物

処
理

基
本

計
画

策
定

委
員

会
」
を

設
置

①
・
関

連
情

報
を

包
み

隠
さ

ず
提

示
②

・
専

門
家

部
会

は
２

つ
の

候
補

地
を

公
平

に
評

価
し

、
施

設
イ

メ
ー

ジ
を

作
成

し
、

委
員

全
員

が
具

体
的

な
イ

メ
ー

ジ
を

も
っ

て
議

論
で

き
る

よ
う

に
配

慮
③

③
市

民
委

員
ら

は
最

終
的

な
選

定
を

専
門

家
部

会
に

委
ね

る
と

い
う

結
論

合
意

「
裏

切
ら

な
い

、
隠

さ
な

い
、

嘘
を

つ
か

な
い

」
と

い
う

情
報

開
示

の
姿

勢

h
tt

p:
//

to
ka

ic
3
.f
c

2
w

eb
.c

o
m

/
rc

/
rc

1
6
.h

tm
l

産
業

廃
棄

物
に

関
す

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
事

例
(3

/
1
0)
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事
例

年
代

概
要

住
民

の
タ

イ
プ

住
民

の
立

場
住

民
の

行
動

住
民

の
属

性
住

民
の

反
対

理
由

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ツ

ー
ル

(手
法

）
効

果
合

意
形

成
課

題
備

考
参

考
文

献

9
宮

崎
県

鶯
沢

町
家

電
リ

サ
イ

ク
ル

プ
ラ

ン
ト

19
9
7

1
99

7
年

，
M

社
は

宮
崎

県
鶯

沢
町

に
対

し
，

細
倉

鉱
山

細
倉

精
錬

所
近

く
に

お
け

る
リ

サ
イ

ク
ル

プ
ラ

ン
ト

の
立

地
提

案
を

行
っ

た
．

そ
の

リ
サ

イ
ク

ル
プ

ラ
ン

ト
は

，
廃

家
電

リ
サ

イ
ク

ル
お

よ
び

廃
プ

ラ
ス

チ
ッ

ク
油

化
事

業
を

行
う

た
め

の
も

の
で

あ
っ

た
．

し
か

し
，

地
域

住
民

は
立

地
に

対
し

て
否

定
的

な
反

応
を

示
し

た
．

対
立

型
→

条
件

型

絶
対

反
対

→
条

件
付

き
賛

成

Ｍ
社

の
予

想
し

て
い

な
か

っ
た

否
定

的
な

反
応

地
域

住
民

・
未

知
な

も
の

が
持

ち
込

ま
れ

る
、

過
疎

だ
か

ら
こ

そ
、

リ
ス

ク
の

あ
る

も
の

が
持

ち
込

ま
れ

る
の

で
は

な
い

か
」
と

い
っ

た
懸

念
が

存
在

・
ダ

イ
オ

キ
シ

ン
類

問
題

が
話

題
に

な
っ

て
い

た
こ

と
も

あ
り

、
ダ

イ
オ

キ
シ

ン
類

の
大

気
中

へ
の

排
出

に
対

す
る

不
安

・
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
委

員
会

の
設

立
①

・
早

期
の

情
報

開
示

が
さ

れ
た

②
・
住

民
に

よ
る

早
期

の
参

加
機

会
の

確
保

③
・
勉

強
会

を
重

ね
④

・
デ

モ
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
提

案
⑤

①
環

境
を

キ
ー

ワ
ー

ド
に

し
た

町
づ

く
り

の
中

核
と

し
て

の
家

電
リ

サ
イ

ク
ル

事
業

は
ど

う
あ

る
べ

き
か

と
い

う
議

論
へ

と
発

展
②

③
信

頼
関

係
の

構
築

④
共

通
認

識
の

構
築

合
意

閉
山

後
、

鉱
山

で
潤

っ
た

町
民

は
町

を
離

れ
、

主
と

し
て

カ
ド

ミ
ウ

ム
汚

染
で

直
接

的
な

被
害

を
受

け
た

農
業

従
事

者
が

町
に

残
っ

て
い

た

h
tt

p:
//

w
w

w
.e

n
v.

g
o
.jp

/
c
he

m
i/

c
o
m

m
un

ic
at

io
n
/k

yo
u

za
i/

ca
rd

ga
m

e
/

1
1

岩
手

県
江

刺
市

の
産

業
廃

棄
物

0
処

理
施

設
の

建
設

19
8
6

法
律

上
は

代
表

性
を

も
た

な
い

市
行

政
が

立
地

計
画

に
に

積
極

的
に

介
入

す
る

こ
と

に
よ

っ
て

、
わ

ず
か

１
年

と
い

う
短

期
間

の
う

ち
に

計
画

の
受

入
れ

が
合

意
さ

れ
て

い
る

。
も

ち
ろ

ん
、

こ
う

し
た

事
態

に
違

和
感

を
お

ぼ
え

た
住

民
は

す
く
な

く
な

か
っ

た
が

、
地

域
社

会
の

対
応

に
は

安
定

感
さ

え
見

て
と

れ
る

こ
と

が
で

き
る

。
全

体
の

状
況

の
ゆ

ら
ぎ

を
修

復
し

な
が

ら
、

地
元

と
市

行
政

の
連

携
を

成
立

さ
せ

た
。

対
立

型
絶

対
反

対

市
議

会
は

民
間

業
者

に
よ

る
産

業
廃

棄
物

処
理

場
の

設
置

に
反

対
す

る
決

議
を

採
択

地
域

住
民

地
以

外
住

民
市

議
会

・
江

刺
市

は
「
産

廃
銀

座
」と

称
さ

れ
る

ほ
ど

、
廃

棄
物

の
不

法
投

棄
や

安
定

型
処

分
場

で
の

不
適

正
処

理
な

ど
の

事
故

が
多

発

・
県

産
業

廃
棄

物
処

理
施

設
整

備
関

係
市

町
村

会
議

が
設

置
①

・
地

元
住

民
に

対
処

に
開

か
れ

た
第

１
回

の
説

明
会

で
、

県
関

係
者

に
は

出
席

要
請

を
行

わ
ず

も
説

明
役

を
を

つ
と

め
、

地
元

の
同

意
を

前
提

に
計

画
を

推
進

②
・
モ

デ
ル

的
な

排
水

処
理

施
設

を
つ

く
る

（
問

題
の

分
節

化
）
③

①
県

が
当

該
政

策
の

実
施

に
あ

た
っ

て
の

「
手

続
き

論
的

な
正

当
性

」
を

確
保

②
市

行
政

が
強

い
交

渉
力

を
も

つ
「当

事
者

」
で

あ
る

こ
と

を
県

と
住

民
に

示
し

た
③

産
廃

に
対

す
る

地
域

住
民

の
不

信
を

払
拭

合
意

「
問

題
の

分
節

化
」
が

と
い

う
仕

掛
け

が
。

合
意

形
成

過
程

に
お

い
て

み
ら

れ
る

安
定

感
に

つ
な

が
っ

た
ま

た
、

問
題

の
分

節
化

は
生

活
組

織
や

行
政

組
織

が
そ

の
責

務
の

及
ぶ

範
囲

ご
と

に
問

題
を

と
ら

え
る

こ
と

w
w

w
.p

s.
ri
ts

u
m

ei
.

ac
.jp

/a
ss

o
c
/p

o
lic

y_
sc

ie
n
ce

/
09

1
/0

9
1
07

.p
d
f

産
業

廃
棄

物
に

関
す

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
事

例
(4

/
10

)

1
0

静
岡

県
浜

北
市

の
一

般
廃

棄
物

最
終

処
分

場
の

建
設

19
9
3

平
成

5年
に

候
補

地
を

灰
木

地
区

に
決

定
し

た
。

平
成

1
0年

3
月

30
日

に
、

建
設

計
画

地
で

あ
る

灰
木

町
よ

り
同

意
を

受
け

た
。

 平
成

12
年

3
月

に
、

浜
北

市
と

建
設

地
元

の
灰

木
町

内
会

が
環

境
保

全
協

定
を

締
結

後
に

建
設

計
画

を
開

始
し

た
。

 ま
た

、
浜

北
市

は
隣

接
す

る
浜

松
市

と
の

間
で

、
最

終
処

分
場

の
管

理
運

営
や

維
持

管
理

に
関

す
る

覚
書

を
結

ん
だ

。
 こ

の
内

容
は

、
最

終
処

分
場

の
適

切
な

管
理

を
行

う
こ

と
、

万
が

一
の

事
故

時
に

は
直

ち
に

下
流

域
に

連
絡

を
す

る
こ

と
等

で
あ

る
。

 静
岡

県
は

、
平

成
1
2
年

9
月

1
2
日

付
で

、
届

け
出

の
あ

っ
た

浜
北

市
一

般
廃

棄
物

処
理

施
設

設
置

に
関

し
て

、
7
人

の
学

識
経

験
者

か
ら

構
成

さ
れ

る
、

静
岡

県
廃

棄
物

処
理

施
設

生
活

環
境

影
響

評
価

専
門

委
員

会
に

よ
る

審
査

を
行

っ
た

。
審

査
の

結
果

、
廃

棄
物

の
処

理
及

び
清

掃
に

関
す

る
法

律
第

8条
2項

第
1
号

に
規

定
す

る
技

術
上

の
基

準
に

適
合

が
認

め
ら

れ
、

静
岡

県
よ

り
適

合
通

知
を

受
け

最
終

処
分

場
の

建
設

を
着

工
を

し
た

。
平

成
1
3
年

6
月

1
3日

に
、

最
終

処
分

場
建

設
に

反
対

す
る

会
（
市

民
グ

ル
ー

プ
）
か

ら
最

終
処

分
場

の
建

設
工

事
続

行
・操

業
禁

止
仮

処
分

命
令

の
申

し
立

て
を

受
け

る
。

 そ
の

後
、

平
成

1
4年

3月
29

日
に

静
岡

地
方

裁
判

所
浜

松
支

部
か

ら
申

し
立

て
は

却
下

さ
れ

、
平

成
14

年
4
月

に
最

終
処

分
場

は
完

成
し

供
用

を
開

始
し

た
。

対
立

型
絶

対
反

対
建

設
差

し
止

め
の

仮
処

分
裁

判
市

民
団

体

・
万

が
一

の
不

測
の

事
故

が
生

じ
た

場
合

の
有

害
化

学
物

質
の

漏
出

・
平

成
9
年

か
ら

の
3年

間
だ

け
で

1
20

回
を

超
え

る
説

明
会

を
開

催
し

た
（
個

別
説

明
は

含
ま

ず
）
①

・
静

岡
県

廃
棄

物
処

理
施

設
生

活
環

境
影

響
評

価
専

門
委

員
会

設
置

①
町

内
会

の
総

会
だ

け
で

は
所

帯
主

の
代

表
し

か
参

加
で

き
な

い
が

、
班

単
位

、
女

性
の

集
ま

り
、

老
人

会
な

ど
い

ろ
い

ろ
な

機
会

に
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

た

合
意

？

 浜
北

市
最

終
処

分
場

は
用

地
選

定
か

ら
計

画
・建

設
ま

で
に

、
11

年
近

い
年

月
を

要
し

た
。

ja
.w

ik
ip

ed
ia

.o
rg

/
w

ik
i/

浜
北

市
最

終
処

分
場
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事
例

年
代

概
要

住
民

の
タ

イ
プ

住
民

の
立

場
住

民
の

行
動

住
民

の
属

性
住

民
の

反
対

理
由

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ツ

ー
ル

(手
法

）
効

果
合

意
形

成
課

題
備

考
参

考
文

献

1
2

ニ
セ

コ
町

一
般

廃
棄

物
最

終
処

分
場

の
建

設
19

9
8

処
分

場
の

建
設

に
際

し
て

は
、

立
地

場
所

の
選

定
段

階
か

ら
基

本
的

に
全

て
の

情
報

の
公

開
を

原
則

と
し

、
透

明
性

の
高

い
計

画
作

り
を

進
め

た
。

し
か

し
、

周
囲

の
環

境
汚

染
（
大

気
や

土
壌

）
の

恐
れ

あ
り

と
い

う
こ

と
か

ら
、

建
設

に
際

し
て

反
対

運
動

が
起

こ
る

こ
と

が
し

ば
し

ば
あ

る
が

、
ニ

セ
コ

町
に

お
い

て
も

建
設

予
定

地
決

定
後

、
周

辺
住

民
・
環

境
・
廃

棄
物

問
題

に
詳

し
い

外
部

者
・
予

定
地

周
辺

に
別

荘
地

を
持

つ
不

動
産

会
社

等
の

反
対

運
動

が
行

わ
れ

た
。

だ
が

、
説

明
会

を
繰

り
返

し
行

い
、

予
定

さ
れ

る
施

設
の

設
計

の
内

容
・そ

れ
が

考
え

ら
れ

う
る

最
善

の
方

法
で

あ
る

と
い

う
点

に
つ

い
て

理
解

を
求

め
、

最
終

的
に

は
理

解
を

得
る

こ
と

に
成

功
し

、
建

設
に

至
っ

た
。

そ
の

過
程

で
、

こ
の

処
分

場
に

国
か

ら
の

補
助

金
で

は
設

置
で

き
な

い
屋

根
を

取
り

付
け

る
こ

と
が

決
定

し
た

。
処

分
さ

れ
る

灰
が

周
辺

環
境

を
汚

染
す

る
可

能
性

を
減

ら
す

た
め

で
あ

る
。

地
域

住
民

地
以

外
住

民
不

動
産

会
社

周
囲

の
環

境
汚

染
（
大

気
や

土
壌

）
の

恐
れ

あ
り

・
広

報
誌

や
町

民
講

座
な

ど
を

通
じ

て
、

ご
み

と
住

民
の

暮
ら

し
と

の
関

わ
り

と
い

っ
た

基
本

的
な

情
報

か
ら

リ
サ

イ
ク

ル
の

手
法

、
最

終
処

分
の

考
え

方
な

ど
に

つ
い

て
、

時
間

を
か

け
て

わ
か

り
や

す
く
伝

え
る

こ
と

に
重

点
を

置
い

た
①

・
「ま

ち
づ

く
り

懇
談

会
・

ま
ち

づ
く
り

ト
ー

ク
」
の

場
を

活
用

し
、

計
画

の
構

想
段

階
か

ら
住

民
に

意
見

表
明

の
場

を
持

つ
② ・
公

募
委

員
を

加
え

た
検

討
委

員
会

の
開

催
③

①
②

行
政

と
住

民
の

情
報

共
有

③
住

民
自

身
が

政
策

決
定

に
責

任
を

持
っ

て
参

加
す

る
状

況
を

作
り

出
し

ま
し

た

合
意

行
政

と
住

民
に

よ
る

勉
強

会
「
ま

ち
づ

く
り

町
民

講
座

」
は

、
１

９
９

６
年

に
ス

タ
ー

ト
し

、
２

０
０

６
年

３
月

に
は

１
０

０
回

を
迎

え
た

。

h
tt

p:
//

co
m

2
12

.c
o
m

/
21

2
/r

e
po

rt
.h

tm
l

1
3

オ
ー

ス
ト

ラ
リ

ア
で

の
P

C
B

処
理

施
設

建
設

1
98

7

行
政

に
よ
り

、
有
害

性
の

高
い

PC
Bを

高
温
焼
却
法

に
よ
る
処

理
が
検

討
さ
れ
た

が
、

焼
却
施
設

建
設
予

定
地
を
住

民
に

知
ら
せ
な

い
ま
ま

に
決
定
さ

れ
た
た
め

、
国

際
的

な
環
境

N
G

O
 を

中
心

と
し
て

反
対

運
動
が
起

き
、

行
政
は
施

設
設
置

に
つ
い
て

住
民

の
同
意
を

得
る
こ

と
が
で
き

ず
、

計
画

は
挫

折
。

対
立

型
絶

対
反

対
大

規
模

な
反

対
運

動
地

域
住

民
、

N
G

O

建
設

予
定

地
を

住
民

に
知

ら
せ

な
い

ま
ま

に
決

定
。

P
C

B
高

温
焼

却
に

は
技

術
的

な
問

題

①
独

立
委

員
会

の
設

置
、

②
独

立
委

員
会

に
よ

る
パ

ブ
リ

ッ
ク

ヒ
ア

リ
ン

グ
・
説

明
会

、
③

情
報

の
普

及

①
プ

ロ
セ

ス
の

透
明

化
に

よ
り

社
会

的
協

力
を

確
保

。
②

③
住

民
が

こ
の

問
題

を
理

解
す

る
た

め
の

情
報

提
供

や
協

議
は

、
地

域
に

受
容

さ
れ

る
処

理
技

術
の

開
発

と
同

じ
よ

う
に

極
め

て
重

要
で

あ
る

こ
と

が
判

明
。

合
意

-
2
6
5も

の
意

見
を

フ
ォ

ロ
ー

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

1
4

韓
国

で
の

廃
棄

物
処

理
施

設
増

設
1
99

1

牧
洞

焼
却

施
設

は
計

画
が

確
定

さ
れ

た
19

83
年

当
時

、
そ

の
処

理

規
模

は
15

0
ト

ン
/日

で
あ

っ
た

。

19
91

年
に

処
理

規
模

を
55

0
ト

ン
/日

に
増
設

す
る

こ
と

が
計

画
さ

れ
た

。
一

方
、

牧
洞

焼
却

施
設

は
大

規
模

な
住

宅
団

地
に

隣
接

し
て

い
る

た
め

に
、

地
域

住
民

側
は

19
80

年
代

よ
り

悪
臭

や
粉

塵
等

公
害

物
質

に
よ

る
体

調
異

常
や

健
康

被
害

を
訴

え
て

お
り

、
牧

洞
焼

却
施

設
の

増
設

計
画

に
対

し
て

反
対

意
見

を
表

明
。

住
民

側
は

、
増

設
計

画
が

当
初

の
焼

却
施

設
条

件
と

異
な

る
こ

と
、

既
存

焼
却

施
設

の
公

害
問

題
と
公

害
防

止
策

へ
の

不
信

感
等

を
指

摘
し

、
さ

ら
に

そ
の

解
決

策
の

一
環

と
し

て
悪

臭
検

査
を

共
同

で
行

う
こ

と
を

提
案

し
た

。

条
件

型
基

本
的

に
は

反
対

世
論

調
査

を
実

施
。

10
0
%
の

反
対

意
向

を
も

と
に

ソ
ウ

ル
市

長
に

入
札

の
停

止
、

増
設

計
画

の
撤

回
陳

情
や

見
直

し
を

求
め

た
。

地
域

住
民

増
設

計
画

が
当

初
の

焼
却

施
設

条
件

と
異

な
る

こ
と

、
既

存
焼

却
施

設
の

公
害

問
題

 と
公

害
防

止
策

へ
の

不
信

感

①
住

民
と

自
治

体
間

で
の

積
極

的
な

懇
親

会
・

協
議

会
（
1年

5ヶ
月

間
）

、
②

住
民
支

援
協
議

会
の

発
足

、
環

境
モ

ニ
タ
ー

制
度

導
入

①
住

民
側

は
「
住

民
支

援
計

画
案

と
焼

却
施

設
の

管
理

に
お

け
る

住
民

参
加

制
度

の
構

築
」
を

受
け

入
れ

る
こ

と
で

合
意

に
至

っ
た

。
②

廃
棄

物
搬

入
等

の
常

時
監

視
を

可
能

と
し

、
搬

入
量

・
焼

却
施

設
の

稼
動

条
件

、
排

出
ガ

ス
の

測
定

分
析

資
料

を
公

開
さ

せ
ダ

イ
オ

キ
シ

ン
類

排
出

濃
度

の
削

減
に

も
繋

が
っ

た

合
意

-
産

業
廃

棄
物

リ
ス

ク
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

報
告

書

産
業

廃
棄

物
に

関
す

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
事

例
(5

/
1
0)

JAEA-Research 2008-086

－45－



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事
例

年
代

概
要

住
民

の
タ

イ
プ

住
民

の
立

場
住

民
の

行
動

住
民

の
属

性
住

民
の

反
対

理
由

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ツ

ー
ル

(手
法

）
効

果
合

意
形

成
課

題
備

考
参

考
文

献

1
6

オ
ロ

ノ
ゴ

・
ド

ゥ
エ

ン
エ

グ
鉱

業
地

域
土

壌
汚

染
サ

イ
ト

の
浄

化
1
97

7

同
地

は
、

1
84

8 
年

か
ら

1
96

0
 年

代
後

半
に

か
け

て
、

鉛
、

亜
鉛

鉱
石

、
カ

ド
ミ

ウ
ム

鉱
石

の
採

掘
が

行
わ

れ
、

閉
鎖

後
は

立
坑

や
地

下
採

掘
所

は
水

没
し

、
採

掘
残

さ
は

放
置

さ
れ

、
浸

出
液

や
排

水
が

採
取

坑
や

立
坑

に
浸

入
す

る
可

能
性

が
あ

っ
た

。
1
97

7 
年

に
内

務
省

地
質

調
査

部
に

よ
る

調
査

が
、

そ
し

て
1
9
93

 年
お

よ
び

1
99

4
 年

に
は

P
R

P
s 

に
よ

る
調

査
が

行
わ

れ
、

土
壌

、
地

下
水

、
地

表
水

が
、

鉱
山

の
操

業
に

よ
り

鉛
、

亜
鉛

、
カ

ド
ミ

ウ
ム

な
ど

の
重

金
属

で
汚

染
さ

れ
て

い
る

こ
と

が
判

明
し

た
。

地
域

は
土

壌
汚

染
、

地
下

水
、

小
川

及
び

レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョ
ン

用
の

池
が

汚
染

に
さ

ら
さ

れ
て

い
た

。

行
動

型
・
協

調
型

賛
成

自
分

達
の

土
地

浄
化

の
た

め
に

積
極

的
な

参
加

地
域

住
民

（
経

済
的

に
中

程
度

～
裕

福
層

の
白

人
）

反
対

は
し

て
い

な
い

。
懸

念
の

み
。

①
各

利
害

関
係

者
（
市

民
・
行

政
・企

業
）が

参
加

す
る

C
o
m

m
un

it
y 

A
dv

is
o
ry

 
G

ro
u
p(

C
A

G
:コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
諮

問
グ

ル
ー

プ
）を

構
成

、
2
ヶ

月
に

一
度

の
会

合
②

浄
化

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
推

進
に

は
住

民
の

参
加

が
必

要
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
E
P

A
 

は
、

情
報

提
供

と
住

民
の

疑
問

に
応

え
る

機
会

を
設

け
た

。
③

C
A

G
の

会
合

を
新

聞
や

テ
レ

ビ
で

報
道

（公
開

討
論

）
④

技
術

顧
問

を
採

用
⑤

　
市

民
の

健
康

に
関

す
る

健
康

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

開
発

①
②

有
効

性
が

立
証

さ
れ

て
い

な
い

最
新

技
術

の
導

入
が

提
案

さ
れ

、
地

域
は

こ
れ

を
受

け
入

れ
た

。
地

域
住

民
が

早
い

段
階

で
意

思
決

定
プ

ロ
セ

ス
に

参
加

可
能

と
な

っ
た

。
③

市
民

は
何

が
議

論
さ

れ
て

い
る

か
を

知
る

こ
と

が
で

き
た

。
グ

ル
ー

プ
内

で
の

信
頼

関
係

構
築

。
④

E
P

A
か

ら
の

十
分

な
情

報
提

供
、

市
民

へ
の

内
容

説
明

、
C

A
G

補
佐

。
⑤

最
大

の
業

績
と

し
て

評
価

さ
れ

て
い

る

合
意

も
っ

と
迅

速
に

プ
ロ

セ
ス

を
進

め
る

こ
と

が
で

き
た

ら
よ

か
っ

た
。

会
合

に
も

っ
と

多
く
の

住
民

が
参

加
し

た
ほ

う
が

良
い

教
育

プ
ロ

グ
ラ

ム
：①

 デ
イ

ケ
ア

施
設

の
汚

染
状

況
の

監
視

②
 学

校
教

育
に

健
康

に
関

す
る

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
導

入
(1

99
5
 年

8 
月

)③
 保

護
者

お
よ

び
教

師
に

対
す

る
啓

発
④

 ガ
ー

ル
ス

カ
ウ

ト
 メ

リ
ッ

ト
バ

ッ
ジ

・
プ

ロ
グ

ラ
ム

⑤
 医

師
に

対
す

る
意

識
セ

ミ
ナ

ー
⑥

 
ぬ

り
絵

帳
の

作
成

（
1
99

6
 年

春
完

成
）
　

　
住

民
は

自
分

の
土

地
が

汚
染

地
域

に
分

類
さ

せ
る

の
を

好
ま

な
い

の
で

汚
染

リ
ス

ト
を

公
表

し
な

い
。

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

1
7

G
市

に
お

け
る

安
定

型
最

終
処

分
場

1
99

6

①
Ｇ

市
郊

外
で

建
設

副
産

物
の

安
定

型
最

終
処

分
場

に
つ

い
て

、
事

前
協

議
書

の
提

出
時

は
地

元
住

民
の

同
意

を
得

て
建

設
許

可
を

得
た

が
、

工
事

着
工

ま
で

の
7 

年
の

間
に

近
隣

の
人

口
が

急
増

し
、

急
増

し
た

地
域

（団
地

）の
住

民
に

対
し

て
は

十
分

な
説

明
が

な
い

ま
ま

工
事

が
開

始
さ

れ
た

こ
と

か
ら

、
突

然
住

民
の

反
対

に
あ

う
こ

と
と

な
っ

た
。

事
業

者
と

住
民

は
話

し
合

い
に

よ
り

、
埋

め
立

て
記

録
の

開
示

な
ど

住
民

の
要

望
を

全
面

的
に

受
け

入
れ

る
内

容
の

和
解

と
な

っ
た

。

条
件

型
条

件
付

賛
成

新
興

団
地

住
民

側
が

説
明

会
の

開
催

に
応

じ
な

い
。

一
人

も
説

明
会

に
来

な
か

っ
た

。
工

事
差

し
止

め
を

求
め

る
仮

処
分

申
請

を
裁

判
所

に
提

出

新
興

団
地

住
民

新
興

団
地

の
住

民
へ

は
説

明
が

十
分

に
行

わ
れ

な
い

ま
ま

建
設

裁
判

所
で

話
し

合
い

、
和

解
案

を
全

面
的

に
受

け
入

れ
る

　
　

 

搬
入

物
の

分
別

の
徹

底
　

 

①
住

民
の

操
業

へ
の

立
ち

会
い

　

 

①
施

設
の

公
開

性
の

確
保

　
　

 

排
水

の
管

理
　

な
ど

①
情

報
公

開
（搬

入
し

た
廃

棄
物

の
記

録
・帳

簿
類

、
個

々
の

契
約

内
容

、
出

入
り

す
る

収
集

・
運

搬
車

両
、

水
質

デ
ー

タ
類

）
を

徹
底

す
る

こ
と

で
、

住
民

と
の

良
好

な
関

係
を

保
と

う
と

し
た

合
意

・住
民

側
は

事
業

者
が

Ｉ
団

地
周

辺
で

住
民

説
明

会
の

開
催

を
呼

び
か

け
た

事
実

は
確

認
で

き
て

お
ら

ず
、

そ
の

よ
う

な
働

き
か

け
が

あ
っ

た
こ

と
自

体
知

ら
な

か
っ

た
と

し
て

い
る

。
・
積

極
的

な
情

報
公

開
の

姿
勢

を
示

し
た

こ
と

が
、

住
民

側
と

の
対

話
の

糸
口

と
な

っ
た

。
・

電
話

対
応

に
も

注
意

し
て

い
た

。

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

産
業

廃
棄

物
に

関
す

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
事

例
(6

/
10

)

周
辺

道
路

拡
張

等
を

内
容

と
し

た
当

初
の

事
業

計
画

の
変

更
へ

の
不

満
を

抱
い

て
い

た
。

事
業

系
一

般
廃

棄
物

の
受

け
入

れ
。

①
環

境
部

と
組

合
は

住
民

が
立

ち
上

げ
た

対
策

委
員

会
と

の
実

務
協

議
会

を
設

置
②

住
民

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

（昼
夜

の
廃

棄
物

搬
入

状
況

と
処

理
過

程
）

①
埋

立
地

の
運

営
・管

理
へ

の
関

与
、

協
議

・
決

定
権

を
与

え
る

。
②

対
策

委
員

会
に

よ
り

埋
立

地
の

運
営

・管
理

を
行

う
こ

と
に

よ
り

、
住

民
の

直
接

参
加

を
実

現

合
意

首
都

圏
自

治
体

（
京

機
道

、
ソ

ウ
ル

市
、

任
川

広
域

市
）
は

、
大

規
模

な
広

域
埋

立
処

分
場

の
整

備
が

焦
眉

の
課

題
と

な
っ

て
い

た
。

首
都

圏
自

治
体

は
19

8
3 

年
か

ら
廃

棄
物

運
搬

等
の

具
体

的
な

計
画

を
策

定
し

、
環

境
ア

セ
ス

メ
ン

ト
等

を
行

い
、

「
首

都
圏

海
岸

埋
立

地
確

保
計

画
」
を

打
ち

出
し

、
大

統
領

の
承

認
を

得
て

同
事

業
計

画
を

発
表

し
た

。
1
99

2
 年

2 
月

よ
り

一
般

廃
棄

物
の

搬
入

が
始

ま
っ

た
が

、
同

埋
立

地
は

一
般

廃
棄

物
処

理
を

目
的

と
し

て
お

り
、

産
業

廃
棄

物
の

搬
入

が
認

め
ら

れ
な

か
っ

た
。

首
都

圏
内

の
各

工
場

が
操

業
中

止
や

業
務

麻
痺

に
追

い
込

ま
れ

た
。

産
廃

処
理

業
者

や
運

搬
業

者
等

は
19

92
 年

4
 月

に
首

都
圏

埋
立

地
の

入
り

口
で

産
廃

の
搬

入
を

求
め

て
行

動
。

そ
の

結
果

、
組

合
は

事
業

系
一

般
廃

棄
物

の
搬

入
も

許
可

す
る

こ
と

に
。

道
路

拡
張

等
の

事
業

計
画

が
一

部
変

更
さ

れ
た

等
の

不
満

を
抱

え
て

い
た

住
民

の
反

対
が

爆
発

。
組

合
や

環
境

部
は

代
替

案
や

合
意

形
成

を
図

ろ
う

と
は

せ
ず

、
住

民
の

説
得

に
徹

し
、

産
廃

の
搬

入
を

や
め

な
か

っ
た

。
反

対
運

動
は

さ
ら

に
激

化
。

住
民

は
阻

止
行

動
に

で
て

一
般

廃
棄

物
の

搬
入

を
阻

止
。

1
5

韓
国

首
都

圏
で

の
廃

棄
物

埋
立

施
設

建
設

1
99

0
対

立
型

絶
対

反
対

一
般

廃
棄

物
の

搬
入

を
阻

止
地

域
住

民
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事
例

年
代

概
要

住
民

の
タ

イ
プ

住
民

の
立

場
住

民
の

行
動

住
民

の
属

性
住

民
の

反
対

理
由

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ツ

ー
ル

(手
法

）
効

果
合

意
形

成
課

題
備

考
参

考
文

献

1
8

G
市

に
お

け
る

安
定

型
最

終
処

分
場

1
99

6

②
し

か
し

、
そ

の
後

住
民

の
監

視
活

動
の

中
で

処
分

場
か

ら
汚

水
が

検
出

さ
れ

、
再

び
、

住
民

か
ら

産
業

廃
棄

物
の

搬
入

差
し

止
め

を
求

め
る

仮
処

分
が

申
請

さ
れ

た
。

事
業

者
は

和
解

条
項

に
従

っ
て

排
水

処
理

施
設

を
設

置
し

、
排

水
が

改
善

さ
れ

た
こ

と
を

確
認

し
て

、
住

民
は

仮
処

分
申

請
を

取
り

下
げ

た
。

そ
の

後
、

事
業

者
は

積
極

的
に

情
報

開
示

を
行

い
、

住
民

と
の

良
好

な
関

係
が

保
た

れ
て

い
る

。

条
件

型
条

件
付

賛
成

廃
棄

物
搬

入
差

し
止

め
を

求
め

る
仮

処
分

申
請

地
域

住
民

、
新

興
団

地
住

民

排
水

か
ら

「
黒

い
水

」
　

住
民

側
の

立
ち

入
り

検
査

に
よ

り
・
B

O
D

値
超

過
　

・
悪

臭
　

・
安

定
５

品
目

以
外

の
散

乱

排
水

処
理

施
設

を
設

置

汚
染

が
解

消
さ

れ
た

こ
と

を
確

認
し

た
上

で
再

び
和

解
し

、
お

互
い

に
良

好
な

関
係

を
取

り
戻

し
つ

つ

合
意

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

1
9

第
①

フ
ェ

ー
ズ

；Ｊ
郡

は
米

所
と

し
て

知
ら

れ
、

行
政

や
農

業
団

体
、

住
民

団
体

で
構

成
す

る
Ｋ

川
を

守
る

会
が

、
河

川
の

保
全

活
動

を
実

施
す

る
な

ど
、

環
境

運
動

も
盛

ん
に

行
わ

れ
て

い
る

。
一

方
、

最
終

処
分

場
新

設
の

必
要

性
が

出
て

お
り

、
Ｊ

郡
広

域
連

合
が

、
処

分
場

候
補

地
の

調
査

を
開

始
し

、
Ｋ

最
終

処
分

場
建

設
事

業
を

計
画

し
た

。
最

終
処

分
場

を
受

け
入

れ
た

地
権

者
は

Ｋ
町

Ｋ
地

区
の

住
民

で
、

用
地

周
辺

に
民

家
は

な
い

が
、

処
分

場
南

部
を

流
れ

る
Ｌ

川
は

水
田

を
囲

み
、

農
業

用
水

と
し

て
利

用
さ

れ
て

い
る

。
そ

の
水

を
利

用
し

て
最

高
級

ブ
ラ

ン
ド

の
コ

シ
ヒ

カ
リ

が
栽

培
さ

れ
て

い
る

。
万

が
一

、
汚

水
が

こ
の

河
川

に
流

入
し

た
場

合
、

そ
の

影
響

を
受

け
る

の
は

最
終

処
分

場
の

下
流

域
に

住
む

Ｌ
町

Ｌ
地

区
の

住
民

約
40

 戸
だ

っ
た

。
し

た
が

っ
て

、
処

分
場

の
建

設
に

当
た

っ
て

は
、

2
 町

に
ま

た
が

る
周

辺
住

民
と

の
交

渉
が

最
大

の
焦

点
と

な
っ

た
。

行
政

側
が

「
絶

対
安

心
」
を

表
明

し
、

双
方

が
具

体
的

な
話

合
い

ス
タ

ー
ト

。

対
立

型
基

本
的

に
反

対
白

紙
撤

回
要

請
地

域
住

民
行

政
側

の
独

断
で

用
地

を
選

定

「
安

全
で

、
安

心
で

き
る

施
設

の
設

置
」
を

表
明

、
関

係
者

ら
に

よ
る

話
し

合
い

時
間

を
か

け
て

行
政

側
が

説
明

を
行

っ
た

こ
と

に
よ

っ
て

次
第

に
両

者
が

歩
み

寄
る

合
意

に
向

け
ま

と
ま

り
つ

つ
あ

っ
た

。

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

2
0

第
②

フ
ェ

ー
ズ

：東
京

都
日

ノ
出

町
に

お
け

る
最

終
処

分
場

汚
水

漏
れ

の
事

件
が

あ
っ

た
こ

と
か

ら
交

渉
が

い
っ

そ
う

難
航

し
、

対
話

が
で

き
な

い
状

況
と

な
っ

た
。

対
立

型
絶

対
反

対

町
内

５
箇

所
に

立
て

看
板

。
「
行

政
が

嘘
を

つ
い

た
」
等

と
批

判
。

３
年

間
情

報
交

換
で

き
ず

。

地
域

住
民

　
特

に
L
地

区
住

民

東
京

都
日

ノ
出

町
・

谷
戸

沢
処

分
場

の
ゴ

ム
シ

ー
ト

が
破

れ
、

汚
水

が
漏

れ
た

事
件

水
面

下
で

の
交

渉
：
行

政
担

当
者

と
当

該
地

区
の

住
民

が
親

戚
同

士
・

友
人

同
士

、
連

絡
な

し
に

地
区

代
表

の
自

宅
を

訪
れ

る
（年

に
数

回
）
、

住
民

側
も

独
自

に
学

習

３
年

後
の

１
９

９
５

年
に

除
々

に
交

渉
再

開
反

対
産

業
廃

棄
物

リ
ス

ク
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

報
告

書

2
1

第
③

フ
ェ

ー
ズ

：廃
棄

物
問

題
に

関
す

る
情

報
が

豊
富

に
な

り
、

処
理

技
術

の
向

上
が

図
ら

れ
る

一
方

で
、

処
分

場
建

設
の

た
め

の
交

渉
が

再
開

さ
れ

た
。

「
よ

り
安

全
で

、
安

心
で

き
る

施
設

の
建

設
」
を

前
提

に
、

住
民

側
か

ら
は

農
業

用
水

に
処

理
水

を
直

接
排

水
し

な
い

方
法

な
ど

が
要

求
と

し
て

突
き

付
け

ら
れ

た
。

こ
れ

ら
の

内
容

を
行

政
が

真
摯

に
受

け
止

め
、

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
企

業
と

も
情

報
交

換
し

な
が

ら
、

当
時

前
例

が
な

い
ク

ロ
ー

ズ
ド

シ
ス

テ
ム

に
よ

る
全

国
初

と
な

る
最

終
処

分
場

の
導

入
を

決
定

し
た

協
調

型
協

調
話

し
合

い
の

努
力

「
農

業
用

水
に

処
理

水
を

直
接

排
水

し
な

い
」
等

の
条

件
提

示

地
域

住
民

汚
水

処
理

①
民

間
コ

ン
サ

ル
会

社
の

協
力

　
②

交
渉

①
住

民
側

と
行

政
側

が
一

緒
に

な
っ

て
廃

棄
物

処
理

の
あ

り
方

を
研

究
し

、
冷

静
に

論
議

す
る

環
境

が
整

っ
て

い
っ

た
。

わ
か

り
や

す
い

情
勢

分
析

・
説

明
　

②
住

民
側

の
意

見
を

抽
出

合
意

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

2
2

第
④

フ
ェ

ー
ズ

：処
分

場
の

建
設

が
完

了
し

、
19

98
 年

1
0 

月
か

ら
処

分
場

の
共

用
が

本
格

化
し

た
。

協
調

型
協

調
監

査
工

事
の

進
捗

状
況

を
逐

一
確

認
周

辺
住

民

施
設

に
関

わ
る

事
項

に
つ

い
て

「
す

べ
て

オ
ー

プ
ン

に
す

る
」
と

い
う

基
本

理
念

合
意

産
業

廃
棄

物
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
報

告
書

産
業

廃
棄

物
に

関
す

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
事

例
(7

/
10

)

合
意

形
成

の
ポ

イ
ン

ト
（行

政
側

意
見

）
・
 見

か
け

だ
け

の
誠

意
で

は
な

く
、

本
当

の
誠

意
で

接
す

る
　

・ 
出

来
る

こ
と

、
出

来
な

い
こ

と
の

区
別

を
ハ

ッ
キ

リ
す

る
　

・
 出

来
な

い
原

因
を

よ
く
説

明
す

る
　

・ 
住

民
の

立
場

に
立

っ
て

物
事

を
考

え
る

　
・ 

カ
タ

カ
ナ

英
語

は
、

な
る

べ
く
使

わ
な

い
　

・
 し

っ
か

り
相

手
の

顔
を

見
て

話
す

　
・
 自

信
を

持
っ

て
す

べ
て

に
対

応
す

る
　

・
 地

元
住

民
の

心
配

は
行

政
の

心
配

で
あ

る
こ

と
を

認
識

す
る

　
・
 安

心
で

き
る

、
安

全
な

施
設

を
互

い
に

研
究

し
て

造
り

上
げ

る
共

通
認

識
を

持
つ

　
・ 

こ
れ

ら
の

考
え

方
が

行
政

の
ト

ッ
プ

に
も

浸
透

す
る

よ
う

行
政

内
で

も
十

分
検

討
す

る
　

・ 
住

民
の

意
見

を
聞

く
前

に
、

断
定

的
な

説
明

は
行

わ
な

い
　

・
 で

き
る

だ
け

住
民

に
情

報
を

公
開

す
る

　
・ 

信
頼

関
係

を
維

持
す

る
た

め
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
終

了
す

る
ま

で
人

事
を

動
か

さ
な

い
　

（住
民

側
意

見
）・

 不
満

や
不

安
が

あ
れ

ば
施

主
（行

政
側

）
に

伝
え

る
　

・
 次

世
代

に
継

承
す

る
農

地
や

宅
地

を
守

る
た

め
に

、
廃

棄
物

処
理

の
精

度
を

高
め

る
た

め
の

学
習

を
怠

ら
な

い
　

・
 感

情
で

反
対

し
て

も
最

終
的

に
意

見
は

通
ら

な
い

た
め

、
行

政
と

一
緒

に
な

っ
て

重
要

な
課

題
を

学
習

す
る

Ｊ
県

Ｊ
郡

広
域

連
合

Ｋ
最

終
処

分
場

の
事

例
1
98

9
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概
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反
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2
4

日
の

出
町

二
ツ

塚
処

分
場

19
9
1

19
8
4年

に
谷

戸
沢

処
分

場
が

満
杯

と
な

る
た

め
に

1
99

1
年

に
二

ツ
塚

処
分

場
が

計
画

さ
れ

た
。

し
か

し
、

19
9
2年

に
遮

水
シ

ー
ト

の
補

修
跡

を
市

民
団

体
が

発
見

し
、

汚
水

漏
れ

疑
惑

が
発

覚
。

谷
戸

沢
か

ら
の

汚
水

漏
れ

疑
惑

に
関

す
る

水
質

デ
ー

タ
公

開
を

2億
円

の
罰

金
を

払
っ

て
ま

で
処

分
組

合
が

拒
ん

だ
こ

と
に

端
を

発
し

、
住

民
ら

が
水

源
地

に
有

害
物

質
を

埋
め

る
処

分
場

計
画

の
見

直
し

を
求

め
て

94
年

11
月

、
処

分
場

内
の

約
4
6
0
の

土
地

を
共

有
す

る
ト

ラ
ス

ト
運

動
を

開
始

。
結

局
、

都
収

用
委

員
会

の
裁

決
に

よ
っ

て
強

制
収

用
と

い
う

結
果

に
な

っ
た

。

反
対

基
本

的
に

反
対

ト
ラ

ス
ト

運
動

地
域

住
民

汚
水

漏
れ

の
発

覚
。

情
報

公
開

を
拒

否
さ

れ
た

。
な

し
東

京
都

の
収

用
委

員
会

に
よ

る
交

渉
強

行

処
分

場
の

建
設

に
あ

た
っ

て
は

徹
底

し
た

安
全

性
の

確
保

と
情

報
公

開
、

関
係

住
民

の
合

意
と

納
得

が
不

可
欠

。
力

ず
く
で

住
民

を
押

さ
え

つ
け

た
と

し
て

も
問

題
は

解
決

せ
ず

、
矛

盾
を

拡
大

す
る

だ
け

。

w
w

w
.s

e
s.

us
p
.a

c.
j

p/
la

b/
ka

n
ay

ak
en

/s
ei

ka
/
5t

h
/p

d
f/

s
ak

ur
ai

/
ch

ap
te

r3
.

pd
f

2
5

滋
賀

県
　

彦
根

広
域

一
般

廃
棄

物
最

終
処

分
場

19
9
6

反
対

基
本

的
に

反
対

処
分

場
建

設
地

の
遺

跡
見

学
や

学
習

会
な

ど
を

開
い

た
り

、
ナ

シ
ョ

ナ
ル

ト
ラ

ス
ト

運
動

の
｢キ

ト
ラ

基
金

｣を
創

設
し

、
処

分
場

隣
接

地
17

70
 ㎡

を
買

い
取

る

地
元

住
民

1
)上

流
域

は
矢

倉
川

の
水

源
地

で
、

大
半

の
住

民
が

下
流

に
住

み
耕

作
用

水
も

依
存

(2
)仏

生
寺

断
層

が
あ

り
地

震
時

に
処

分
場

破
壊

に
よ

る
被

害
は

必
至

(3
)住

民
の

近
く
を

通
る

搬
入

路
で

の
交

通
事

故
の

多
発

(4
)貴

重
な

動
植

物
、

製
鉄

遺
跡

や
山

城
の

保
護

産
業

廃
棄

物
に

関
す

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
事

例
(8

/1
0
)

E
P

A
か

ら
の

支
援

も
あ

っ
た

。

米
国

に
み

る
情

報
公

開
と

リ
ス

ク
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

～
日

米
比

較

T
R

Iの
排

出
上

位
に

ラ
ン

ク
イ

ン
。

　
環

境
N

G
O

か
ら

の
圧

力

①
地

域
参

加
グ

ル
ー

プ
の

結
成

。
　

②
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

の
介

入
　

③
ト

ッ
プ

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
積

極
的

関
与

①
T
R

Iを
利

用
し

て
メ

ン
バ

ー
で

情
報

を
共

有
。

フ
ァ

シ
リ

テ
ー

タ
ー

に
よ

る
メ

ン
バ

ー
の

公
平

な
発

言
の

確
保

。
　

②
助

言
を

得
る

こ
と

が
で

き
た

。
地

域
参

加
グ

ル
ー

プ
自

体
の

信
頼

性
の

向
上

。

焼
却

で
は

な
く
、

リ
サ

イ
ク

ル
処

理
に

決
定

。
T
R

I上
位

に
あ

が
る

こ
と

も
な

く
な

っ
た

。

反
対

反
対

運
動

地
域

住
民

2
3

バ
ル

ン
ケ

ミ
カ

ル
社

の
有

害
廃

棄
物

焼
却

施
設

建
設

19
8
9

米
国

の
バ

ル
カ

ン
ケ

ミ
カ

ル
社

が
19

8
9年

の
Ｔ

Ｒ
Ｉ(
有

害
物

質
排

出
登

録
、

日
本

の
Ｐ

Ｒ
Ｔ

Ｒ
に

当
た

る
)で

有
害

物
質

の
排

出
量

が
上

位
に

あ
る

と
、

マ
ス

コ
ミ

に
よ

っ
て

全
国

的
に

大
き

く
報

道
さ

れ
た

。
同

じ
頃

、
Ｔ

Ｒ
Ｉ

に
該

当
す

る
有

害
廃

棄
物

の
埋

立
処

分
が

禁
止

さ
れ

、
バ

ル
ン

ケ
ミ

カ
ル

社
は

そ
の

焼
却

処
理

を
計

画
。

し
か

し
、

同
社

は
塩

素
系

溶
剤

の
メ

ー
カ

ー
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

19
8
0
年

代
に

入
っ

て
か

ら
、

環
境

Ｎ
Ｇ

Ｏ
の

圧
力

を
受

け
て

い
た

と
こ

ろ
で

あ
り

、
こ

れ
ら

を
背

景
と

し
て

、
有

害
廃

棄
物

の
焼

却
施

設
の

計
画

説
明

の
後

、
地

域
住

民
の

強
い

反
対

運
動

が
起

き
た

。
地

域
住

民
と

の
関

係
改

善
の

必
要

性
を

認
識

し
た

同
社

は
、

地
域

の
環

境
Ｎ

Ｇ
Ｏ

と
の

協
議

に
よ

り
、

地
域

参
加

グ
ル

ー
プ

(C
o
m

m
u
ni

ty
 

In
vo

lv
e
m

e
n
t 

G
ro

u
p)

を
結

成
。

会
合

は
、

毎
月

1
回

開
催

さ
れ

、
環

境
Ｎ

Ｇ
Ｏ

、
地

方
自

治
体

、
団

体
、

周
辺

企
業

、
地

方
大

学
、

地
域

住
民

、
同

社
か

ら
は

工
場

長
と

環
境

健
康

安
全

担
当

者
が

参
加

し
、

会
議

の
進

行
に

は
専

門
の

フ
ァ

シ
リ

テ
ー

タ
ー

を
採

用
す

る
と

と
も

に
、

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
も

必
要

に
応

じ
て

参
加

。
こ

の
地

域
参

加
グ

ル
ー

プ
で

意
見

交
換

が
行

わ
れ

る
中

で
、

同
社

は
、

住
民

が
懸

念
す

る
事

項
を

事
前

に
把

握
し

対
応

す
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

に
な

り
地

域
住

民
と

の
間

で
信

頼
関

係
が

構
築

さ
れ

ま
し

た
。

有
害

廃
棄

物
は

焼
却

処
理

で
は

な
く
、

リ
サ

イ
ク

ル
し

て
塩

化
カ

ル
シ

ウ
ム

と
し

て
回

収
す

る
こ

と
と

な
っ

た
。
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事
例

年
代

概
要

住
民

の
タ

イ
プ

住
民

の
立

場
住

民
の

行
動

住
民

の
属

性
住

民
の

反
対

理
由

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ツ

ー
ル

(手
法

）
効

果
合

意
形

成
課

題
備

考
参

考
文

献

2
6

愛
知

県
　

藤
前

干
拓

処
分

場
1
98

1

藤
前

干
潟

は
伊

勢
湾

最
後

の
干

潟
で

渡
り

鳥
の

飛
来

地
と

し
て

知
ら

れ
、

ラ
ム

サ
ー

ル
条

約
に

も
登

録
さ

れ
て

い
る

。
1
9
81

年
名

古
屋

港
港

湾
計

画
で

西
1区

を
処

分
場

用
地

に
選

定
。

そ
の

後
、

環
境

保
全

・
土

地
所

有
権

な
ど

の
問

題
が

あ
り

、
用

地
は

縮
小

さ
れ

た
。

19
9
4年

環
境

影
響

評
価

調
査

開
始

。
1
9
96

年
市

な
ど

が
｢

処
分

場
建

設
に

よ
る

環
境

へ
の

影
響

は
小

さ
い

｣と
す

る
環

境
影

響
評

価
準

備
書

を
公

表
。

19
98

年
、

市
ア

セ
ス

審
査

委
員

が
｢環

境
へ

の
影

響
は

明
ら

か
｣と

す
る

答
申

を
提

出
。

名
古

屋
市

は
人

口
干

潟
を

造
成

す
る

こ
と

を
条

件
に

埋
立

を
実

行
に

移
そ

う
と

し
た

。
し

か
し

、
環

境
庁

か
ら

人
工

干
潟

で
は

現
環

境
の

維
持

は
難

し
い

と
の

見
解

が
発

表
さ

れ
た

こ
と

も
あ

り
、

名
古

屋
市

は
藤

前
干

潟
の

埋
立

を
断

念
。

反
対

基
本

的
に

反
対

答
申

を
提

出
市

の
環

境
影

響
評

価
審

査
委

員
（住

民
側

）

諫
早

干
潟

の
渡

り
鳥

が
激

減
し

た
前

例
。

特
に

な
し

。
人

工
干

潟
の

造
成

と
い

う
代

替
案

で
強

行
失

敗
断

念
ア

セ
ス

メ
ン

ト
の

不
備

。

w
w

w
.s

e
s.

us
p
.a

c.
j

p
/
la

b/
ka

n
ay

ak
e
n

/
se

ik
a/

5t
h
/p

d
f/

s
ak

ur
ai

/
ch

ap
te

r3
.

p
d
f

2
7

三
重

県
四

日
市

市
の

ガ
ス

化
溶

融
炉

建
設

1
99

9

「
財

団
法

人
三

重
県

環
境

保
全

事
業

団
」が

厚
生

大
臣

か
ら

廃
棄

物
処

理
セ

ン
タ

ー
の

指
定

を
受

け
た

の
は

９
９

年
１

１
月

２
２

日
。

全
国

で
9番

目
の

指
定

で
あ

る
。

事
業

団
が

セ
ン

タ
ー

事
業

と
し

て
計

画
し

た
事

業
内

容
は

以
下

の
と

お
り

。
　

ま
ず

直
営

す
る

小
山

処
分

場
（
四

日
市

市
小

山
町

）
が

埋
立

て
終

了
間

近
と

な
っ

た
た

め
、

同
地

域
脇

に
埋

立
容

量
１

７
８

万
m

3処
分

場
を

セ
ン

タ
ー

事
業

と
し

て
建

設
す

る
。

併
せ

て
同

地
に

１
日

処
理

量
２

４
０

ト
ン

の
ガ

ス
化

溶
融

施
設

を
つ

く
り

、
県

下
３

２
～

３
９

の
市

町
村

か
ら

の
下

水
汚

泥
と

都
市

ご
み

焼
却

残
渣

お
よ

び
県

内
事

業
所

か
ら

の
産

業
廃

棄
物

を
混

合
処

理
す

る
。

建
設

室
は

９
９

年
５

月
か

ら
溶

融
処

理
検

討
委

員
会

を
立

ち
上

げ
た

。
３

回
の

委
員

会
を

経
て

「
ガ

ス
化

溶
融

炉
」
の

採
用

を
決

定
し

、
2
00

0
年

２
月

７
日

、
機

種
選

定
委

員
会

を
設

置
し

て
公

募
を

行
な

っ
た

。
１

週
間

後
、

こ
の

分
野

で
１

件
で

も
シ

ェ
ア

を
広

げ
た

い
メ

ー
カ

ー
１

０
社

、
早

々
と

名
乗

り
を

あ
げ

た
。

反
対

基
本

的
に

反
対

答
申

の
提

出
。

署
名

活
動

。
建

設
仮

処
分

申
立

書
提

出
。

「
み

ど
り

と
環

境
を

守
る

四
日

市
市

民
の

会
」

結
成

。
な

ど

地
域

住
民

突
然

の
立

地
選

定
。

セ
ン

タ
ー

側
の

対
応

へ
の

不
信

感

講
演

会
。

「
法

的
手

続
き

に
し

た
が

っ
て

・
・・

」
の

繰
り

返
し

強
行

建
設

質
問

に
対

し
て

の
回

答
に

誠
意

が
な

い
。

h
tt

p:
//

w
w

w
.c

ty
-

n
e
t.
ne

.jp
/~

m
id

o
-

ka
n/

si
te

1
/
ke

ii0
2
.

h
tm

、
h
tt

p:
//

w
w

w
.g

e
o
c
i

ti
e
s.

c
o
.jp

/N
at

ur
e

L
an

d
/
57

57
/
yo

u
y

u
ro

/

産
業

廃
棄

物
に

関
す

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
事

例
(9

/
10

)
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事
例

年
代

概
要

住
民

の
タ

イ
プ

住
民

の
立

場
住

民
の

行
動

住
民

の
属

性
住

民
の

反
対

理
由

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ツ

ー
ル

(手
法

）
効

果
合

意
形

成
課

題
備

考
参

考
文

献

反
対

基
本

的
に

反
対

答
申

の
提

出
。

署
名

活
動

。
建

設
仮

処
分

申
立

書
提

出
。

「
み

ど
り

と
環

境
を

守
る

四
日

市
市

民
の

会
」

結
成

。
な

ど

地
域

住
民

27
つ

づ
き

2
00

0
年

8
月

に
は

県
条

例
に

基
づ

く
環

境
影

響
評

価
作

業
を

終
了

し
、

「
工

事
中

お
よ

び
供

用
時

と
も

環
境

に
及

ぼ
す

影
響

は
軽

微
」
と

の
結

論
を

下
し

た
。

溶
融

施
設

の
建

設
予

定
地

は
四

日
市

市
の

中
心

部
、

近
鉄

四
日

市
駅

か
ら

西
へ

8.
8k

m
入

っ
た

小
山

町
だ

が
、

そ
の

北
東

約
８

０
０

ｍ
の

と
こ

ろ
に

桜
台

団
地

と
い

う
規

模
の

大
き

な
新

興
住

宅
地

が
あ

る
。

今
回

の
事

業
に

つ
い

て
の

住
民

説
明

会
は

２
０

０
０

年
３

月
、

建
設

予
定

地
で

あ
る

小
山

町
で

開
い

た
だ

け
（
出

席
者

３
０

名
）で

、
ア

セ
ス

の
答

申
結

果
と

計
画

に
対

す
る

意
見

聴
取

に
つ

い
て

は
同

じ
く
小

山
町

住
民

に
限

定
し

て
行

な
っ

た
だ

け
で

あ
る

。
こ

れ
に

対
し

て
前

記
住

宅
密

集
地

の
桜

台
、

桜
新

町
、

桜
花

台
、

な
ど

の
住

民
有

志
が

１
０

月
６

日
、

1
,7

69
名

の
意

見
書

を
廃

棄
物

処
理

法
に

基
づ

い
て

北
川

正
恭

県
知

事
に

提
出

し
た

。
住

民
は

三
重

県
の

掲
げ

る
「
生

活
者

起
点

に
重

点
を

置
い

た
ア

カ
ウ

ン
タ

ビ
リ

テ
ィ

（
説

明
責

任
）
」
と

は
ほ

ど
遠

い
姿

勢
、

と
態

度
を

硬
化

さ
せ

た
。

同
年

１
２

月
１

８
日

夜
、

住
民

側
要

求
で

桜
地

区
で

の
第

二
回

説
明

会
が

開
催

さ
れ

た
。

説
明

会
場

の
桜

中
学

校
体

育
館

に
は

子
ど

も
連

れ
か

ら
高

齢
者

ま
で

の
幅

広
い

年
代

の
住

民
約

４
０

０
人

が
詰

め
掛

け
、

「
住

民
団

地
の

傍
に

な
ぜ

」
と

い
う

立
地

問
題

に
集

中
し

た
が

、
同

時
に

「住
民

同
意

」
に

も
矛

先
が

向
け

ら
れ

た
。

こ
れ

に
対

し
県

側
は

、
「
廃

棄
物

の
排

出
量

の
多

い
四

日
市

市
内

に
絞

り
、

現
在

あ
る

小
山

最
終

処
分

場
と

の
一

体
的

整
備

と
、

コ
ス

ト
面

か
ら

こ
の

地
を

決
め

た
」
と

回
答

し
た

。
県

側
は

「法
的

手
続

き
に

沿
っ

て
―

―
」
を

繰
り

返
す

だ
け

、
説

明
会

は
住

民
の

不
信

感
を

一
層

増
幅

し
た

だ
け

に
終

わ
っ

た
。

あ
く
ま

で
建

設
が

前
提

で
、

白
紙

に
戻

す
こ

と
は

な
い

。
説

明
会

の
回

を
重

ね
る

こ
と

に
よ

っ
て

「
ご

理
解

い
た

だ
い

た
」
と

し
、

あ
と

は
「
反

対
は

一
部

住
民

」
（
行

政
は

、
自

治
会

長
一

人
が

賛
成

な
ら

ば
、

あ
と

の
９

９
人

の
住

民
が

反
対

で
も

、
そ

の
地

区
は

賛
成

と
判

断
す

る
）
と

し
て

、
あ

と
は

、
住

民
（
被

害
者

）代
表

の
入

っ
て

い
な

い
審

査
会

に
諮

問
、

ゴ
ー

サ
イ

ン
で

終
わ

り
。

産
業

廃
棄

物
に

関
す

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
事

例
(1

0/
10

)

強
行

建
設

質
問

に
対

し
て

の
回

答
に

誠
意

が
な

い
。

h
tt

p
:/

/
w

w
w

.c
ty

-
n
e
t.
ne

.jp
/~

m
id

o
-

ka
n/

si
te

1
/
ke

ii0
2
.

ht
m

、
h
tt

p:
//

w
w

w
.g

e
o
c
i

ti
e
s.

co
.jp

/
N

at
u
re

L
an

d
/5

7
57

/
yo

u
y

u
ro

/

突
然

の
立

地
選

定
。

セ
ン

タ
ー

側
の

対
応

へ
の

不
信

感

講
演

会
。

「
法

的
手

続
き

に
し

た
が

っ
て

・
・・

」
の

繰
り

返
し
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事
例

年
代

概
要

住
民

の
タ

イ
プ

住
民

の
立

場
住

民
の

行
動

住
民

の
属

性
住

民
の

反
対

理
由

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ツ

ー
ル

(手
法

）
効

果
合

意
形

成
課

題
備

考
参

考
文

献

1

カ
ナ

ダ
P

o
rt

 H
o
p
e 

A
re

aに
お

け
る

閉
鎖

さ
れ

る
放

射
性

廃
棄

物
処

分
場

の
事

例
事

業
者

：
国

住
民

に
よ

る
計

画
提

案
組

織
設

立

19
9
9

ウ
ラ

ン
、

ラ
ジ

ウ
ム

製
錬

活
動

（
19

3
0-

19
8
0）

に
よ

っ
て

生
じ

た
残

渣
の

処
分

施
設

の
閉

鎖
活

動
。

1
99

9
年

、
地

元
P

o
rt

 H
o
p
e 

A
re

aの
自

治
体

か
ら

、
そ

こ
を

レ
ク

レ
ー

シ
ョ

ン
施

設
と

し
て

跡
地

利
用

す
る

こ
と

を
連

邦
政

府
に

提
案

。
2
0
04

年
に

は
町

の
議

会
が

地
元

住
民

に
よ

る
委

員
会

を
作

り
、

跡
地

利
用

計
画

の
提

案
や

、
住

民
同

士
の

意
見

交
換

を
進

め
て

い
る

。
2
00

1
年

か
ら

跡
措

置
の

た
め

の
環

境
影

響
評

価
を

開
始

。

行
動

型
・
協

調
型

条
件

付
賛

成

諮
問

委
員

会
に

参
加

し
、

跡
地

利
用

計
画

に
対

す
る

提
案

を
行

う

・地
元

及
び

そ
の

周
辺

住
民

・地
元

自
治

体

・
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

、
オ

ー
プ

ン
ハ

ウ
ス

に
よ

る
意

見
交

換
・
ニ

ュ
ー

ス
レ

タ
ー

の
発

行
(情

報
提

供
、

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
等

の
開

催
案

内
、

質
問

の
回

答
な

ど
）

・
跡

地
利

用
に

つ
い

て
1
8ヶ

月
か

け
て

利
害

関
係

者
に

跡
地

利
用

の
ベ

ネ
フ

ィ
ッ

ト
に

関
す

る
説

明
会

の
実

施
（施

設
オ

プ
シ

ョ
ン

：
A

)教
育

+
娯

楽
、

B
)庭

園
＋

教
育

＋
ス

ポ
ー

ツ
、

C
)ラ

ン
ド

マ
ー

ク
）

・
地

元
の

意
見

を
踏

ま
え

た
、

跡
地

利
用

計
画

の
作

成
進

行
中

・カ
ナ

ダ
に

は
レ

ク
リ

エ
ー

シ
ョ

ン
施

設
と

し
て

利
用

す
る

こ
と

を
認

可
さ

れ
た

処
分

施
設

が
な

い
こ

と
・レ

ク
レ

ー
シ

ョ
ン

施
設

に
つ

い
て

、
教

育
テ

ー
マ

の
設

定

・
住

民
が

参
加

し
た

諮
問

委
員

会
の

設
置

・
「
T
h
e
 

M
un

ic
ip

al
it
y 

o
f 

P
o
rt

 H
o
p
e
」H

P
・
「
L
o
w

-
L
e
ve

l 
R

ad
io

ac
ti
ve

 
W

as
te

 
M

an
ag

e
m

en
t 

O
ff

ic
e
」H

P
・
「
T
h
e
 1

1
th

 
In

te
rn

at
io

n
al

 
C

o
nf

e
re

n
ce

 o
n 

E
n
vi

ro
n
m

en
ta

l 
R

e
m

e
di

at
io

n 
an

d
 

R
ad

io
ac

ti
ve

 
W

as
te

 
M

an
ag

e
m

en
t」

(I
C

E
M

'0
7)

(講
演

会
）

2

ア
メ

リ
カ

M
o
ab

製
錬

場
の

施
設

跡
措

置
計

画
の

事
例

事
業

者
：
民

間
⇒

国

19
9
3

1
99

3
年

に
M

o
ab

ウ
ラ

ン
製

錬
場

の
原

位
置

で
の

修
復

活
動

に
対

す
る

疑
問

が
発

生
し

た
。

修
復

活
動

は
事

業
者

の
義

務
で

あ
る

が
、

廃
止

措
置

中
に

破
産

し
、

そ
の

後
、

米
国

エ
ネ

ル
ギ

ー
省

（D
O

E
)が

行
な

う
こ

と
に

な
っ

た
。

D
O

E
は

利
害

関
係

者
と

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

を
重

ね
、

地
形

的
に

安
定

な
サ

イ
ト

へ
の

移
転

が
決

ま
っ

た
。

対
立

型
⇒

協
調

型
反

対

・製
錬

場
周

辺
住

民 ・移
転

サ
イ

ト
周

辺
住

民
・環

境
団

体
・サ

イ
ト

下
流

の
水

利
用

者

・
河

川
の

汚
染

に
よ

る
健

康
被

害
へ

の
懸

念 ・
未

来
の

土
地

利
用

・
景

観

・
パ

ブ
リ

ッ
ク

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ ・
形

式
ば

ら
な

い
意

見
交

換
会

・
小

規
模

グ
ル

ー
プ

の
会

合
へ

の
参

加
（招

待
さ

れ
た

時
）

・
定

期
的

な
ニ

ュ
ー

ス
レ

タ
ー

の
発

行
・
ニ

ュ
ー

ス
メ

デ
ィ

ア
、

利
害

関
係

者
へ

の
ニ

ュ
ー

ス
リ

リ
ー

ス
・
地

方
紙

に
パ

ブ
リ

ッ
ク

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

の
結

果
、

・
パ

ブ
リ

ッ
ク

コ
メ

ン
ト

を
受

け
て

オ
フ

サ
イ

ト
の

処
分

候
補

地
が

決
定

進
行

中

・
2
00

3
年

：3
箇

所
の

候
補

地
周

辺
の

町
で

パ
ブ

リ
ッ

ク
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
を

開
催 ・
2
00

4
年

１
１

月
：M

o
ab

を
含

む
候

補
地

の
環

境
影

響
評

価
を

公
表

・
2
00

5
年

1～
2月

：パ
ブ

リ
ッ

ク
コ

メ
ン

ト
を

受
け

取
る

た
め

の
公

聴
会

、
パ

ブ
リ

ッ
ク

コ
メ

ン
ト

受
付

・
4
月

：
C

re
sc

e
n
t 

J
u
nn

c
ti
o
nで

の
処

分
を

発
表

・
D

O
E
：
「M

o
ab

 
P

ro
je

ct
 P

u
bl

ic
 

P
ar

ti
c
ip

at
io

n
 

P
la

n
」
(2

00
5
)

・
D

O
E
：
「M

o
ab

 
P

ro
je

ct
 P

u
bl

ic
 

P
ar

ti
c
ip

at
io

n
 

P
la

n
」
(2

00
8
)

3

ア
ル

ゼ
ン

チ
ン

E
ze

iz
a 

R
ad

io
ac

ti
ve

 W
as

te
 

M
an

ag
em

en
t 

A
re

a(
E
M

A
)の

処
分

場
操

業
の

事
例

事
業

者
：
N

at
io

na
l 
A

to
m

ic
 

E
n
er

gy
 C

o
m

m
is

si
o
n

20
0
1

E
M

A
で

は
19

8
6年

の
チ

ェ
ル

ノ
ブ

イ
リ

事
故

以
降

、
環

境
団

体
等

に
よ

る
影

響
で

地
域

住
民

が
不

信
感

を
持

つ
よ

う
に

な
っ

た
。

20
01

年
に

地
下

水
位

の
問

題
で

処
分

活
動

を
中

断
し

安
全

性
の

再
評

価
を

行
い

、
そ

の
結

果
及

び
地

域
社

会
の

問
題

か
ら

、
処

分
を

続
け

な
い

こ
と

が
決

ま
っ

た
。

不
信

・E
M

A
周

辺
住

民

・
チ

ェ
ル

ノ
ブ

イ
リ

事
故

に
よ

る
恐

怖
・
N

G
O

、
環

境
団

体
か

ら
の

サ
イ

ト
周

辺
帯

水
層

の
汚

染
情

報
。

・
学

校
、

民
間

団
体

な
ど

地
域

社
会

と
討

議
・
E
ze

iz
a原

子
力

セ
ン

タ
ー

に
招

待

・
な

し
・
住

民
の

不
信

感
を

取
り

除
け

な
か

っ
た

こ
と

が
一

つ
の

要
因

と
な

り
処

分
の

中
止

を
決

め
た

地
域

社
会

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

当
初

か
ら

参
加

す
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

実
施

。

・
IA

E
A

：
「
IA

E
A

-
T
E
C

D
O

C
-1

55
3
」

(2
00

7
)

4

ベ
ル

ギ
ー

低
レ

ベ
ル

廃
棄

物
処

分
場

立
地

の
事

例

事
業

者
：
国

19
9
9

放
射

性
廃

棄
物

・核
物

質
管

理
庁

（
O

N
D

R
A

F
-
N

IR
A

S
)は

1
99

4
年

に
処

分
可

能
な

国
内

の
9
8
の

地
域

に
つ

い
て

報
告

書
を

出
し

た
が

、
全

て
の

地
域

の
議

会
か

ら
拒

絶
の

意
向

が
示

さ
れ

た
。

O
N

D
R

A
F
-N

IR
A

S
は

地
方

の
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
と

共
同

し
て

、
専

門
的

な
研

究
を

行
う

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
計

画
し

、
1
99

9
～

20
0
3
年

に
3
自

治
体

が
参

加
を

申
し

出
、

2
自

治
体

で
計

画
が

承
認

さ
れ

た
。

行
動

型
・
協

調
型

条
件

付
賛

成

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

で
設

計
や

計
画

作
成

な
ど

に
協

力

・地
元

住
民

・
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
　

－
フ

ォ
ー

ラ
ム

の
開

催 　
－

住
民

参
画

で
の

共
同

し
た

処
分

場
の

計
画

立
案

・
2
つ

の
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
で

作
成

し
た

計
画

が
各

自
治

体
で

承
認

(2
00

5)
・
承

認
さ

れ
た

計
画

は
国

に
申

請

合
意

・
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
に

参
加

し
た

自
治

体
は

予
備

調
査

に
興

味
を

示
し

た
地

域
。

・
パ

ー
ト

ナ
ー

シ
ッ

プ
を

結
ん

だ
デ

ッ
セ

ル
自

治
体

で
は

計
画

に
お

い
て

、
次

の
条

件
が

満
た

さ
れ

れ
ば

、
処

分
場

を
受

け
入

れ
る

と
し

て
い

る
　

－
デ

ッ
セ

ル
持

続
性

基
金

の
設

立
、

環
境

計
画

へ
の

参
加

な
ど

、
地

域
社

会
に

プ
ラ

ス
が

あ
る

こ
と

、
　

－
処

分
の

最
終

段
階

ま
で

、
放

射
性

廃
棄

物
管

理
に

対
す

る
透

明
性

の
確

保
、

原
子

力
に

関
す

る
中

核
的

拠
点

と
し

て
の

機
能

維
持

お
よ

び
雇

用
確

保
な

ど
が

確
約

さ
れ

る
こ

と

・
IA

E
A

：
「
IA

E
A

-
T
E
C

D
O

C
-1

55
3
」

(2
00

7
)

・
(財

)原
子

力
環

境
整

備
促

進
・
資

金
管

理
セ

ン
タ

ー
 H

P
（
諸

外
国

の
高

レ
ベ

ル
放

射
性

廃
棄

物
処

分
等

の
状

況
）

放
射

性
廃

棄
物

の
処

分
場

立
地

等
に

関
す

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
事

例
(1

/
4
)

「
ウ

ラ
ン

鉱
山

、
原

子
力

施
設

等
に
関

す
る

事
例

」
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事
例

年
代

概
要

住
民

の
タ

イ
プ

住
民

の
立

場
住

民
の

行
動

住
民

の
属

性
住

民
の

反
対

理
由

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
効

果
合

意
形

成
課

題
備

考
参

考
文

献

5

カ
ナ

ダ
低

レ
ベ

ル
廃

棄
物

処
分

及
び

中
間

レ
ベ

ル
の

深
地

層
貯

蔵
施

設
計

画
の

事
例

事
業

者
：
民

間
（
O

P
G

)

20
0
2

K
in

c
ar

d
in

e自
治

体
と

発
電

事
業

者
（
O

P
G

)の
間

で
低

レ
ベ

ル
、

中
間

レ
ベ

ル
の

廃
棄

物
の

処
分

及
び

貯
蔵

施
設

計
画

を
、

2
00

2
年

4月
に

自
治

体
と

協
議

し
て

策
定

す
る

こ
と

を
決

め
た

。
計

画
を

策
定

し
た

後
、

同
1
0

月
か

ら
情

報
提

供
を

進
め

、
世

論
調

査
を

行
っ

た
結

果
、

6
0
%が

賛
成

で
あ

っ
た

。
そ

の
後

、
周

辺
自

治
体

へ
の

情
報

提
供

も
進

め
て

い
る

。
2
0
04

年
に

は
自

治
体

と
立

地
協

定
を

締
結

し
た

。

協
調

型
半

数
以

上
が

賛
成

・地
元

住
民

・隣
接

自
治

体
住

民

・
新

聞
広

告
（
週

1度
）

・
説

明
会

（キ
ー

と
な

る
ス

テ
ー

ク
ホ

ル
ダ

ー
、

議
員

、
批

判
的

な
グ

ル
ー

プ
）

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
会

報
の

住
民

へ
の

送
付

（一
部

の
会

報
は

全
住

民
へ

）
・
建

設
を

支
持

す
る

か
ど

う
か

の
地

元
住

民
へ

の
意

識
調

査
・
地

域
振

興
策

　
－

廃
棄

物
管

理
施

設

・
地

元
住

民
に

対
す

る
世

論
調

査
で

半
数

以
上

の
支

持
・
周

辺
の

住
民

に
お

い
て

も
概

ね
肯

定
的

な
状

況
(一

部
の

グ
ル

ー
プ

が
懸

念
）

進
行

中

今
後

の
環

境
ア

セ
ン

ス
メ

ン
ト

に
向

け
て

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

拡
大

を
図

る

・
地

元
に

原
子

力
発

電
所

が
あ

る
こ

と
か

ら
、

住
民

に
知

識
が

あ
り

、
ま

た
事

業
者

と
良

好
な

関
係

に
あ

っ
た

。

・
「
IA

E
A

-
T
E
C

D
O

C
-1

55
3
」

(2
00

7
)

・
(財

)原
子

力
環

境
整

備
促

進
・
資

金
管

理
セ

ン
タ

ー
 H

P
（
諸

外
国

の
高

レ
ベ

ル
放

射
性

廃
棄

物
処

分
等

の
状

況
）

6

チ
ェ

コ
貯

蔵
･処

分
施

設
立

地
の

事
例

事
業

者
：
国

20
0
3

1
99

9
年

国
営

の
放

射
性

廃
棄

物
を

扱
う

機
関

（R
A

W
R

A
)が

設
置

さ
れ

、
貯

蔵
施

設
全

て
を

管
理

し
て

い
る

。
R

A
W

R
A

は
施

設
地

域
の

住
民

と
良

好
な

関
係

を
維

持
し

て
い

る
。

20
03

年
か

ら
は

深
地

層
で

の
貯

蔵
に

向
け

て
話

し
合

う
こ

と
を

承
認

し
た

4
地

域
の

議
会

と
覚

書
を

交
わ

し
た

が
、

1
地

域
は

住
民

投
票

の
結

果
取

り
下

げ
た

。

協
調

型

・
イ

ン
フ

ォ
メ

ー
シ

ョ
ン

セ
ン

タ
ー

の
設

置
(サ

イ
ト

の
歴

史
等

、
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

接
続

）
・
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

に
よ

る
情

報
提

供
・
R

A
W

R
A

、
廃

棄
物

発
生

者
、

自
治

体
関

係
者

か
ら

な
る

委
員

会
・
ス

イ
ス

、
ド

イ
ツ

、
ス

ェ
ー

デ
ン

の
地

下
研

究
施

設
の

見
学

会
・
R

A
W

R
A

ロ
ゴ

入
り

の
日

用
品

の
配

布
（
鉛

・
3
地

域
に

お
い

て
施

設
立

地
の

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

を
行

な
う

こ
と

を
承

認
進

行
中

・公
衆

の
放

射
性

廃
棄

物
に

対
す

る
視

点
の

把
握

・公
衆

に
対

し
て

放
射

性
廃

棄
物

問
題

の
意

識
を

増
大

さ
せ

る
こ

と

・
「
IA

E
A

-
T
E
C

D
O

C
-1

55
3
」

(2
00

7
)

・
R

A
W

R
A

：「
P

la
n
 

o
f 
ac

ti
vi

ti
es

 a
n
d
 

b
u
dg

e
t 

o
f 

th
e
 

R
ad

io
ac

ti
ve

 
W

as
te

 
R

e
po

si
to

ry
 

A
u
th

o
ri
ty

 f
o
r 

2
0
07

 a
n
d
 t

h
re

e
-

ye
ar

 a
nd

 l
o
n
g-

te
rm

 p
la

n
s」

(2
00

6
)

7

ハ
ン

ガ
リ

ー
中

低
レ

ベ
ル

放
射

性
廃

棄
物

処
分

場
立

地
の

事
例

事
業

者
：
国

19
8
3

1
98

3
年

に
O

fa
lu

を
候

補
地

と
し

、
調

査
活

動
を

開
始

し
た

。
候

補
地

周
辺

で
説

明
会

を
行

っ
た

が
、

意
思

決
定

の
プ

ロ
セ

ス
（
地

元
の

意
思

に
関

係
な

く
計

画
が

進
め

ら
れ

た
）の

面
で

地
元

地
域

か
ら

反
対

を
受

け
た

。
公

衆
へ

の
対

応
の

間
違

い
を

悟
り

、
方

針
を

改
め

、
国

内
で

予
備

調
査

を
実

施
し

た
後

、
候

補
と

な
り

う
る

そ
れ

ぞ
れ

の
自

治
体

へ
の

オ
フ

ァ
ー

か
ら

始
め

た
。

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

結
果

数
箇

所
の

候
補

地
か

ら
賛

成
の

意
を

受
け

、
B

at
aa

pa
ti
に

立
地

が
決

ま
っ

た
。

当
初

候
補

地
：

対
立

型
方

針
変

更
後

：
協

調
型

住
民

の
立

場
大

多
数

が
支

持

・地
元

及
び

周
辺

住
民

・地
元

及
び

隣
接

自
治

体

当
初

候
補

地
・
健

康
被

害
・
な

ぜ
自

分
た

ち
が

受
入

れ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
か

（
当

初
）

・
説

明
会

(方
針

変
更

後
）

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

立
地

に
関

す
る

情
報

連
絡

会
・
メ

デ
ィ

ア
を

通
し

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

広
報

・
原

子
力

発
電

所
（
廃

棄
物

の
発

生
場

所
）
や

既
存

の
処

分
施

設
へ

の
見

学
会

、
従

業
員

と
の

対
話

・
監

視
お

よ
び

情
報

提
供

を
行

う
組

織
を

周
辺

自
治

体
で

設
立

・
数

箇
所

の
自

治
体

が
候

補
地

と
し

て
賛

成
・
自

治
体

か
ら

の
立

地
同

意
を

獲
得

・
立

地
地

域
の

住
民

の
大

多
数

が
支

持

合
意

・
1
96

3
年

か
ら

、
パ

ク
シ

ュ
原

子
力

発
電

公
社

の
P

us
p
o
ks

zi
la

y処
分

場
が

運
営

さ
れ

て
い

た
が

、
サ

イ
ト

を
拡

張
す

る
際

、
周

辺
地

域
が

地
震

帯
に

属
す

る
こ

と
、

地
層

の
浸

水
性

や
岩

盤
移

動
性

な
ど

の
処

分
の

安
全

性
、

廃
棄

物
の

移
送

経
路

に
問

題
が

あ
る

こ
と

な
ど

が
指

摘
さ

れ
、

住
民

の
反

対
活

動
が

激
化

し
た

こ
と

か
ら

、
1
9
97

年
か

ら
移

送
が

中
止

し
て

い
る

。

・
IA

E
A

：
「
IA

E
A

-
T
E
C

D
O

C
-1

55
3
」

(2
00

7
)

・
「
原

子
力

百
科

事
典

A
T
O

M
IC

A
」H

P
（
ハ

ン
ガ

リ
ー

の
核

燃
料

サ
イ

ク
ル

 ）

8

ポ
ー

ラ
ン

ド
既

存
放

射
性

廃
棄

物
貯

蔵
所

操
業

の
事

例
事

業
者

：
国

19
8
8

1
98

8
年

ま
で

は
サ

イ
ト

情
報

に
つ

い
て

は
地

元
自

治
体

を
含

め
住

民
に

は
ほ

と
ん

ど
知

ら
さ

れ
て

い
な

か
っ

た
。

1
98

8年
、

IA
E
A

が
サ

イ
ト

の
安

全
評

価
に

つ
い

て
、

事
業

体
（
N

R
W

R
)に

提
出

を
求

め
、

そ
れ

に
よ

り
、

地
元

が
サ

イ
ト

に
つ

い
て

の
情

報
を

得
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う

に
な

っ
た

。
情

報
が

隠
さ

れ
て

い
た

こ
と

に
よ

り
、

サ
イ

ト
に

関
係

を
持

つ
人

々
に

不
信

感
が

持
た

れ
れ

る
こ

と
に

な
っ

た
た

め
、

社
会

的
信

用
を

回
復

す
る

た
め

に
、

N
R

W
R

は
自

治
体

と
の

間
で

交
流

の
た

め
の

協
定

を
結

ん
だ

。

不
信

・地
元

住
民

・地
元

自
治

体

・
情

報
隠

蔽
に

よ
る

事
業

者
へ

の
不

信
感

・
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
、

公
聴

会
、

講
義

、
セ

ミ
ナ

ー
に

よ
る

情
報

の
公

開
・
イ

ン
フ

ォ
メ

ー
シ

ョ
ン

セ
ン

タ
ー

に
よ

る
公

衆
へ

の
情

報
提

供
（環

境
レ

ポ
ー

ト
、

新
聞

記
事

、
テ

レ
ビ

映
像

な
ど

）
・
貯

蔵
所

の
運

営
の

安
全

性
に

関
す

る
会

合
（
地

方
議

員
）
や

放
射

性
安

全
に

関
す

る
委

員
会

の
開

催

・
「
IA

E
A

-
T
E
C

D
O

C
-1

55
3
」

(2
00

7
)

9
ス

ロ
ベ

ニ
ア

中
低

レ
ベ

ル
放

射
性

廃
棄

物
処

分
場

立
地

の
事

例
20

0
4

1
99

0
～

19
9
3年

、
住

民
関

与
が

不
十

分
で

、
最

初
の

サ
イ

ト
選

定
が

失
敗

し
た

。
そ

の
後

、
サ

イ
ト

の
公

募
と

技
術

的
な

選
定

の
2
面

で
サ

イ
ト

選
定

を
進

め
て

い
る

。
20

0
4年

、
全

て
の

自
治

体
に

受
入

に
つ

い
て

打
診

し
、

８
つ

の
地

方
自

治
体

が
申

込
ん

だ
（
2ヵ

月
後

、
3自

治
体

が
撤

回
）
。

協
調

型

・地
元

住
民

・地
元

自
治

体
・環

境
団

体
・ジ

ャ
ー

ナ
リ

ス
ト

・
住

民
関

与
が

不
十

分

・
無

料
教

材
の

配
布

（
学

校
、

公
共

図
書

館
）

・
地

方
自

治
体

関
係

者
へ

の
プ

レ
ゼ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

・
w

e
b
メ

ー
ル

に
よ

る
直

接
伝

達
・
ジ

ャ
ー

ナ
リ

ス
ト

へ
の

・
5
自

治
体

が
サ

イ
ト

候
補

地
と

し
て

立
候

補
進

行
中

・
「
IA

E
A

-
T
E
C

D
O

C
-1

55
3
」

(2
00

7
)

放
射

性
廃

棄
物

の
処

分
場

立
地

等
に

関
す

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
事

例
(2

/
4
)

JAEA-Research 2008-086

－52－



事
例

年
代

概
要

住
民

の
タ

イ
プ

住
民

の
立

場
住

民
の

行
動

住
民

の
属

性
住

民
の

反
対

理
由

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
効

果
合

意
形

成
課

題
備

考
参

考
文

献

1
0

フ
ィ

ン
ラ

ン
ド

高
レ

ベ
ル

放
射

性
廃

棄
物

処
分

場
立

地
の

事
例

事
業

者
：
民

間
（
P

o
si

va
)

19
8
6

1
98

6
年

よ
り

原
子

力
会

社
（
T
V

O
社

)
に

よ
っ

て
5
地

域
で

予
備

調
査

が
開

始
さ

れ
、

1
99

3
年

に
は

4
地

域
が

候
補

地
点

と
し

て
提

案
さ

れ
る

。
1
99

5
年

、
原

子
力

会
社

に
よ

っ
て

、
処

分
を

行
う

P
o
si

va
社

が
設

立
さ

れ
、

候
補

地
点

の
環

境
影

響
評

価
が

行
わ

れ
た

。
1
9
99

年
に

は
O

lk
ili

o
to

を
候

補
地

点
と

し
て

申
請

後
、

市
議

会
、

政
府

、
国

議
会

に
よ

っ
て

承
認

さ
れ

(2
0
0
1年

）
、

20
03

年
か

ら
地

下
研

究
施

設
の

建
設

が
開

始
さ

れ
た

。

協
調

型
賛

成
・地

元
住

民

・
放

射
性

廃
棄

物
処

分
場

立
地

に
関

す
る

環
境

影
響

評
価

へ
の

関
係

者
の

参
加

・
地

域
住

民
へ

の
説

明
会 ・
施

設
見

学
会

・
広

報
誌

、
w

e
b
に

よ
る

広
報

・
地

元
高

校
で

放
射

性
廃

棄
物

管
理

に
関

す
る

教
育

を
実

施
・
地

域
振

興
策

　
－

高
齢

者
向

け
施

設
建

設
資

金
の

貸
与

・
自

治
体

及
び

国
か

ら
処

分
場

立
地

の
同

意
を

獲
得

(高
レ

ベ
ル

放
射

性
廃

棄
物

処
分

場
と

し
て

世
界

初
）

合
意

・
立

地
決

定
に

係
る

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
に

お
い

て
、

○
住

民
参

加
の

機
会

確
保

が
十

分
、

○
処

分
の

代
替

案
に

対
す

る
情

報
が

少
な

か
っ

た
、

○
資

金
面

で
反

対
派

が
独

自
の

専
門

家
を

雇
用

で
き

な
か

っ
た

、
な

ど
の

意
見

が
出

さ
れ

て
い

る

・
大

越
他

：放
射

性
廃

棄
物

管
理

施
設

の
立

地
に

お
け

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
(原

子
力

学
会

和
文

論
文

誌
,2

00
7
）

・
「
(財

)原
子

力
環

境
整

備
促

進
・資

金
管

理
セ

ン
タ

ー
」

H
P

（
諸

外
国

の
高

レ
ベ

ル
放

射
性

廃
棄

物
処

分
等

の
状

況
）

1
1

ス
ウ

ェ
ー

デ
ン

高
レ

ベ
ル

放
射

性
廃

棄
物

処
分

場
立

地
の

事
例

事
業

者
：
民

間
（
S
K
B

)

19
8
0

1
98

0
年

代
、

2
箇

所
の

調
査

地
点

で
地

域
住

民
の

反
対

活
動

で
処

分
場

の
立

地
が

中
断

し
た

た
め

、
立

地
選

定
と

処
分

施
設

の
操

業
を

段
階

的
に

地
元

自
治

体
の

了
解

を
得

な
が

ら
進

め
る

こ
と

に
決

ま
っ

た
。

1
9
93

年
に

は
公

募
で

8地
域

が
立

候
補

し
、

19
99

年
に

か
け

て
調

査
活

動
を

実
施

(途
中

2
地

域
が

住
民

投
票

の
結

果
で

調
査

継
続

を
拒

否
）
。

20
00

年
に

は
3
地

域
に

絞
り

詳
細

調
査

を
行

う
こ

と
を

提
案

し
、

そ
の

後
2
地

域
で

調
査

を
受

入
れ

た
。

協
調

型
賛

成
・地

元
住

民

・
放

射
性

廃
棄

物
処

分
場

立
地

に
関

す
る

環
境

影
響

評
価

へ
の

関
係

者
の

参
加

・
地

域
住

民
へ

の
説

明
会 ・
施

設
見

学
会

・
広

報
誌

、
w

e
b
に

よ
る

広
報

・
地

元
の

学
校

に
放

射
性

廃
棄

物
管

理
を

行
う

職
員

を
2名

配
置

・
地

域
振

興
策

　
－

建
設

工
事

の
地

元
発

注

・
8
地

域
が

立
候

補
・
2
地

域
で

処
分

場
の

詳
細

調
査

を
行

う
こ

と
が

決
定

・
地

元
住

民
は

国
内

全
体

の
住

民
よ

り
も

自
分

の
住

む
場

所
へ

の
施

設
の

誘
致

に
賛

意

進
行

中

・
関

係
者

の
合

意
を

得
た

主
要

な
要

因
と

し
て

、
一

般
市

民
の

信
頼

を
挙

げ
て

い
る

。
信

頼
を

得
る

た
め

の
条

件
は

透
明

性
、

公
開

性
並

び
に

組
織

と
業

務
の

中
立

性
が

強
調

さ
れ

て
い

る
。

・
経

済
的

メ
リ

ッ
ト

は
決

定
要

因
と

は
な

ら
な

い
が

、
有

利
に

働
く
と

考
え

ら
れ

る
。

・
大

越
他

：
「
放

射
性

廃
棄

物
管

理
施

設
の

立
地

に
お

け
る

リ
ス

ク
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

」
(原

子
力

学
会

和
文

論
文

誌
,2

00
7
）

・
「
(財

)原
子

力
環

境
整

備
促

進
・資

金
管

理
セ

ン
タ

ー
 

」
H

P
（
諸

外
国

の
高

レ
ベ

ル
放

射
性

廃
棄

物
処

分
等

の
状

況
）

19
8
0

日
本

ア
イ

ソ
ト

ー
プ

協
会

（
R

I協
会

）
、

岩
手

県
及

び
滝

沢
村

で
、

1
98

0
年

か
ら

医
療

R
I廃

棄
物

処
理

施
設

、
R

I医
薬

品
工

場
建

設
の

協
議

を
開

始
し

、
翌

年
滝

沢
村

か
ら

R
I

協
会

に
建

設
要

望
書

を
提

出
す

る
。

柳
沢

地
区

を
誘

致
先

と
す

る
が

、
1
98

2
年

誘
致

を
断

念
し

、
一

本
木

地
区

を
候

補
地

に
決

定
す

る
。

建
設

促
進

派
か

ら
の

請
願

を
採

択
し

、
1
9
83

年
か

ら
建

設
を

開
始

し
、

1
9
87

年
に

は
滝

沢
村

と
R

I協
会

で
公

害
防

止
に

関
す

る
協

定
を

結
ぶ

と
共

に
、

操
業

を
開

始
し

た
。

対
立

型
/
協

調
型

賛
成

派
と

反
対

派
が

混
在

・
反

対
派

は
第

1
回

説
明

会
を

ボ
イ

コ
ッ

ト
・
反

対
派

に
よ

る
公

開
討

論
会

。
・
施

設
着

工
時

、
反

対
派

が
示

威
行

動
(2

5
0

名
）
。

・地
権

者
・地

元
住

民

・
風

評
被

害
に

対
す

る
懸

念
・
事

業
者

の
秘

密
主

義
的

な
進

め
方

・
地

権
者

へ
の

説
明

会
・
村

主
催

の
説

明
会

・
地

域
振

興
策

　
－

R
I医

薬
品

工
場

建
設

（
未

実
施

）

・
建

設
促

進
派

の
請

願
を

受
け

て
施

設
を

建
設

、
操

業
開

始
合

意

・住
民

が
理

解
で

き
な

い
説

明
・ま

と
も

な
回

答
無

し
・反

対
派

住
民

と
の

対
話

無
し

・計
画

か
ら

調
査

に
お

い
て

透
明

性
、

公
開

性
が

低
い

(秘
密

主
義

）

リ
ス

ク
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

と
い

え
る

か
活

動
は

認
め

ら
れ

な
い

20
0
1

2
00

1
年

、
R

I協
会

は
す

べ
て

の
R

I廃
棄

物
を

処
理

す
る

た
め

、
処

理
施

設
の

増
設

を
村

に
申

込
ん

だ
が

、
村

は
住

民
の

計
画

へ
の

不
安

、
前

回
の

施
設

誘
致

時
の

よ
う

に
賛

成
派

と
反

対
派

で
二

分
す

る
こ

と
を

避
け

る
た

め
、

2
0
02

年
に

拒
否

の
回

答
を

行
っ

た
。

対
立

型
基

本
的

に
反

対

・
地

元
及

び
周

辺
住

民
で

組
織

す
る

実
行

委
員

会
を

組
織

し
、

R
I協

会
も

参
加

す
る

公
開

討
論

会
を

開
催

。
・
反

対
派

に
よ

る
住

民
勉

強
会

。

・地
元

、
周

辺
住

民 ・地
元

、
周

辺
自

治
体

・
R

I協
会

へ
の

不
信

感 －
前

回
の

施
設

の
強

行
的

な
建

設
－

前
回

約
束

の
製

薬
会

社
の

進
出

が
な

い

・
施

設
公

開
(年

1
回

）
・
地

域
有

識
者

、
住

民
対

象
説

明
会

・
公

開
討

論
会

・
な

し
・
新

規
施

設
増

設
に

つ
い

て
事

業
者

に
拒

否
回

答
非

合
意

・自
治

体
に

立
地

の
可

否
の

明
確

な
判

断
基

準
が

な
い

、
ま

た
科

学
的

な
判

断
を

す
る

た
め

の
支

援
が

な
い

・R
I協

会
は

安
全

性
の

説
明

に
苦

慮
・意

見
交

換
の

機
会

が
少

な
い

・R
I廃

棄
物

の
管

理
、

処
分

の
国

策
が

決
ま

っ
て

い
な

い
・地

元
は

迷
惑

施
設

に
対

す
る

メ
リ

ッ
ト

を
要

求
す

る

・
隣

接
自

治
体

の
反

対
決

議
も

、
拒

否
の

判
断

に
影

響
を

与
え

て
い

る
・
全

体
と

し
て

、
双

方
が

主
張

す
る

状
況

で
留

ま
っ

て
い

る
・
こ

れ
ま

で
の

安
全

な
操

業
で

風
評

被
害

に
つ

い
て

は
大

き
な

争
点

と
な

っ
て

い
な

い

岩
手

県
滝

沢
村

医
療

R
I廃

棄
物

処
理

施
設

立
地

の
事

例
事

業
者

：
R

I協
会

1
2

・
大

越
他

「放
射

性
廃

棄
物

管
理

施
設

の
立

地
に

お
け

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
」
(原

子
力

学
会

和
文

論
文

誌
,2

00
7
）

放
射

性
廃

棄
物

の
処

分
場

立
地

等
に

関
す

る
リ

ス
ク

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
事

例
(3

/
4
)
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事
例

年
代

概
要

住
民

の
タ

イ
プ

住
民

の
立

場
住

民
の

行
動

住
民

の
属

性
住

民
の

反
対

理
由

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
効

果
合

意
形

成
課

題
備

考
文

献

1
3

日
本

高
レ

ベ
ル

放
射

性
廃

棄
物

処
分

場
立

地
の

事
例

事
業

者
：
N

U
M

O

20
0
0

2
00

0
年

、
高

レ
ベ

ル
放

射
性

廃
棄

物
の

最
終

処
分

に
関

す
る

法
律

が
公

布
さ

れ
る

と
共

に
実

施
主

体
の

原
子

力
発

電
環

境
整

備
機

構
（
N

U
M

O
)が

設
立

さ
れ

る
。

事
業

の
最

初
ス

テ
ッ

プ
で

あ
る

文
献

調
査

を
行

う
地

域
を

2
00

2
年

か
ら

全
国

の
市

町
村

を
対

象
に

公
募

を
し

て
い

る
。

2
00

7
年

、
高

知
県

東
洋

町
で

応
募

し
た

が
、

反
対

派
の

動
き

で
出

直
し

町
長

選
が

行
わ

れ
、

反
対

派
の

町
長

が
誕

生
し

、
計

画
が

頓
挫

し
た

。

対
立

型
基

本
的

に
反

対

(高
知

県
）

・
反

対
署

名
活

動 ・
周

辺
住

民
を

含
め

た
反

対
集

会

･地
元

、
周

辺
住

民 ・周
辺

自
治

体

・
新

聞
広

告
・
T
V

C
M

・
地

層
処

分
に

関
す

る
T
V

番
組

・
フ

ォ
ー

ラ
ム

及
び

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

の
開

催
・
高

レ
ベ

ル
放

射
性

廃
棄

物
地

層
処

分
模

型
展

示
車

を
使

っ
た

説
明

・
電

力
会

社
の

P
R

施
設

で
の

情
報

提
供

・
国

、
N

U
M

O
、

電
力

会
社

等
w

e
b
ペ

ー
ジ

か
ら

・
な

し
・
こ

れ
ま

で
1
3の

自
治

体
で

誘
致

検
討

等
の

動
き

が
明

ら
か

に
な

り
、

い
ず

れ
も

断
念

し
て

い
る

。

非
合

意
・
東

洋
町

の
応

募
理

由
：

国
の

補
助

金

・
徳

島
新

聞
社

H
P

・
産

経
新

聞
H

P
・
資

源
エ

ネ
ル

ギ
ー

庁
H

P
・
N

U
M

O
　

H
P

1
4

福
井

県
美

浜
町

美
浜

発
電

所
操

業
の

事
例

事
業

者
：
関

西
電

力
20

0
4

従
来

か
ら

、
地

元
に

対
す

る
対

話
活

動
を

実
施

し
て

い
る

。
美

浜
発

電
所

3
号

機
の

事
故

を
機

に
、

地
元

対
話

活
動

の
方

法
の

見
直

し
、

さ
ら

に
充

実
を

図
っ

て
い

る
。

・
対

話
活

動
の

内
容

に
対

す
る

意
見

の
提

出

・地
元

自
治

体
・地

元
議

会
・地

元
住

民

従
来

・
オ

ピ
ニ

オ
ン

リ
ー

ダ
ー

、
各

種
団

体
等

へ
の

訪
問

・
県

内
の

学
校

へ
出

前
教

室
・
報

道
関

係
者

説
明

会
・
地

元
各

戸
訪

問
・
C

A
T
V

に
よ

る
広

報
事

故
後

・
役

員
と

立
地

町
と

の
対

話
の

場
を

設
定

し
、

情
報

交
換

や
意

見
交

換
の

実
施

・
従

来
か

ら
、

原
子

力
事

業
本

部
地

域
共

生
グ

ル
ー

プ
を

窓
口

と
し

、
活

発
に

地
域

と
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
実

施
し

て
い

た
が

、
事

故
後

さ
ら

に
充

実
を

図
っ

た

・
原

子
力

安
全

基
盤

機
構

、
シ

ン
ビ

オ
社

会
研

究
会

：「
原

子
力

リ
ス

ク
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

活
動

の
新

た
な

成
果

を
発

信
す

る
」（

20
0
5

公
開

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
報

告
書

）

1
5

山
口

県
上

関
町

上
関

原
子

力
発

電
所

立
地

の
事

例 事
業

者
：
中

国
電

力

19
8
2

1
98

2
年

に
上

関
町

長
が

、
町

議
会

で
「
町

民
の

合
意

が
あ

れ
ば

誘
致

し
て

も
よ

い
旨

」表
明

。
1
98

5
年

に
町

議
会

で
誘

致
を

決
議

し
、

1
9
88

年
に

町
か

ら
中

国
電

力
に

誘
致

を
申

入
れ

た
。

1
99

4
年

に
漁

業
権

管
理

委
員

会
の

立
地

環
境

調
査

実
施

の
同

意
後

、
立

地
環

境
調

査
を

開
始

し
、

現
在

は
詳

細
調

査
を

実
施

中
で

あ
る

。

協
調

型
/
対

立
型

推
進

派
が

優
勢

・
四

代
漁

協
・

上
関

漁
協

は
建

設
同

意
（
19

9
6)

・
上

関
原

子
力

発
電

所
地

権
者

会
と

発
電

所
用

地
の

取
得

に
伴

う
損

失
補

償
基

準
に

つ
い

て
協

定
(1

99
7)

・
建

設
予

定
地

対
岸

の
祝

島
は

島
ぐ

る
み

の
反

対
・
祝

島
漁

協
は

漁
業

補
償

契
約

の
無

効
を

求
め

係
争

中

・地
元

自
治

体
・地

元
住

民
・関

連
漁

協

・
原

発
の

安
全

性
・
環

境
へ

の
影

響
（
ス

ナ
メ

リ
な

ど
希

少
生

物
に

与
え

る
影

響
）

・
住

民
等

の
意

見
を

取
入

れ
た

環
境

影
響

調
査

書
(評

価
書

）の
作

成
・
H

P
、

広
報

誌
に

よ
る

情
報

提
供

・
建

設
予

定
地

見
学

会
・
P

R
施

設
建

設
・
市

民
の

声
を

聴
く
会

（
公

募
す

る
2
0人

程
度

住
民

か
ら

意
見

を
求

め
る

）
・
地

域
の

振
興

策
へ

の
資

金
援

助
（中

国
電

力
）

・
公

開
ヒ

ア
リ

ン
グ

（
通

産
省

）

・
経

産
省

大
臣

に
提

出
し

た
環

境
影

響
評

価
書

に
つ

い
て

、
変

更
の

必
要

が
な

い
旨

通
知

を
受

け
る

進
行

中
・
中

国
電

力
H

P
・
中

国
新

聞
H

P
・
山

口
新

聞
H

P

1
6

新
潟

県
柏

崎
市

柏
崎

刈
羽

原
子

力
発

電
所

操
業

の
事

例

事
業

者
：
東

京
電

力
住

民
に

よ
る

対
話

組
織

設
立

20
0
3

2
00

2
年

に
プ

ル
サ

ー
マ

ル
計

画
の

受
入

へ
の

賛
否

激
論

、
ま

た
東

京
電

力
の

不
正

問
題

を
背

景
と

し
て

、
県

、
市

、
町

、
村

が
発

電
所

の
透

明
性

確
保

を
目

的
に

、
「地

域
の

会
」

の
設

置
を

提
案

し
た

。
2
00

3
年

に
地

域
住

民
に

よ
る

「
地

域
の

会
」
が

発
足

し
た

。

地
域

の
会

：
中

立

「
地

域
の

会
」

・
国

、
関

係
自

治
体

、
東

京
電

力
に

意
見

や
提

言
・
住

民
に

対
し

て
情

報
提

供

・
H

P
、

広
報

誌
に

よ
る

柏
崎

刈
羽

原
発

の
情

報
、

他
の

地
域

の
原

子
力

施
設

の
情

報
等

の
提

供
・
自

治
体

、
東

京
電

力
と

の
意

見
交

換

○
東

京
電

力
・
徹

底
し

た
情

報
公

開
を

表
明 ・
品

質
保

証
体

制
向

上
・
風

土
改

革
へ

の
取

組
み

○
保

安
院

・
検

査
制

度
体

勢
の

大
幅

な
改

善
・
広

報
体

制
の

強
化

・
耐

震
設

計
審

査
指

針
の

改
訂 ○

地
域

の
会

・
委

員
相

互
の

信
頼

の
深

ま
り ・
冷

静
な

議
論

の
場

・
全

委
員

か
ら

の
発

言

・定
め

ら
れ

た
中

で
の

安
全

運
転

が
最

重
要

で
あ

り
、

問
題

が
あ

れ
ば

公
の

場
で

議
論

す
る

努
力

が
必

要
・地

域
住

民
の

意
見

に
対

し
、

結
果

だ
け

で
な

く
議

論
の

過
程

を
示

す
努

力
が

必
要

・
「
グ

ロ
ー

バ
ル

Ｃ
Ｏ

Ｅ
プ

ロ
グ

ラ
ム

「
世

界
を

先
導

す
る

原
子

力
教

育
研

究
イ

ニ
シ

ア
チ

ブ
」
」

H
P

・
「
柏

崎
刈

羽
原

子
力

発
電

所
の

透
明

性
を

確
保

す
る

地
域

の
会

」H
P

放
射

性
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立
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コ
ミ

ュ
ニ
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ー
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ョ
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例
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国際単位系（SI）

(a)ラジアン及びステラジアンの使用は、同じ次元であっても異なった性質をもった量を区
   別するときの組立単位の表し方として利点がある。組立単位を形作るときのいくつかの
　 用例は表４に示されている。
(b)実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位として
   の記号“１”は明示されない。
(c)測光学では、ステラジアンの名称と記号srを単位の表し方の中にそのまま維持している。
(d)この単位は、例としてミリセルシウス度ｍ℃のようにSI接頭語を伴って用いても良い。

名称 記号
長 さメ ー ト ル m
質 量キログラム kg
時 間 秒 s
電 流ア ン ペ ア A
熱力学温度ケ ル ビ ン K
物 質 量モ ル mol
光 度カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角ラ ジ ア ン (a) rad m・m-1=1(b)

立 体 角ステラジアン(a) sr(c) m2・m-2=1(b)

周 波 数ヘ ル ツ Hz s-1

力 ニ ュ ー ト ン N m・kg・s-2

圧 力 , 応 力パ ス カ ル Pa N/m2 m-1・kg・s-2

エネルギー, 仕事, 熱量ジ ュ ー ル J N・m m
2
・kg・s

-2

工 率 , 放 射 束ワ ッ ト W J/s m2・kg・s-3

電 荷 , 電 気 量ク ー ロ ン C s・A
電位差（電圧）, 起電力ボ ル ト V W/A m2・kg・s-3・A-1

静 電 容 量フ ァ ラ ド F C/V m-2・kg-1・s4・A2

電 気 抵 抗オ ー ム Ω V/A m2・kg・s-3・A-2

コ ン ダ ク タ ン スジ ー メ ン ス S A/V m-2・kg-1・s3・A2

磁 束ウ エ ー バ Wb V・s m2・kg・s-2・A-1

磁 束 密 度テ ス ラ T Wb/m
2

kg・s
-2
・A

-1

イ ン ダ ク タ ン スヘ ン リ ー H Wb/A m2・kg・s-2・A-2

セ ル シ ウ ス 温 度セルシウス度(d) ℃ K
光 束ル ー メ ン lm cd・sr(c) m2・m-2・cd=cd
照 度ル ク ス lx lm/m2 m2・m-4・cd=m-2・cd
（放射性核種の）放射能ベ ク レ ル Bq s-1

吸収線量, 質量エネル
ギ ー 分 与 , カ ー マ

グ レ イ Gy J/kg m2・s-2

線量当量, 周辺線量当
量, 方向性線量当量, 個
人線量当量,組織線量当

シ ー ベ ル ト Sv J/kg m2・s-2

表３．固有の名称とその独自の記号で表されるSI組立単位

SI 組立単位
組立量

名称 記号 SI 基本単位による表し方
粘 度パ ス カ ル 秒 Pa・s m

-1
・kg・s

-1

力 の モ ー メ ン トニュートンメートル N・m m
2
・kg・s

-2

表 面 張 力ニュートン毎メートル N/m kg・s
-2

角 速 度ラ ジ ア ン 毎 秒 rad/s m・m
-1
・s

-1
=s
-1

角 加 速 度ラジ アン 毎平 方 秒 rad/s
2
m・m

-1
・s

-2
=s
-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度ワット毎平方メートル W/m
2

kg・s
-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ージュール毎ケルビン J/K m
2
・kg・s

-2
・K

-1

質量熱容量（比熱容量）,
質 量 エ ン ト ロ ピ ー

ジュール毎キログラム
毎ケルビン

J/(kg・K) m
2
・s

-2
・K

-1

質 量 エ ネ ル ギ ー
（ 比 エ ネ ル ギ ー ）

ジュール毎キログラム J/kg m
2
・s

-2
・K

-1

熱 伝 導 率
ワット毎メートル毎ケ
ルビン

W/(m・K) m・kg・s
-3
・K

-1

体 積 エ ネ ル ギ ー
ジュール毎立方メート
ル J/m

3
m
-1
・kg・s

-2

電 界 の 強 さボル ト毎 メー ト ル V/m m・kg・s
-3
・A

-1

体 積 電 荷
クーロン毎立方メート
ル C/m

3
m
-3
・s・A

電 気 変 位
クーロン毎平方メート
ル C/m

2
m
-2
・s・A

誘 電 率ファラド毎メートル F/m m
-3
・kg

-1
・s

4
・A

2

透 磁 率ヘンリー毎メートル H/m m・kg・s
-2
・A

-2

モ ル エ ネ ル ギ ージ ュ ー ル 毎 モ ル J/mol m
2
・kg・s

-2
・mol

-1

モ ル エ ン ト ロ ピ ー ,
モ ル 熱 容 量

ジュール毎モル毎ケル
ビン

J/(mol・K) m
2
・kg・s

-2
・K

-1
・mol

-1

照射線量（Ｘ線及びγ線）クーロン毎キログラム C/kg kg
-1
・s・A

吸 収 線 量 率グ レ イ 毎 秒 Gy/s m
2
・s

-3

放 射 強 度ワット毎ステラジアン W/sr m
4
・m

-2
・kg・s

-3
=m
2
・kg・s

-3

放 射 輝 度
ワット毎平方メートル
毎ステラジアン W/(m

2
・sr) m

2
・m

-2
・kg・s

-3
=kg・s

-3

表４．単位の中に固有の名称とその独自の記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

10
24 ヨ タ Ｙ 10

-1 デ シ d

10
21 ゼ タ Ｚ 10

-2 セ ン チ c

10
18 エ ク サ Ｅ 10

-3 ミ リ m

10
15 ペ タ Ｐ 10

-6 マイクロ μ

10
12 テ ラ Ｔ 10

-9 ナ ノ n

10
9 ギ ガ Ｇ 10

-12 ピ コ p

10
6 メ ガ Ｍ 10

-15 フェムト f

10
3 キ ロ ｋ 10

-18 ア ト a

10
2 ヘ ク ト ｈ 10

-21 ゼ プ ト z

10
1 デ カ da 10

-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位であらわされる数値
電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.60217733(49)×10-19J
統一原子質量単位 u 1u=1.6605402(10)×10-27kg
天 文 単 位 ua 1ua=1.49597870691(30)×1011m

表７．国際単位系と併用されこれに属さない単位で
         SI単位で表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位であらわされる数値
海 里 １海里=1852m
ノ ッ ト １ノット=１海里毎時=(1852/3600)m/s
ア ー ル a １a=1 dam2=102m2

ヘ ク タ ー ル ha １ha=1 hm2=104m2

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=1000hPa=105Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=10-10m
バ ー ン b １b=100fm2=10-28m2

　　　併用されるその他の単位
表８．国際単位系に属さないが国際単位系と

名称 記号 SI 単位であらわされる数値
キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×10

10
Bq

レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10
-4
C/kg

ラ ド rad 1 rad=1cGy=10
-2
Gy

レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
X 線 単 位 1X unit=1.002×10

-4
nm

ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10
-9
T

ジ ャ ン ス キ ー Jy 1 Jy=10
-26
W・m

-2
 Hz

-1

フ ェ ル ミ 1 fermi=1 fm=10
-15
m

メートル系カラット 1 metric carat = 200 mg = 2×10
-4
kg

ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa
カ ロ リ ー cal
ミ ク ロ ン μ 1 μ =1μm=10

-6
m

表10．国際単位に属さないその他の単位の例

名称 記号 SI 単位による値
分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

リットル l、 L 1l=1 dm
3
=10

-3
m
3

トン t 1t=10
3
 kg

ネーパ Np 1Np=1
ベル B 1B=(1/2)ln10(Np)

表６．国際単位系と併用されるが国際単位系に属さない単位

名称 記号
面 積平 方 メ ー ト ル m

2

体 積立 法 メ ー ト ル m
3

速 さ ， 速 度メ ー ト ル 毎 秒 m/s
加 速 度メ ー ト ル 毎 秒 毎 秒 m/s

2

波 数毎 メ ー ト ル m-1
密度（質量密度）キログラム毎立法メートル kg/m

3

質量体積（比体積）立法メートル毎キログラム m
3
/kg

電 流 密 度アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さア ン ペ ア 毎 メ ー ト ル A/m
（物質量の）濃度モ ル 毎 立 方 メ ー ト ル mol/m3

輝 度カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率（数　の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号 SI 単位であらわされる数値
エ ル グ erg 1 erg=10

-7
J

ダ イ ン dyn 1 dyn=10
-5
N

ポ ア ズ P 1 P=1 dyn・s/cm
2
=0.1Pa・s

ス ト ー ク ス St 1 St =1cm
2
/s=10

-4
m
2
/s

ガ ウ ス G 1 G =10
-4
T

エ ル ス テ ッ ド Oe 1 Oe =(1000/4π)A/m

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx =10
-8
Wb

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd/cm
2
=10

4
cd/m

2

ホ ト ph 1 ph=10
4
lx

ガ ル Gal 1 Gal =1cm/s
2
=10

-2
m/s

2

表９．固有の名称を含むCGS組立単位

（第７版，1998年改訂）






